
平成２４年度 第２回中部ブロック発注者協議会

次 第

日時：平成25年1月 21日（月）14:00

ホテル名古屋ガーデンパレス 栄の間場所：

１．開 会

２．挨 拶

３．議 事

（１）規約の改正について

（２）建設業界を取り巻く状況について

（３）重点施策の取り組み状況

（４）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方(案)

（５） 重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）事例紹介（

①総合評価導入の効果（事例報告：一宮市、岐阜市）

予定価格の事後公表実施の効果（事例報告：静岡市、岐阜県）②

調査基準価格・最低制限価格見直しの効果（事例報告：鈴鹿市）③

④工事成績評定実施の効果（事例報告：浜松市）

（６）その他

４．挨 拶

５．閉 会

添付資料

資料－１ 「中部ブロック発注者協議会」規約（案）

資料－２ 第２回中部ブロック発注者協議会

資料－３ 事例紹介（重点施策の推進及び自治体等からの事例紹介）

参考資料－１ 建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価について

（中間報告 （ 年度実績及び 年度実施目標）） H24 H25
参考資料－２ 入札契約適正化法に基づく実施状況調査の結果について

参考資料－３ 建設産業の再生と発展のための方策２０１２（概要）
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平成25年1月21日

会長 国土交通省

中部地方整備局長 梅山　和成

副会長 農林水産省 代理出席 随行員

東海農政局長 森　多可志 次長　伊藤　剛嗣 整備部設計課　大原　敏一　

委員 警察庁　中部管区警察局 代理出席

総務監察部長　　　　　 中﨑　和博 課長補佐　山田　盛夫

委員 警察庁　 欠席

中部管区警察学校長 百田　春夫

委員 財務省　東海財務局 代理出席

総務部長 鞆田　周一 総務部会計課長　　大藤　秀一

委員 財務省　名古屋税関 代理出席

総務部長 宍戸　秀行 会計課課長補佐　　　伊藤　太一

委員 国税庁　名古屋国税局 代理出席

総務部次長 杉浦　勝美 営繕監理官　包原 智幸

委員 厚生労働省 欠席

東海北陸厚生局長 鈴木　英明

委員 厚生労働省 欠席

岐阜労働局長 佐々木　秀一

委員 厚生労働省　 欠席

静岡労働局長 麻田　千穗子

委員 厚生労働省 欠席

愛知労働局長 新宅　友穂

委員 厚生労働省 欠席

三重労働局長 藤井　礼一

委員 林野庁　 代理出席

中部森林管理局長 鈴木　信哉 名古屋事務所副所長　　大坪　幸治

委員 経済産業省　中部経済産業局 代理出席

総務企画部長 神門　正雄 総務企画部会計課長　　中島　弘志

委員 国土交通省　中部運輸局長 欠席

甲斐　正彰

委員 海上保安庁　第四管区海上保安本部 欠席

総務部長 清水　昌幸

委員 欠席

事務所長 神田　修二

委員 岐阜県　 代理出席 随行員　　　　技術検査課

副知事 渕上　俊則 県土整備部長　金森　吉信 入札制度係長　矢橋　正彦

委員 静岡県　 代理出席

副知事 森山　誠二
交通基盤部建設支援局
技術管理課長　堀野　徹

委員 愛知県　 代理出席 随行員　　建設企画課

副知事 片桐　正博 建設企画課長　　山田　祥文 主任主査　　稲吉　豊治

委員 三重県　 代理出席

副知事 石垣　英一 県土整備部副部長　久世　憲忠

委員 静岡市 代理出席

副市長 山本　克也 建設局土木部参与　　山本　悟司　

委員 浜松市 代理出席 随行員

副市長 古橋　利広 土木部技術監理課長　浅田　広志 技術監理課副技監　大石　正希

委員 名古屋市 代理出席

副市長 住田　代一 財政局契約監理監　　二神　望 財政局契約監理課主査　大山宏之

平成２４年度 第２回中部ブロック発注者協議会
出席者名簿（１／２）

環境省　中部地方環境事務所



平成25年1月21日

委員 岐阜県　 代理出席

市長会会長（下呂市長） 野村　誠 下呂市建設部長　田口　守彦

委員 静岡県 欠席

市長会会長（富士市長） 鈴木　尚

委員 愛知県 欠席

市長会会長（豊川市長） 山脇　実

委員 三重県　 欠席

市長会会長（熊野市長）　 河上敢二

委員 岐阜県　 欠席

町村会会長（揖斐川町長） 宗宮　孝生

委員 静岡県　 欠席

町村会会長（長泉町長） 遠藤　日出夫

委員 愛知県　 欠席

町村会会長（設楽町長） 横山　光明 

委員 三重県　 欠席

町村会会長（大紀町） 谷口　友見

委員 中日本高速道路株式会社 代理出席 随行員

名古屋支社長　 猪熊　康夫 環境・技術管理部長　朝日　理登 技術管理チームリーダー　山田　耕一

委員 (独)都市再生機構 代理出席 随行員

中部支社長　 岡本　広明 住宅経営部 次長　山澤　正 住宅経営部　工務チームリーダー　　内海　登

委員 (独)日本原子力研究開発機構 随行員　経理課長　　　　一戸　隆治

東濃地科学センター　所長 藤井　文人 随行員　施設建設課長　山本　勝

委員 (独)水資源機構　　 随行員

中部支社長 勝山　達郎 事業企画課　山田邦晴

委員 静岡県道路公社　 代理出席 随行員

理事長　 矢野　弘典 常務理事　　吉添　髙兆 維持管理課主任　鈴木　正一

委員 愛知県道路公社　 随行員

理事長　 澤田　弘二 工務課　　主査　　脇本　勝通

委員 三重県道路公社　 代理出席

理事長　 廣田　實 副参事兼所長　　福田　勝許

委員 名古屋高速道路公社　　 代理出席 随行員

理事長 村上　芳樹 技術管理課長　浅田　義隆 技術管理課　片桐英喜

委員 名古屋港管理組合　 代理出席　　

副管理者　 山田　孝嗣 建設部次長　髙桒　智德

委員 四日市港管理組合　 欠席

副管理者　 小林　清人

委員 日本下水道事業団 代理出席

東海総合事務所長　 加畑　雅宏 施工管理課長　中西　昌典

オブザーバー 法務省名古屋法務局長　 欠席

堀部　哲夫

オブザーバー 名古屋高等裁判所事務局長　 代理出席

村田　斉志 会計課首席技官　布施　友一郎

オブザーバー 岐阜市　行政部

契約課　請負係長 端元　隆行

オブザーバー 一宮市　総務部　

契約課　副主監 小川健司

オブザーバー 鈴鹿市　総務部

契約調達課　主幹兼GL 常山　隆宏

平成２４年度 第２回中部ブロック発注者協議会
出席者名簿（２／２）



「中部ブロック発注者協議会」規約（案）

（設置）

第１条 「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号 」及び「公共）

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針につ

（ ）」（ 「 」 。） 、いて 平成17年８月26日閣議決定 以下 基本方針 という の趣旨を踏まえ

中部ブロック発注者協議会（以下「協議会」という）を設置する。

（目的）

第２条 協議会は、国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、公共工事の品質確

保の促進に向けた取組み等について情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の

協力体制を強化するとともに地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組

みを促進し、もって中部ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与するこ

とを目的とする。

（事務）

第３条 協議会は、次の事項について連絡調整を行うとともに、取り組みの強化を図る。

一 基本方針等に示された公共工事の品質確保の促進に関する施策について

二 地域を支える建設生産システムの向上について

三 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省中部地方整備局長がこれにあたる。

２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。

３ 協議会に副会長を置き、農林水産省東海農政局長がこれにあたる。

４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。

２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。

３ 委員は、指名した者を代理として会議に出席させることができる。

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることがで

きる。

資料－１

1



（幹事会）

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。

併せて各県地域における取り組みの円滑化を図るものとする。

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。

３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省中部地方整備局企画部長がこれにあたる。

４ 幹事会に副幹事長を置き、農林水産省東海農政局整備部長がこれにあたる。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、中部地方整備局が関係機関の協力を得て処理する。

（雑則）

、 、 。第９条 この規約に定めるもののほか 協議会の運営に関し必要な事項は 会長が定める

附 則 この規約は、平成24年 5月16日から施行する。

この規約は、平成25年 1月 日から施行する。
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別紙１

第４条関係（委員）

会 長 国土交通省 中部地方整備局長

副 会 長 農林水産省 東海農政局長

委 員 警察庁 中部管区警察局 総務監察部長

警察庁 中部管区警察学校長

財務省 東海財務局 総務部長

財務省 名古屋税関 総務部長

国税庁 名古屋国税局 総務部次長

厚生労働省 東海北陸厚生局長

厚生労働省 岐阜労働局長

厚生労働省 静岡労働局長

厚生労働省 愛知労働局長

厚生労働省 三重労働局長

林野庁 中部森林管理局長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部長

国土交通省 中部運輸局長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 総務部長

環境省 中部地方環境事務所長

岐阜県 副知事

静岡県 副知事

愛知県 副知事

三重県 副知事

静岡市 副市長

浜松市 副市長

名古屋市 副市長

岐阜県 市長会会長

静岡県 市長会会長

愛知県 市長会会長

三重県 市長会会長

岐阜県 町村会会長

静岡県 町村会会長

愛知県 町村会会長

三重県 町村会会長

中日本高速道路株式会社 名古屋支社長

(独)都市再生機構 中部支社長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 所長

(独)水資源機構 中部支社長
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組織解散（２４．７．３１）のため退会岐阜県道路公社 理事長

静岡県道路公社 理事長

愛知県道路公社 理事長

三重県道路公社 理事長

名古屋高速道路公社 理事長

名古屋港管理組合 副管理者

四日市港管理組合 副管理者

日本下水道事業団 東海総合事務所長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所
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別紙２

第７条関係（幹事）

幹 事 長 国土交通省 中部地方整備局 企画部長

副幹事長 農林水産省 東海農政局 整備部長

幹 事 警察庁 中部管区警察局 総務監察部 会計課長

警察庁 中部管区警察学校 庶務部長

財務省 東海財務局 会計課長

財務省 名古屋税関 会計課長

国税庁 名古屋国税局 総務部 営繕監理官

厚生労働省 東海北陸厚生局 総務課長

厚生労働省 岐阜労働局 総務部長

厚生労働省 静岡労働局 総務部長

厚生労働省 愛知労働局 総務部長

厚生労働省 三重労働局 総務部長

林野庁 中部森林管理局 総務部長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部 会計課長

国土交通省 中部地方整備局 総務部長

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長

国土交通省 中部運輸局 総務部長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 経理課長

環境省 中部地方環境事務所 総括自然保護企画官

岐阜県 県土整備部長

静岡県 交通基盤部長

愛知県 建設部長

愛知県 農林水産部長

三重県 県土整備部長

三重県 農林水産部長

静岡市 建設局長

浜松市 土木部長

名古屋市 財政局 契約監理監

岐阜県 市長会 事務局長

静岡県 市長会 事務局長

愛知県 市長会 事務局長

三重県 市長会 事務局長

岐阜県 町村会 事務局長

静岡県 町村会 事務局長

愛知県 町村会 事務局長

三重県 町村会 事務局長

5



中日本高速道路株式会社 名古屋支社 環境・技術管理部長

(独)都市再生機構 中部支社 住宅経営部次長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 副所長

(独)水資源機構 中部支社 事業部長

組織解散（２４．７．３１）のため退会岐阜県道路公社 事業部長

静岡県道路公社 道路部長

愛知県道路公社 工務部長

三重県道路公社 伊勢事務所長

名古屋高速道路公社 技術部長

名古屋港管理組合 建設部長

四日市港管理組合 経営企画部理事

日本下水道事業団 東海総合事務所 施工管理課長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所

国土交通省 中部地方整備局 建政部

6



建設業界を取り巻く状況について建設業界を取り巻く状況について －－－－－－－－ １１

重点施策の取り組み状況重点施策の取り組み状況 －－－－－－－－ ９９

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案） －－－－－－－－ １４１４

平成平成2424年度年度 第２回中部ブロック発注者協議会第２回中部ブロック発注者協議会 資料－２



①①公共事業と建設業界とのパートナーシップついて公共事業と建設業界とのパートナーシップついて

・災害時の支援活動に建設業界が重要な役割・災害時の支援活動に建設業界が重要な役割

・・ 2424時間体制で市民の生活を守る地元建設企業時間体制で市民の生活を守る地元建設企業

・質の高いインフラを提供してきた日本の建設技術・質の高いインフラを提供してきた日本の建設技術

②②建設投資、許可業者数及び就業者数の推移（中部）建設投資、許可業者数及び就業者数の推移（中部）

③③発注者の取り組むべき内容について発注者の取り組むべき内容について

建設業界を取り巻く状況について建設業界を取り巻く状況について

１



①①公共事業と建設業界とのパートナーシップついて公共事業と建設業界とのパートナーシップついて
（災害時の支援活動に建設業界が重要な役割）（災害時の支援活動に建設業界が重要な役割）

＜大規模地震発生時では＞
大規模災害発生時、最初に緊急輸送道路の確保（道路啓開）や津

波浸水エリアの排水作業が必要。これらの作業が終わらないと自衛
隊や警察の救助・救援活動を行うことが出来ない。 東日本大震災で
は、東北地方整備局が地元の土木・電気・機械などの建設業者と連
携し、緊急輸送道路の確保を行なった。

＜大型台風による災害発生時＞
台風12号・15号では、浸水、土砂災害、道路の通行止めなどの被害が発生。中部地

方整備局では、道路の復旧や、通信手段の確保、排水エリアの排水作業などを地元の
建設業者と連携して行った。特に被害の大きかった熊野地域では、県と合同でプロジェ
クトチームを結成し、地元のコンサルタント会社と一緒に災害復旧に努めた。

昼夜を徹して一刻も早
い道路啓開作業を実
施する

浸水した仙台空港周辺の排水作業を実施する建設業者

●台風12号(平成23年）

三重県紀宝町鮒田地区において、24時間体制で排水ポンプ車による内水
排除を実施（日本建設機械化協会中部支部他）

地元自治体の要望により、
給水タンクを地元中学校に設置
（日本道路建設業協会中部支部他）

排水ポンプ車による内水排除

●台風15号(平成23年）

庄内川堤防洗掘箇所において、
被害の拡大防止のため、応急
処置として大型土のうを設置
（建設業協会他）

大型土のう設置作業

２

●東日本大震災(平成23年）



①①公共事業と建設業界とのパートナーシップついて公共事業と建設業界とのパートナーシップついて
（（2424時間体制で市民の生活を守る地元建設企業）時間体制で市民の生活を守る地元建設企業）

＜道路損傷事故発生時＞
24時間態勢で、道路・河川を守っている。道路交通事故

等による通行規制が発生した場合、ただちに出動し、損
傷復旧を実施。

＜冬期降雪・道路凍結時の通行の確保＞
冬期の通行確保は、気象条件により恒に対応が変わる。降

雪や凍結の危険性のある時は、24時間態勢で、凍結防止剤の

散布や除雪作業を行い通行の確保を行う。

凍結防止剤散布車
による通行確保

除雪グレーダーに
よる除雪

除雪が遅れ路肩の
堆雪によりすれ違
い困難となた事例

道路落下物処理

道路管理者と協力し、異常気
象時の通行止めを行う

道路損傷の補修

３

○累加降雪深の年度比較　　 時点比較　）
　　（中部地整管内（岐阜・長野県）の主要な観測地点）

※積雪状況報告より
※データ期間：12月1日～

( 3月31日
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①①公共事業と建設業界とのパートナーシップついて公共事業と建設業界とのパートナーシップついて
（質の高いインフラを提供してきた日本の建設技術）（質の高いインフラを提供してきた日本の建設技術）

＜世界最高水準の土木技術＞
狭い国土、複雑な地形、地震や台風など自然災害の驚

異に対応した、質の高い技術で日本のインフラを支えて
いる。

東京湾アクアブリッジ
千葉県木更津市
橋長：4,424m

関越トンネル
群馬県利根郡～新潟県南魚沼郡
トンネル延長 ：11,055m

長大橋梁

長大トンネル

これからの技術

既設RC橋脚の
耐震補強工法

高性能連続強化繊維シート
によるコンクリート補強

建設ICT技術

４



②②建設投資、許可業者数及び就業者数の推移（中部）建設投資、許可業者数及び就業者数の推移（中部）

５
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（千業者、万人）民間投資額（億円）

政府投資額（億円）

許可業者数（千業者）

就業者数（万人）

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設総合統計」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成20年度まで実績、21年度・22年度は見込み、23年度は見通し

21年度及び22年度の政府投資額・民間投資額は、各年度における建設総合統計（公共・民間）の割合を乗じて推計
23年度の政府投資額・民間投資額は、22年度における建設総合統計（公共・民間）の割合を乗じて推計

注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均

○ 建設投資額（平成23年度見通し）は約53,300億円（対前年度比3%増。ただし、長期的には減少傾向にあり）で、ピーク時（８年度）から約43％減。
公共投資は約19,763億円で、ピーク時（12年度）から約46％減。民間投資は約33,537億円で、ピーク時（２年度）から約49％減。

○ 建設業者数（22年度末）は59,296業者で、ピーク時（11年度末）から約11%減。
○ 建設業就業者数（22年平均）は約58万人で、ピーク時（９年平均）から約25％減。

民間投資のピーク
66,199億円（2年度）

政府投資のピーク
36,408億円（12年度）

政府投資ピーク時比
▲45.7％

民間投資ピーク時比
▲49.3％

建設投資ピーク時比
▲42.8％

建設投資のピーク
93,134億円（8年度）

就業者数のピーク
77万人（9年平均）

許可業者数のピーク
66千業者（11年度末）

政府投資
19,763億円

民間投資
33,537億円

建設投資
53,300億円

59千業者
（22年度末）

許可業者数ピーク比
▲10.6%

58万人
（22年平均）

就業者数ピーク比
▲24.7%



③③発注者の取り組むべき内容発注者の取り組むべき内容
（適正化法と品確法について）（適正化法と品確法について）

入札制度改革の一環として制定。（平成12年11月27日法律第127号）

入札・契約適正化の基本原則として以下の４つが基本となっている。
①入札・契約の過程、内容の透明性の確保
②入札・契約参加者の公正な競争の促進
③公共工事の適正な施工の確保
④不正行為の排除の徹底

適正化法の制定を受け、公共事業の品質確保の促進を目的として制定。
（平成17年3月31日法律第18号）

品質を確保するための基本
①総合的に優れた契約を行う。
②公共工事の品質は、適切な技術や工夫により確保
③不適格業者の排除と契約の適正化

（請負契約対等の立場での合意）

品確法
適正化法は発注者に対する義

務・責務等を定めた法律。
適正な契約制度の確立と不適

格な契約の排除が目的

不良・不適格業者の参入

発注者の能力差

厳しい財政状況
品質低下の懸念

ダンピングの増加

公共工事の発注者及び受注者がそれぞれの役割を果たす。

・発注の見通しの公表

・入札契約の情報公開

・施工体制の適正化

・不正行為への措置

・技術的能力の審査

・工事の監督、検査及び施工状況の確認評価

・調査及び設計の品質確保

・外部支援の活用による発注者支援

①透明性の確保

②不正行為の排除

趣旨を品確法に引き継ぐ

民間技術力の向上

※国及び県は、適正
化が進むよう、発注
者に支援

※国、県は、品質確保
が進むよう、発注者に
支援

※国及び県は、適正化が進むよ
う、発注者に支援

６

適正化法



③③発注者の取り組むべき内容発注者の取り組むべき内容
（公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（（公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（H23.8.9H23.8.9閣議決定抜粋））閣議決定抜粋））

・国、特殊法人及び地方公共団体等の発注者全体を通して、入札・契約の適正化促進を図り、公共工事に対する国民の
信頼確保と建設業の健全な発達を目的とする。

７



総合評価方式の普及促進

地域を支える建設生産
システムの向上

発注機関同士の
情報共有

公共工事の品質確保の促進

公共工事の円滑な執行

不良・不適格業者の参入

発注者の能力差

厳しい財政状況

品質低下の懸念

ダンピングの増加

民間技術力の向上

発注者協議会

各県地方ブロック

適正化法と品確法
理念の実現

③③発注者の取り組むべき内容発注者の取り組むべき内容
中部ブロック発注者協議会の基本理念中部ブロック発注者協議会の基本理念

８



重点施策の取り組み状況重点施策の取り組み状況

・総合評価落札方式の推進・総合評価落札方式の推進

・予定価格の事後公表の実施・予定価格の事後公表の実施

・調査基準価格・最低制限価格の見直し推進・調査基準価格・最低制限価格の見直し推進

重点施策の取り組み状況重点施策の取り組み状況

９
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導入 試行導入 未導入
１０

総合評価制度導入状況

９
２
％
の
組
織
が
総
合
評
価
の
制
度
を
導
入

●総合評価契約方式(工事）の制度を導入している組織

中部４県の自治体では92％(151組織）が総合評価の制度を導入し

ている。

中部4県地方自治体の総合評価制度導入組織の実態

全
国
で
は
６
３
％
が
制
度
を
導
入

重点施策の施策別取り組み状況重点施策の施策別取り組み状況
（総合評価落札方式の推進）（総合評価落札方式の推進）



１１

３
９
％
が
事
後
公
表
を
実
施

予定価格の事後公表への移行
●中部４県の地方自治体において、予定価格の事後公表
を導入する組織は３９％（64組織）。全国の４８％に対して、

導入率は低い。

重点施策の施策別取り組み状況重点施策の施策別取り組み状況
（予定価格の事後公表の実施）（予定価格の事後公表の実施）

全
国
で
は
４
８
％
が
実
施
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低入札価格調査

基準価格のみ導入

低入札価格調査基準価格導入

かつ　最低制限価格導入

最低制限価格

のみ導入

いずれも未導入

１２

８
９
％
の
自
治
体
で
ダ
ン
ピ
ン
グ
対
策
を
実
施

重点施策の施策別取り組み状況重点施策の施策別取り組み状況
（調査基準価格・最低制限価格の見直し推進）（調査基準価格・最低制限価格の見直し推進）

調査基準価格・最低制限価格の導入状況
（ダンピング対策の導入状況）

● H23年度において調査基準価格又は最低制限価格のい
ずれかを導入する地方自治体組織は、８９％ （146組織）と

なり、全国の８６％とほぼ同等。

全
国
で
は
８
６
％
が
実
施
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全国自治体

中部自治体

最新モデルを使用 旧モデルを使用・非公開 制度未導入

平成23年4月に低入札価

格調査基準価格等のモデ
ル式の改正があった。

低入札価格調査基準価格の算定式

最低制限価格の算定式

１３

算定式見直し組織の実態①（中部4件の自治体）

【H21年度モデル計算式】

直接工事費×0.95

共通仮設費×0.90 合計額

現場管理費×0.70 ×1.05

一般管理費等×0.30

【H23年度モデル 新計算式】

直接工事費×0.95

共通仮設費×0.90 合計額

現場管理費×0.80 ×1.05

一般管理費等×0.30

９３％の組織がが旧モデル又は制度未導入

９３％の組織が旧モデル又は制度未導入

重点施策の施策別取り組み状況重点施策の施策別取り組み状況
（調査基準価格・最低制限価格の見直し推進）（調査基準価格・最低制限価格の見直し推進）

算定式見直し組織の実態②（中部4件の自治体）

データはＨ２３年９月１日現在の調査結果

（入札契約適正化法に基づく実施状況調査）



中部ブロック発注者協議会の今後の進め方中部ブロック発注者協議会の今後の進め方

・中部ブロック発注者協議会の課題と対策・中部ブロック発注者協議会の課題と対策

・施策目標設定時期の前倒しについて・施策目標設定時期の前倒しについて

・中期計画の策定について・中期計画の策定について

・平成・平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施）工事成績評定の実施）

１４

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）



○公共事業発注件数（発注額）が減少を続ける中で、地元優良企業の育成をどのように図っていくべきかが課
題。
○従来の指名競争では入札における透明性が担保されないため、総合評価落札方式への移行等が法律によ
り求められている。
○中部ブロック発注者協議会として、総合評価方式等の施策普及促進を図るために活動を行っており普及され
ており、後退することなく、着実に普及されることが必要。

施策の確実な推進を行うためには、施策の重要性を認識し、継続的かつ計画的に進める必要がある。

以下に今後の進め方の改善案を示す。

①各年度の目標が確実に実施できるよう施策実施のための準備期間を確保。
・当該年度の５月に目標を設定していたが、前年度の１０月に目標の設定時期を前倒しする。

②継続性のある施策とするため各組織毎に中期計画を策定。
・趣旨を理解した上で、各組織が今後５年間の中期的な計画を施策し普及推進を図る。

③施策推進のため新たに重点施策を設定
・総合評価等の施策を推進するため、Ｈ２５年度は「工事成績評定の実施」を新たに重点施策に追加。

④施策を進める意義（背景・効果等）を浸透させる。
・各組織に対して、施策の目的や効果の説明を行い理解を深める。
・施策浸透のため市町村等を含めた先進事例を紹介していく。

課題と対策

１５

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（中部ブロック発注者協議会の課題と対策）（中部ブロック発注者協議会の課題と対策）



●平成２３年度までの各組織毎の推進目標－－－－当該年度の５月協議会で策定

●平成２５年度からの各組織毎の推進目標－－－－前年度の１０月協議会で策定（実施準備期間を設ける）

※施策の必要性について、説明に重点を置き、必要に応じて先進県市町村等の施策効果を取り入れ説明

１６

平成25年度以降の進め方

◆2月作業部会

◆5月幹事会

◆10月協議会

協議会決定事項の進捗状況報告、改善案報告

次年度の重点施策の設定

・自治体支援
・各県協議会実施
・自治体への委員の派遣

当該年度の活動結果中間報告 当該年度施策推進に関する情報等の提供

次年度の各組織毎の実施目標の決定

※作業部会は必要に応じて開催し会議の内容の充実を図る

※

※

Ｈ２３年度 Ｈ２４年度（移行期間） Ｈ２６年度Ｈ２５年度

５月 ５月 １月 10月 10月

Ｈ２３年度の目標策定
Ｈ２４年度の目標策定 Ｈ２５年度の目標策定 Ｈ２６年度の目標策定 Ｈ２７年度の目標策定

10月

Ｈ２4年度方針決定

：協議会の開催時期

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（①①施策目標設定時期の前倒しについて）施策目標設定時期の前倒しについて）

前年度の実施状況及び当該年度の目標（自己評価）に関する記者発表に関する合意

記者発表の実施



１７

中期計画 (案）

・年度単位での実施で、継続性のあ
る計画的な施策として進めていない。

・計画の策定に当たり、各組織が
今後５年間の中期的な計画を施
策し普及推進を図る。

当面の活動予定

H24 H25 H26 H27 H28

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H28協議会

方針・H25目標承認 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H25協議会 H28協議会

方針・H25目標承認 方針承認 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H25協議会 H26協議会

長期計画承認 方針承認
　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H28協議会

方針・H25目標承認 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H26協議会 H27協議会

長期計画承認 方針承認

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H26協議会 H27協議会

長期計画承認 方針承認

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H25協議会 H26協議会

長期計画承認 方針承認

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H26協議会 H27協議会

長期計画承認 方針承認

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H25協議会 H26協議会

長期計画承認 方針承認

　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H26協議会 H27協議会

長期計画承認 方針承認
　　　　　　　　　▽ 　　　　　　　　▽

H24協議会 H28協議会

方針・H25目標承認 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

実施方法検討期間

計画実行準備期間

計画実施期間

低入札価格調査基準価格の導入と
見直し推進
平成２５年度　継続取り組み

予定価格事後公表の実施
平成２５年度　継続取り組み

5 受発注者間の工事情報共有

7 設計変更の更なる適正化

6 資材の単価、需給動向に関する情報共有

9
建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の

適切な評価

8 建設ICT・新技術の普及促進

11 地元優良企業の育成

10
建設施工に関する受発注者からの課題に対する

迅速な対処

4 公共工事発注情報の共有化

3 公共工事施工の安全対策の強化

中部ブロック発注者協議会

対応時期 Ｈ２４重点取り組み及び
Ｈ２５重点取り組み対象

工事管理、工事検査、工事成績評定に関する
技術向上と情報共有

2

1 総合評価落札方式の普及促進

取り組み方針

総合評価制度の普及促進
平成２５年度　継続取り組み

成績評定の実施
平成２５年度　重点取り組み対象

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（②②中期計画の策定について）中期計画の策定について）



取組の具体化
推進する内容
（主要テーマ）

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

１．総合評価落札方式の普及促進 １－１ 総合評価落札方式の導入推進（工事）

２．工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有 ２－１ 工事成績評定の実施

３．公共工事施工の安全対策の強化 ３－１ 公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

４．公共工事発注情報の共有化 ４－１ 予定価格の事後公表の実施

５．受発注者間の工事情報共有 ５－１ 受発注者間の工事情報の共有化の推進

６．資材の単価、需給動向に関する情報共有 ６－１ 資材価格、需給動向に関する情報共有化の推進

７．設計変更の更なる適正化 ７－１ 設計変更ガイドライン・指針の整備推進

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

８．建設ICT・新技術の普及促進 ８－１ 建設ICTの普及促進

９．建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価 ９－１ 地域貢献の評価の実施

10．建設施工に関する受発注者からの課題に対する迅速な対処 10－１ ワンデーレスポンスや3者会議の導入

11．地元優良企業の育成 11－１ 低入札価格調査基準価格の見直し推進

：H24重点施策 １８：H25追加新規重点施策

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（③③平成平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施））工事成績評定の実施））



【総合評価方式で工事評定を評価】

●総合評価方式での活用（技術評価項目での活用）
・工事成績に基づく優良工事、優秀工事技術者への加点
・過去２年間の工事成績の平均点によるランク別加点

【優良な工事業者による施工】

●より高い評価を得るための企業としての努力

●優良な工事を行うことにより収益に繋がる

適切な工事成績評定の実施すれば、

①構造物の品質向上

②不良不適格業者の排除

③ダンピングの防止 １９
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

件数

72.0

73.0

74.0

75.0

76.0

77.0

78.0

点

総合評価以外（件数）

総合評価落札方式（件数）

各年度の完成工事成績（平均点）

４．３点UP

総合評価落札方
式を本格導入 【契審での評価】

●企業評価(格付け)における技術評価点の実施

優良な業者及び技術者の
選定が行われる。

品質の向上

中部地方整備局での工事成績の推移

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（③③平成平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施））工事成績評定の実施））

工事成績評定の実施が
公共事業の改善に繋がる 【工事評定の適切な実施】

技術のある建設業者に高い評価点

●安全・品質・出来映え・プロセス等の評価

【優良工事の表彰等】



Ｈ２３年度の工事評定実施状況

●工事成績評定の実施状況
・自治体全体で約１５％ （２５組織）が評定

を実施していない。
・静岡県の自治体は、１００％が実施している。

●評定実施の必要性の周知
・発注者協議会を通じた周知活動

●評価者の技術力アップ
・研修、検査臨場等の実施

●更なる展開へ
・評定基準の統一化
・総合評価への活用を図るための評価結果

のデータベース化
２０

工事評定実施の推進

工事成績評定の目的 Ｈ２３年度年度 工事評定実施状況(組織数）

① 優れた能力や実績を有する企業を選定をするた

めの基礎資料。
②受注者の施工技術の向上を促す。

成績評定を実施できない理由。

理由① 基準がない。

理由② 業者の責任において履行してもらっている

理由③ 専門的知識がないため

33

36

46

24

139

10

0

9

6

25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

自治体
合計

実施 未実施等

（８５％）

（１５％）

自治体全体で25組織１５％

が工事評定を未実施

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（③③平成平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施））工事成績評定の実施））



小規模工事成績評定要領の制定

●H17年4月 品確法の施行に伴い、市町村の検査評定
の実施促進をするため小規模(市町村）工事成績評定

（案）を作成し公表する。
●H18年5月 要領の改訂

・出来高等について主観的評価方式を改善
●H21年度

・国土交通省の評定要領改訂に伴う改訂を実施

●以下の内容について現在実施中
・検査適任者研修、新任工事監督員研修、

工事検査臨場研修、施工管理研修

２１

検査臨場や研修等の実施

地整ホームページに公表しています

工事成績共有データベースに関するアンケートの実施

●平成１８年度ＤＢ構築に関するアンケートを実施
H18年５月に推進協議会で、DB化を進めるべきとの方針か

ら、中部４県全市町村を対象にアンケート実施
→データベース化が必要と回答：約９割

HPアドレスは、
http://www.cbr.mlit.go.jp/hinkaku/07_h18.htm

工事評定実施に関するこれまでの取り組みと経緯

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（③③平成平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施））工事成績評定の実施））



２２

市町村等で施工される小規模工事を対象とした工事成績評定要領

別記様式第１ 工 事 成 績 採 点 表　〔完成、一部完成〕
平成 　　　年 　　　月　　 　日　作成

 　　　　　　　　事務所

工　 事  名 契約金額（最終）

請 負 者 名 工　　期 平成 　　年 　　月 　　日から平成 　　年 　　月 　　日

技 術 検 査 官 （完 成）

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

考査項目 細　　　別 a b c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e

１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般 +1.0 +0.5 0 -5.0 -10

Ⅱ．配置技術者 +3.0 +1.5 0 -5.0 -10

２．施工状況 Ⅰ．施工管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15

Ⅱ．工程管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +2.0 +1.0 0 -7.5 -15

Ⅲ．安全対策 +5.0 +2.5 0 -5.0 -10 +3.0 +1.5 0 -7.5 -15

Ⅳ．対外関係 +2.0 +1.0 0 -2.5 -5.0

３．出来形 Ⅰ．出来形 +4.0 +2.0 0 -2.5 -5.0 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20

　　及び Ⅱ．品　質 +5.0 +2.5 0 -2.5 -5.0 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25

　　出来ばえ Ⅲ．出来ばえ +5.0 +2.5 0 -5.0 +5.0 +2.5 0 -5.0 +5.0 +2.5 0 -5.0

４．工事特性 Ⅰ．施工条件等への対応　※２

５．創意工夫 Ⅰ．創意工夫　　　　　  ※３

６．社会性等 Ⅰ．地域への貢献等 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0

　　加減点合計　(1+2+3+4+5+6) 　±  点 　±  点 　±  点 　±  点 　±  点

　　評定点（６５点±加減点合計）　　※１ ①  点 ②  点 ③  点 ③  点 ④  点

　　評定点計  点 　　　　　○既済部分（中間）検査があった場合：（①  点×0.4＋② 点×0.2＋③ 点×0.2＋④ 点×0.2）＝ 点

※但し、③（既済、中間）が２回以上の場合は平均値

　　　　　○既済部分（中間）検査がなかった場合：（①  点×0.4＋② 点×0.2＋③ 点×0.4）＝ 点

７．法令遵守等　　　　　　　　　　　※７  点
　　評定点合計　　　　　　　　　　　※８ 点 ○評定合計（ 点）－法令遵守等（ 点） ＝ 点
８．総合評価
　　技術提案

（主任技術評価官） （総括技術評価官） （技術検査官）

所　　　見　　　　　　　※５

※１ ６５点　＋　１．～３．の評定（加減点合計）　＋　４．～６．の評定（加点合計）　＝　評定点
各評定点（①～④）は小数第１位まで記入する。

※２ 工事特性は、当該工事特有の難度の高い条件（構造物の特殊性、特殊な技術、都市部等の作業環境・社会条件、厳しい自然・地盤条件、長期工事における安全確保等）に対して適切に対応したことを評価する項目である。
評価に際しては、主任技術評価官からの報告を受けて総括技術評価官が評価するものとする。

※３ 創意工夫は、企業の工夫やノウハウにより特筆すべき評価内容があった場合に評価する項目である。
※４ ４．，５．，６．は加点評価のみとする。また、法令遵守は、減点評価のみとする。
※５ 所見は必ず記載する。
※６ 各考査項目ごとの採点は、考査項目別運用表によるものとし、完成技術検査の評価に先立ち、主任、総括技術評価官が行う。
※７ 法令遵守等の評価は、総括技術評価官が行う。
※８ 評定合計は、四捨五入により整数とする。
※９ 総合評価技術提案は、技術提案の履行が確認できない場合は、『不履行』を選択する。

　技術提案履行確認　　 ※９ 履行　　　不履行　　　対象外

完成年月日 　　平成　　　年　　　月　　　日

主任技術評価官 総括技術評価官 技術検査官(既済・中間) 技術検査官(既済・中間)

  +7.0　～　0   　+20.0　　　～　　　0

 

     

   

中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）中部ブロック発注者協議会の今後の進め方（案）
（（③③平成平成2525年度新規重点施策の策定年度新規重点施策の策定((工事成績評定の実施））工事成績評定の実施））



重点施策の推進の効果について重点施策の推進の効果について

総合評価導入の効果総合評価導入の効果 －－－－－－－－ １１
・事例報告：・事例報告： 一宮市一宮市 －－－－－－－－ ５５

：： 岐阜市岐阜市 －－－－－－－－ ８８

予定価格の事後公表実施の効果予定価格の事後公表実施の効果 －－－－１１－－－－１１
・事例報告・事例報告 ：静岡市：静岡市 －－－－１５－－－－１５

: : 岐阜県岐阜県 －－－－１７－－－－１７

・調査基準価格・最低制限価格見直しの効果・調査基準価格・最低制限価格見直しの効果 －－－－２０－－－－２０
・事例報告・事例報告 ：： 鈴鹿市鈴鹿市 －－－－２４－－－－２４

・工事成績評定実施の効果・工事成績評定実施の効果 －－－－２６－－－－２６
・事例報告・事例報告 ：： 浜松市浜松市 －－－－３０－－－－３０

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介） 資料－３



事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

総合評価導入の効果総合評価導入の効果

１



工事成績評定点
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積
）

工事成績評定点

H17

H18

H19

H20

H21

H22
工事成績評定点の平均点は

高くなる傾向

工事成績評定点の平均点は

高くなる傾向

２

全体的な分布も
工事成績評定点
の高い方へ推移

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

総合評価導入の効果総合評価導入の効果

【平均点】

H17年度： 73.2点 8,146件

H18年度： 73.7点 7,996件

H19年度： 74.2点 11,248件

H20年度： 75.0点 10,068件

H21年度： 75.6点 9,300件

H22年度： 75.5点 3,879件

国交省全国データ



＜工事事故の発生状況＞

総合評価方式（簡易型）の場合は、工事の確実な施工に資する施工計画を評価することを基本としていることから、粗雑工事や事
故の発生率の低下等が期待されているところであるが、下図 のとおり、工事規模に係わらず価格競争と比べ総合評価方式（簡易
型）で発注した工事については工事事故の発生率が低くなっている。（全体では価格競争7.0％、総合評価1.9％）

◆総合評価方式適用による事故発生率等の低下

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

総合評価導入の効果総合評価導入の効果

３



総合評価 事例紹介

○総合評価落札方式（工事）導入の取り組み状況と
地元企業の育成に関する取り組みについて

一宮市からの報告

○総合評価落札方式（工事）導入の取り組み状況について

岐阜市からの報告

４

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

総合評価導入の効果総合評価導入の効果
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35

総
合
評
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数

指名競争

一般競争

総合評価件数

重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●一宮市では、指名競争入札から一般競争入札方式への見直しを積極的に進めており、平成23年度には予算ベースで８５％

を一般競争入札方式で契約した。
●また、平成19年度より総合評価に取り組んでおり、平成23年度では一般競争発注件数の１１％を総合評価で実施。

●総合評価方式と一般競争（総合評価以外）の落札率を比較した場合、差違は無かったと考察される。

総合評価取組は
一般競争の内１１％

（件数ベース）

一
般
競
争

指
名
競
争

一般競争の推進と総合評価の取り組み

88.9

94.7
95.2

95.0
95.4

94.2

85.0

87.0

89.0

91.0

93.0

95.0

97.0

H21 H22 H23 年度

落
札
率

総合評価

一般競争
（総合評価以外）

一般競争と総合評価の落札率

契約方式による落札率
の明確な差は出なかっ

た。

５



68.7

70.2

71.0

68.8

73.0

69.2

66.0

67.0

68.0

69.0

70.0

71.0

72.0

73.0

74.0

H21 H22 H23 年度

工
事
成
績

重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●工事成績では、一般競争（総合評価以外）と総合評価を比較すると総合評価による入札工事
が１～２点高い。

契約方式別の工事成績

１～２点
Up

総合評価

一般競争
（総合評価以外）

６



重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）重点施策の施策別取り組み状況（一宮市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●配置予定技術者の能力評価 （施工経験の評価の際、本市等発注工事は他市町村等発注工事よりも１点多く加算している。）

●企業の施工能力評価 （施工実績の評価の際、本市等の発注工事の実績がある場合は件数により最大３点を加算）

●優良工事表彰 （本市での表彰のみを対象にしており、２年連続の場合は２点を加算している。）

●営業所の所在地 （本店が本市内にある場合には３点を加算している。）

●下請け又は資材の購入（下請けの選定又は資材の購入の際に本市内業者を利用する場合に２点を加算している（自社施工の場合も同様）。

●災害協定 （本市と災害協定を締結している場合は１点を加算している。）

●ボランティア活動 （本市のアダプトプログラムに参加している場合は２点）

●男女共同参画社会の実現 （平成２５年度から愛知県ファミリーフレンドリー企業への登録の評価）

当市実績の評価や地元企業を下請として選定する場合などの評価項目に設定し、地元を熟知する企業を評価するこ
とにより更なる工事目的物の品質確保を目指す。また地元建設企業の振興にも寄与する。

◆公共工事の執行にあたっては、地元企業に対する適切な評価を推進することが工事全体の品質確保の観点からも重要。
また、現下の厳しい経済状況を鑑み、地元建設企業の振興への配慮が必要。

総合評価の評価方法（地元企業の育成に関するもの）

７



重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●岐阜市では、平成１８年度より総合評価落札方式（試行）を導入し、一般競争入札の推進とあわせて、総合評価落札方式を
推進するため対象金額や運用方法等の見直しを毎年度実施している。
平成２３年度において一般競争入札発注案件の約５４％を実施。
●総合評価の採用方式は、標準型、簡易型及び特別簡易型である。
●一般競争入札のみを対象としている。

一般競争の推進と総合評価の取り組み状況

0

20

40

60

80

100

120

一般競争入札(件数）

総合評価落札方式(件数）１件 １件

４５件

６件

９１件

２６件

９９件

２８件

１０４件

４７件

９５件

５２件

※本庁発注分

８



重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●総合評価を実施した工事成績の平均評定値は、価格競争のみの案件と比較すると高い傾向がみられる。

●入札価格における次順位者が、総合評価における技術評価点を加算した評価値の比較で上位（落札者）に転じるといった逆
転現象についても、平成２３年度は５２件中８件見られた。

総合評価の工事成績平均評定値について

72.31

74.56

73.44

75.98

※本庁発注工事検査分

９



重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜市）
（総合評価方式の取り組み状況について）（総合評価方式の取り組み状況について）

●総合評価落札方式の実効性確保の観点から技術提案等内容の
履行確保の実施 ⇒ 具体的な運用方法を示した取扱を制定

●地元企業の育成の観点から、評価項目の地域貢献度の割合を高める。
⇒ 地域要件において評価項目（ボランティア活動）の新設

総合評価の評価方法（地域貢献度に関するもの）

◆施工能力
・主要資材の市内での調達の励行 （主要資材を市内で調達する場合、加算している。）

◆地域要件
・市内業者への下請率 （市内業者の下請金額率に応じて加算している。）

・災害協定への参加及び活動実績 （岐阜市との協定締結や活動実績の有無により加算している。）

・消防団・水防団への協力状況 （本市の消防団・水防団について、従業員規模に応じた団員の確保がされている場合、

段階に応じて加算している。）

・除排雪又は凍結防止剤散布、スクリーン清掃業務等の受託実績
（本市との契約が有る場合に加算している。）

・ボランティア活動 （本市のアダプトプログラムへの活動実績が有る場合１点加点している。） ← 平成２４年度より新設

１０



事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

予定価格の事後公表実施の効果予定価格の事後公表実施の効果

１１



＜予定価格事前公表による弊害＞

1. 予定価格を目安に、積算せずに入札に参加

2. 最低制限価格が類推され、低入札の発生要因となる。

3. 低入札付近に札が集中し、くじ引きの発生。

＜事後公表による改善＞

1. 低入札付近への落札率の集中が改善

2. 適正価格での落札に近づき、利益率の改善に繋がる。

3. くじ引きによる落札者決定の減少

事後公表にすることによるメリット

低入付近へ札
が集中

○低入付近の札の
集中が減少し落札
率が改善
○くじ引きの減少

1.4
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5.0

H元 H3 H5 H7 H9 H1
1

H1
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H1
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H1
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H2
1

建設業全体 建設業
1千万円未満

全産業全体 全産業
1千万円未満

全産業及び建設業の利益率推移全産業及び建設業の利益率推移
全産業に対し、
建設業の利益

率は低い

特に中小企業
の利益率は

マイナス

全産業

建設業

（福島県の予定価格試行結果）

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

予定価格の事後公表実施の効果予定価格の事後公表実施の効果

１２



未発生, 30自治体
３８．０％

未発生, 26自治体
７０．３％

抽選, 49自治体
６２．０％

抽選, 11自治体
２９．７％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事前公表

事後公表

未発生 抽選

１．中部における予定価格の公表時期による平均落札率とくじ引き発生機関数の違い

◆H21・H22・H23年度の中部管内の平均落札率は予定価格の事後公表と比較すると事前公表では

約３％低い

◆予定価格の事前公表の自治体の抽選工事発生率は事後公表に比べ約２倍、約３２ﾎﾟｲﾝﾄ高い。
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H23年度 抽選工事発生と予定価格の公表

抽選工事発生率は約２倍、約
３２ﾎﾟｲﾝﾄ高い

H23年度 落札率と予定価格の公表

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

予定価格の事後公表実施の効果予定価格の事後公表実施の効果

１３



予定価格の事後公表に関する 事例紹介

○予定価格の事後公表の試行について（平成24年度から試行を実施）

・試行実施における留意事項と現在までの状況

静岡市からの報告

○過年度からの施行状況の報告

岐阜県からの報告

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

予定価格の事後公表実施の効果予定価格の事後公表実施の効果
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重点施策の施策別取り組み状況（静岡市）重点施策の施策別取り組み状況（静岡市）
（予定価格事後公表の試行について）（予定価格事後公表の試行について）

●静岡市では、公共工事の入札及び契約の適正化の推進に関する要請や、建設業界団体との意見交換会における要望、事
後公表に対応する自治体数の漸増等の状況を踏まえ、予定価格の事後公表を試行。
●平成24年４月１日以降に入札公告を行う工事の一部（総合評価方式）から試行し、全体で40件程度を実施。

外部から職員に対して予定価格を探ろうとする
不当な働きかけの発生防止

設計金額を漏えいしないなどのコン
プライアンスの確保

積算システム利用時のセ
キュリティ対策の強化

試行に向けた対応
入札執行に関すること

○違反者に対する措置の徹底

○官製談合防止マニュアルの公表と周知

○対象業者へ違反措置など厳格化を周知

○不等な働きかけに対する報告の徹底

○既存制度、マニュアルの周知

○関係職員への説明会と研修の実施

外部対応 内部対応

○積算データのコピー制限の実施

従来：他人の積算データの閲覧・コピーが可能

改善：システム上、積算データの閲覧・コピーを制限

システム対応

○入札者の予定価格超過による不落の対応

→再度入札（1回）の実施

○再度入札でも不落の対応

→２回目の最低価格者との協議随意契約
※積算内訳書は２度目の入札の際にも提出を求める

入札制度の改善
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重点施策の施策別取り組み状況（静岡市）重点施策の施策別取り組み状況（静岡市）
（予定価格事後公表の試行について）（予定価格事後公表の試行について）

標準型 簡易型 標準型
事後公表 事前公表 事後公表 事前公表 事後公表

34 145 20 130 126 4 305 24

3.2 5.4 3 5.5 5.6 4.5 5.2 3.3

92.3% 88.7% 87.8% 85.3% 85.2% 88.1% 87.7% 87.8%

件数 1 8 1 2 2 0 11 1

率 2.9% 5.5% 5.0% 1.5% 1.6% 0.0% 3.6% 4.2%

件数 0 0 1 8 7 1 7 2

率 0.0% 0.0% 4.8% 5.8% 5.3% 20.0% 2.2% 7.7%

件数 0 0 0 5 5 0 5 0

率 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 4.0% 0.0% 1.6% 0.0%

件数 0 7 0 17 17 0 24 0

率 0.0% 4.8% 0.0% 13.1% 13.5% 0.0% 7.9% 0.0%

件数 6 42 6 64 63 1 111 7

率 17.6% 29.0% 30.0% 49.2% 50.0% 25.0% 36.4% 29.2%

平均予定価超過企業数 件数 0.40 1.25 0 0.5

最低価格者以外の落札

平成23年度

調査基準価格と同額の落札

総合評価件数

平均落札率

低入札調査件数

くじ引き工事件数

計
傾向

不落不調

事後公表の効果検証（総合評価工事入札状況）

平均参加企業数

事前公表

平成24年度(11月末現在）
　　簡易型

●１１月末現在で、２４件（試行予定の約５割）の工事について契約を完了
●現段階では事後公表における試行件数が少なく不確かではあるが以下の傾向がある。

①くじ引き件数の減少、②調査基準価格と同額での落札の減少、③不落不調の増加、④予定価格超過者の増加
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重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）
（予定価格事後公表の試行について）（予定価格事後公表の試行について）

●岐阜県では、平成11年度より予定価格の事前公表を実施しているが、事前公表により低入札調査基準価格が

類推され、低入価格近傍へ入札が誘導され、真の技術力・経営力による競争を損ねる恐れがあるとの指摘がある。
●平成２３年２月以降に入札公告を行う工事の一部（総合評価方式）から試行し、平成24年10月までに56件を実施した。

●ダンピングの抑制効果が認められる。今後、工事評点等の変化を見ていきたい。
●積算に関する質問が増加した。また、再度入札の発生があった。しかし、予定価格を探ろうとする不正行為は無かった。

項 目 事前公表
（H22.4～H23.1)

事後公表
（H23.2～H24.10)

件 数 ４９件 ５６件

平 均 入 札 率 ９５．０％ ９６．７％

平 均 落 札 率 ９０．２％ ９３．０％

低 入 札 発 生 件 数

（ 発 生 率 ）

１０件

（２０．４％）

９件

（１６．１％）

平均入札参加者数 ７．２者 ６．４者

再 度 入 札 の 発 生 0件 5件

ダンピングの抑制効果有り
入札率＝
入札参加者の入札額／予定価格

低入札の発生や入札参加
者数に大きな変化はなかった

予定価格事後公表の試行概要

再度入札が発生し
事務手続が増加した
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重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）
（予定価格事後公表の試行について）（予定価格事後公表の試行について）

予定価格付近に
札が集中

事前公表の
平均入札率

９５．０％

事後公表の
平均入札率

９６．７％

平均入札率で
１．７％の差

公表時期別に予定価格に対する入札額の比率を比較すると、以下の内容が検分される。
●事前公表では予定価格付近に入札が集中し大きなピークが発生する。
●事前と事後を比較すると、入札率は１．７％上がる。

公表時期別の入札率の分布（応札者全ての対象としたデータ）

対象工事

事前公表：H22.4～H23.1（施工前）に契約した49件（入札参加者352社）の工事

事後公表：H23.2～H24.10（施工後）に契約した56件（入札参加者356社）の工事 １８
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重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）重点施策の施策別取り組み状況（岐阜県）
（予定価格事後公表の試行について）（予定価格事後公表の試行について）

低入付近へ
札が集中

平均落札率
９０．２％

平均落札率
９３．０％

（事前に対して
２．８％UP）

対象工事

事前公表：H22.4～H23.1（施工前）に契約した49件の工事

事後公表 H23.2～H24.10(施工後）に契約した56件の工事

予定価格を事前公表した場合
落札率の頻度分布

事後公表へ

公表時期別に落札率の発生頻度の関係を見ると以下の内容が検分される。
●事前公表では、低入札付近に落札率が集中。事後では、分散している。
●事前と事後を比較すると、落札率は２．８％上がる。

公表価格により
最低限価格を予測し入札

低入付近への札
の集中が解消

予定価格を事後公表した場合
落札率の頻度分布
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事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

調査基準価格・最低制限価格見直しの効果調査基準価格・最低制限価格見直しの効果
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・低入札工事は、標準工事に比べ、平均工事成績評定点が低くなる傾向にある【左図】。

・また、落札率が低くなるほど工事成績評定点６５点未満の工事の割合が増大し、７０点以上の

工事の割合が減少する【右図】。

図 落札率別の工事成績評定点の件数割合

◇落札率別の工事成績評定点の件数割合◇工事成績評定の分布状況〔標準工事と低入札工事比較〕

 工事成績評定点の分布状況【低入札工事と標準工事】

40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
工事成績評定点

確
率

密
度

低入札工事 低入札工事平均点

標準工事 標準工事平均点

一般土木工事

（点）

100%

0

低入札工事（149件）
＝約69点

標準工事（5,482件）
＝約74点

平成15年度に完成した国土交通省直轄土木工事（港湾・空港工事を除く）のうち一般土木対象

※落札率が異なると、工事成績評定点には統
計的に有意な差が生じることを確認

 
評点別分布状況（一般土木）

4件

(23.5%)
7件

(19.4%) 16件

(9.3%) 17件(4.6%) 143件(2.7%)

8件

(47.1%)
14件

(38.9%)

45件

(26.2%)
66件

(17.7%) 546件

(10.4%)

5件

(29.4%) 15件

(41.7%)

111件

(64.5%) 289件

(77.7%) 4554件

(86.9%)
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60%未満 60～70% 70～80% 80～90% 90～100%

落札率

評
点

別
分

布
割

合

65点未満 65点以上70点未満 70点以上

比

率

※平均点：73点

※対象：5,847件

65点未満の件数：

149件中22件（14.8%）

65点未満の件数：

5,482件中159件（2.9%）

中部地方整備局 低入札工事と工事成績表定点の関係について中部地方整備局 低入札工事と工事成績表定点の関係について

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

調査基準価格・最低制限価格見直しの効果調査基準価格・最低制限価格見直しの効果
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・ 落札率が低くなるほど、工事成績評定が平均点以下の工事や

下請企業が赤字の工事の割合が増加
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41.7%
16.7%
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落札率

比
率

下請企業が赤字の工事かつ平均点未満

下請企業が赤字の工事

平均点未満の工事

下請企業が黒字の工事かつ平均点以上

※工事成績評定点の平均点は、各地方整備局等毎の
平均点
（平成15年・16年・17年度竣工の土木工事）

※工事コスト調査対象工事：

予定価格の３分の２から１０分の８．５の範囲
内で定められる調査基準価格を下回る金額
で契約が行われた低入札工事

・工事成績評定点の平均点未満
ｏｒ
・下請企業が赤字

※対象データ:平成15年・16年・17年竣工工事
　　　　　　（工事規模1億円以上）

　内訳:工事コスト調査対象工事128件

       (H15-16：90件、H17：38件）

　　　 工事コスト調査対象以外(標準工事)の工事298件

       (H15-16：220件、H17：78件）

12件 205件55件31件10件47件41件18件

概ね８５％未満では、下請け企業が黒字の工事かつ工事実績が平均点以上の工事が大幅に減り、下請け企業の赤字が急増する。

低入札と工事成績評定等との関係

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

調査基準価格・最低制限価格見直しの効果調査基準価格・最低制限価格見直しの効果
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調査基準価格・最低限価格の見直しに関する 事例紹介

鈴鹿市からの報告

○最低制限価格等の見直し推進について

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

調査基準価格・最低制限価格見直しの効果調査基準価格・最低制限価格見直しの効果
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重点施策の施策別取り組み状況（鈴鹿市）重点施策の施策別取り組み状況（鈴鹿市）
（最低制限価格等の見直し推進）（最低制限価格等の見直し推進）

成17年度
一般競争
入札導入

一般競争入
札導入

S61モデル式を導入

H20モデルモデルを導入

H２１モデルを導入

独自式 ： 直接工事費＋共通仮設費
S61モデル式 ： 直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費×0.2
H20モデル式 ： 直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.6＋一般管理費×0.3
H21モデル式 ： 直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.7＋一般管理費×0.3
H23モデル式 ： 直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3

H２３モデルを導入

①最低制限価格見直しの推進

１
５
％
低
下

ダンピングによる
品質低下の懸念

②総合評価の導入と失格基準見直し

対
策
実
施

①最低制限価格見直しの推進

８
％
上
昇

最低制限価格の見直しによる落札率の変化
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重点施策の施策別取り組み状況（鈴鹿市）重点施策の施策別取り組み状況（鈴鹿市）
（最低制限価格等の見直し推進）（最低制限価格等の見直し推進）

●鈴鹿市では価格と品質で総合的に優れた調達を目的に、平成１９年度から総合評価落札方式を試行導入。
●種類は、技術提案型（簡易型）と工事成績評価型（特別簡易型）の２種類の方式を採用。
●最低限価格等の基準が無く、失格基準を独自に検討し柔軟な対応を行った。

入札価格の低い者から3社の平均×８５％

入札価格の低い者から6社の平均×９０％

入札価格の上下2割を除いた者の平均×９０％

予定価格の90％～70％の入札者を対象に平均×95％

（一般競争の最低限価格等を考慮し設定）

総合評価においても落札率が工事
成績に大きく影響する。

落札率の改善が工事成績の改
善につながる。

総合評価の失格基準見直しに伴う
平均落札率と工事成績の推移

②総合評価の導入と失格基準見直し

工事成績

落札率
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事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

工事成績評定実施の効果工事成績評定実施の効果
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評定実施
85%

評定未実施
15%

総合評価の実施と工事成績評定実施の関係

●工事成績評定の実施
・工事成績実施は工事品質確保の重点施策。
・総合評価を行う上で重要な項目となる。
・総合評価未実施組織において工事成績の実施

ができていない。

平成２５年度の重点目標の設定 工事評定を導入していない組織は、全体の１５％

内 ４７％の組織が工事成績評定を実施していない。

※総合評価導入には、工事成績を導入する必要がある。

工事成績評定の実施は、総合評価導入の一つのキー
ワードとなる。

値は組織数
◇総合評価の実施と工事評定の実施組織の関係

総合評価未実
施組織の内７組
織（４７％）は工
事成績評定を実

施していない

◇工事評定導入組織の実態

Ｈ２４年度アンケート （Ｈ２３年度）

対象組織：自治体

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

工事成績評定実施の効果工事成績評定実施の効果

２７



【工事評定の適切な実施】

技術のある建設業者に高い評価点

●安全・品質・出来映え・プロセス等の評価

【総合評価方式で工事評定を評価】

●総合評価方式での活用（技術評価項目での活用）
・工事成績に基づく優良工事、優秀工事技術者への加点
・過去２年間の工事成績の平均点によるランク別加点

【優良な工事業者による施工】

●より高い評価を得るための企業としての努力

●優良な工事を行うことにより収益に繋がる

適切な工事成績評定の実施すれば、

①構造物の品質向上

②不良不適格業者の排除

③ダンピングの防止

1067

286

5 1 0 0 0

253

913

1255
1302

1439

1118

1284

73.0

73.8

74.2

75.2

76.3

76.9

77.3

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

件数

72.0

73.0

74.0

75.0

76.0

77.0

78.0

点

総合評価以外（件数）

総合評価落札方式（件数）

各年度の完成工事成績（平均点）

４．３点UP

総合評価落札方
式を本格導入

【優良工事の表彰等】

【契審での評価】
●企業評価(格付け)における技術評価点の実施

優良な業者及び技術者の
選定が行われる。

工事成績評定の実施が
公共事業の改善に繋がる

品質の向上

中部地方整備局での工事成績の推移

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

工事成績評定実施の効果工事成績評定実施の効果
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工事成績評定の実施に関する 事例紹介

○浜松市の工事検査と品質向上について

浜松市からの報告

事例紹介事例紹介 ((重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）重点施策の推進効果及び自治体等の事例紹介）

工事成績評定実施の効果工事成績評定実施の効果
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●検査技術体制の向上対策
①国交省、静岡県及び民間で開催される研修会への出席

・国交省主催の研修等：検査適任者研修、新任工事監督員研修、工事検査臨場研修、施工管理研修
・県が主催する研修等 ：

②静岡県都市建設工事検査員連絡会への参加
・会員；県内２３市（顧問：県の工事検査課長)   昭和５４年発足
・主な目的：検査員の技術の研鑽、情報の収集及び意見交換
・県内を東、中、西の３ブロックに分け、それぞれブロック会議を年１回開催し、検査についての意見交換を実施。
・全体で総会を開催（総会、現場研修）

重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）
（工事検査と品質向上について（工事検査と品質向上について ））

●工事検査の対象：全ての工事を対象に実施
検査職員：土木部技術監理課に在籍する検査監（正職員及び再任用職員）を検査職員に任命

但し、５００万円未満は、担当課の上司により検査を実施。

工事検査の状況

●工事の評定及び検査結果通知：契約金額５００万円以上の工事
評定者：担当監督員、総括監督員、検査監の３人
評定方法：工事成績採点表（国交省準用、別添）を使用し評定点を算出
結果通知：評定点を「検査結果通知書」に記載し、受注者に通知している。（直接手渡し）

但し５００万円未満については、「検査結果通知書」を発行していない。
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工事検査と品質向上の対策

優良工事施工業者の認定について

重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）
（工事検査と品質向上について（工事検査と品質向上について ））

●工事成績を適正に評価
●優良工事の認定

工事成績を適正に評価することによ
り、 品質向上効果があった。

総合評価方式における優良認定業者の受注の割合
・平成22年度 56件 30％
・平成23年度 49件 71％

優良認定業者へメリットを与える（総合評価の場合）

●工事成績評点が高得点の場合 最大４点
（過去2年間の工事成績の平均）

さらに

●過去2年間の優良工事の認定実績 最大１点

●認定を受けた工事の主任技術者配置 １点
（過去2年間を対象）

優良工事：部門ごとの概ね上位５パーセントにはいる評定点の工事。

72.6

68.9

71.1

72.0

68.0

69.0

70.0

71.0

72.0

73.0

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

●工事成績の向上

効 果

●優良業者の工事受注機会が拡大
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総合評価の落札率と工事成績

重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）重点施策の施策別取り組み状況（浜松市）
（工事検査と品質向上について（工事検査と品質向上について ））
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実施目標段階での凡例

記号 内容 説明

◎ 実施済み 過年度より全面的に実施済みであり、当該年度にも継続して実施予定の場合

○ 実施予定（実施検討含む）
1.過年度に実施が無く、当該年度より全面的に実施予定の場合
2.過年度に一部実施済みであり、当該年度より全面実施の場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
当該年度に一部のみ実施予定の場合に選択（過年度に実施されておらず、当該年度より一部実
施の場合含む）※注②参照

■ 実施予定なし 当該年度に実施する予定が無い場合に選択

－ 非公表 公開されていない場合に選択

注①）　年度途中で、目標を変更した場合は、目標変更欄にて適切な凡例に変更する。

達成状況段階での凡例

記号 内容 説明

○ 達成 目標が全て達成された場合に選択

● 一部達成 目標の一部が達成された場合に選択（目標時に実施予定無し、非公開以外を選択した場合）

■ 実施なし
1.実施目標で実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 公開されていない場合に選択

※実施目標と達成状況の関係

選択した目標に対する達成状況

◎ 実施済み
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

○ 実施予定（実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

■ 実施予定なし
■（実施なし）
1.当初目標に実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 －非公開

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

目標

注②一部実施予定の考え方
・○○万円／件以上の工事「原則全て」等、対象工事全件に適用する場合→「○：実施予定」
・○○万円／件以上の工事の内○○件程度等、一部案件に適用する場合→「●：一部実施予定」
・年度の途中より実施する場合→「●：一部実施予定」

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価について（中間報告）
（H24年度実績及びH25年度実施目標）

参考資料－１

1



 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

記載例 200万円以上は一般競争 H22 △ 100 10
1,000万円以上を対象とし、年
間１０件程度を試行実施

無し H22 △ 102 8
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H25 ○ 100 10

1,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

警察庁中部管区警察
局

一般競争入札　250万円以上 ■ 30 0 無し ■ 13 0
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

■ 30 0
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

警察庁中部管区警察
学校

一般競争入札　２５０万円超 ■ 1 0 無し ■ 1 0 ■ 未定 0

財務省東海財務局
一般競争入札
予定価格250万円を超えるもの

H15 ○ 16 0 PFI方式による宿舎整備事業 無し H15 ○ 13 0 適用基準に該当する事案なし H15 ○ 15 0 PFI方式による宿舎整備事業

財務省名古屋税関 一般競争入札 - ■ 100 0 - 無し ー ■ 68 0 実施予定なし 無し ■ 100 0 実施予定なし

国税庁名古屋国税局
一般競争入札
予定価格250万円を超えるもの

- ■ 未定 0 - 無し ■ 未定 0 ■ 未定 0

厚生労働省東海北陸
厚生局

最低価格落札方式 - ■ 0 0 - ■ 0 0 - ■ 0 0

厚生労働省岐阜労働
局

■ 100 0 ■ 40 0 ■ 100 0 導入予定なし

厚生労働省静岡労働
局

■ 2 0 導入予定なし ■ 16 0
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

■

厚生労働省愛知労働
局

■ 145 0 導入予定なし 無 ■ 68 0 工事件数は９月末時点 ■ 136 0
導入予定なし。
工事件数は未定のため、Ｈ２４
年度中間実績から算出。

厚生労働省三重労働
局

一般競争入札 ■ 0 0 なし ■ 21 0 ■ 50 0 導入予定なし

農林水産省東海農政
局

原則として全て一般競争入札 H18 ○ 26 26
原則として全て総合評価落札
方式

H18 ○ 26 26
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H18 ○ 26 26

適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

林野庁中部森林管理
局

H20 ○ 122 109 予定価格1,000万円以上 無し H20 ○ 110 100 H20 ○ 130 110

経済産業省中部経済
産業局

250万円以上は一般競争 ■ 0 0 該当工事なし 無し ■ 2 0 該当工事なし ■ 0 0 該当工事なし

国土交通省中部地方
整備局

原則として全て一般競争入札 H12 ○ 935 935
本格導入。金額基準を設定し
ていない。原則として全て総合
評価落札方式

無し Ｈ12 ○ 1145 1145 H12 ○ 935 935
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

国土交通省中部運輸
局

一般競争入札　　２５０万円以上 ■ 5 0 導入予定なし ■ 2 0 ■ 導入予定なし

海上保安庁第四管区
海上保安本部

- ■ 20 0 - ■ - ■ 12 0 - ■ 25 0 -

環境省中部地方環境
事務所

H19 ○ 3 0 6000万円以上 無し H19 ○ 2 0 H19 ○ 3 0

岐阜県

予定価格８千万円以上は原則
一般競争入札
予定価格１千万円以上８千万円
未満は一般競争入札と指名競
争入札の併用

H16 △ － －

予定価格８千万円以上は原
則すべて
予定価格１千万円以上８千万
円未満は一般競争入札案件
のうち、90％

無し H16 △ 758 327

適用基準に変更なし。
工事件数は9月25日時点での
速報値
（東部広域水道事務所を除く）

H16 △ 1800 580
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２３年度と同数程度
としている。

静岡県
1,000万円以上は原則　　一般
競争入札

H15 ○ － 700
1,000万円以上を対象とし、予
定価格5，000万円以上は原則
実施

無し Ｈ１５ ○ － 648
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ１５ ○ － 未定

愛知県（建設部、農林
水産部、企業庁）

一般競争入札は５，０００万円以
上の全てと、１，０００～５，０００
万円の５割程度

H16 △

建設部：
2500

農林水
産部：未

定
企業庁：

350

建設部：
700

農林水
産部：未

定
企業庁：

40

建設部：一般競争入札のう
ち、5,000万円以上は全て、
1,000～5,000万円は簡易な工
事以外に適用
農林水産部、企業庁：一般競
争入札のうち、5,000万円以上
は全て、1,000～5,000万円は
抽出試行

無し H16 △ 1504 465
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H16 △ 2850 740

一般競争入札のうち、5,000万
円以上は全て、1,000～5,000万
円は簡易な工事以外（企業
庁、は抽出、農林水産部は未
定）に適用予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載

三重県 一般競争入札 H16 △ 300

土木一式：5,0000万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：
予定価格3,000万円以上
建築（新築・増築・改築）：
予定価格１億円以上
上記以外：
予定価格7,000万円以上

無し H16 △ 調査中 H16 △ 300

土木一式：5,0000万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：
予定価格3,000万円以上
建築（新築・増築・改築）：
予定価格１億円以上
上記以外：
予定価格7,000万円以上

静岡市 H24 ○ 1050 200
土木一式工事:4000万円以上
建築一式工事:8000万円以上
その他の工種:2500万円以上

無し H24 ○ 362 95
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H24 ○ 1000 200 適用基準に変更無し。

浜松市
1000万円以上は原則一般競争
入札

Ｈ18 △ 600 80

一般競争入札で１０００万円以
の工事の内25％を目標とし、
4,000万円以上の工事は原則
として総合評価落札方式とす
る。

Ｈ18 △

一般競争入札で１０００万円以
の工事の内25％を目標とし、
4,000万円以上の工事は原則
として総合評価落札方式とす
る。

名古屋市
1,000万円以上は一般競争入札
250万円超1,000万円未満は一
般競争入札又は指名競争入札

H18 △ 3000 H23年度
1,000万円以上の工事から選
択

無し H18 △ 1,491 300

記載方針に基づき２４年度目
標を訂正。
適用基準に変更無し。
件数については９月末日時点
（速報値）での値を示す。

H18 △

中日本高速道路株式
会社　名古屋支社

250万以上の工事「原則全て」 H21 ○
弊社ＨＰ
に掲載

弊社ＨＰ
に掲載

250万以上の工事「原則全て」 無し h21 ○
現時点
では未
確定

現時点
では未
確定

h21 ○
現時点
では未
確定

現時点
では未
確定

（独）都市再生機構中
部支社

一部
Ｈ19

○ 数目標は、 8
概ね1億円以上
（工事種別による）

無し
一部
Ｈ19

○ 73 ４月～８月暫定版
一部
Ｈ19

○ 未定 未定

（独）日本原子力研究
開発機構
東濃地科学センター

2億円以上の全工事に適用 Ｈ19 ○ 0 0
H23．4
公契連モデル

無し Ｈ19 ○ 0 0
適用基準に変更無し。
今年度は、対象案件無し。

Ｈ19 ○ 2 2
工事件数については、現時点
での予定。

（独）水資源機構中部
支社

一般競争入札原則２５０万円以
上（電気・機械以外は６，０００万
円以上）

H22 ○ 107 21
６,０００万円以上の工事にお
いて原則実施

無し H22 ○ 53 8
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H22 ○ 107 21

6,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記

静岡県道路公社
1,000万円以上は原則一般競争
入札

■ 21 0 有り H24 △ 12 1
1,000万円以上の工事から1件
程度実施

H24 △ 20 2
1,000万円以上の工事から2件
程度

愛知県道路公社
原則として設計金額5,000万円
以上が一般競争入札

H20 △ 45 6 5,000万円以上を目安に抽出 無し Ｈ２０ △ 31 6
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ２０ △ 45 6 5,000万円以上を目安に抽出

三重県道路公社 H17 △ 2 0 三重県準拠 H17 △ 2 1 H17 △ 3 1

名古屋高速道路公社 H18 △ 45

発注件
数の
80％を
目標

原則、一般競争入札
1,000万円を超える工事

H18 △ 18 16
全工事件数：不調２件含む。
総合評価件数：不調１件含
む。

Ｈ１８ ○ 未定 未定
原則、一般競争入札
1,000円万円を超える工事

名古屋港管理組合 H21 △ 80 未定
平成２４年７月から予定価格１
千万円以上かつ簡易な工事
以外は、総合評価適用予定

H21 △ 47 29

平成２４年７月から予定価格１
千万円以上かつ簡易な工事
以外は、総合評価適用。工事
件数については９月末日時点
での発注済み件数を示す。

H21 △ 47 29

予定価格１千万円以上かつ簡
易な工事以外は、総合評価適
用予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

四日市港管理組合 一般競争入札 H19 ○ 20 6

土木一式：予定価格５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：予定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改築）：予定
価格１億円以上
上記以外：予定価格７，０００
万円以上

H19 ○ 6 3

H19から金額制限を設けて実
施しているため（方法を試
行）、目標を本格導入（○）に
修正

H19 ○ 20 6

土木一式：予定価格５，０００万
円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：予定価格３，０００万円以
上
建築（新築・増築・改築）：予定
価格１億円以上
上記以外：予定価格７，０００万
円以上

日本下水道事業団東
海総合事務所

一般競争入札 H18 △ 64 32
予定価格土建：3.5億円、機電
1億円以上の工事

なし 18 △ 56 10
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

18 △ 約60 20
適用基準の見直しは、現在の
ところ未定

組織名
公共工事の入札方式

（平成23年4月1日現在）
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建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準

平成24年度　実績（中間報告） 平成25年度　目標平成24年度　目標

平成24年度
現段階

導入状況
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用
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件

数

（
件
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備考

平成25年度
目標

2



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

岐阜市

一般競争入札　設計金額２，５００万
円以上を本格実施、２，５００万円未
満から１千万円以上については、抽
出し施行を実施（土木・ほ装工事は
２千万円以上すべて、１千万円以上
については一部抽出実施）

H18 △ 700 90

１　設計金額１億円以上について
は、原則全て試行実施（簡易型・
標準型）
２　設計金額１億円未満について
は、抽出して実施（特別簡易型）
　・建築工事は５，０００万円以上
から抽出
　・それ以外の工事は２，５００万
円以上から抽出

無し Ｈ１８ △ 357 25

予定価格５０万円以上
全工事件数　本庁２５８件
　　　　　　　　　上下水道９９件
総合評価　　　本庁２３件
　　　　　　　　　上下水道２件
※９月末現在

Ｈ１８ △ 700 90

１　設計金額１億円以上について
は、原則全て試行実施（簡易型・
標準型）
２　設計金額１億円未満について
は、抽出して実施（特別簡易型）
　・建築工事は５，０００万円以上か
ら抽出
　・それ以外の工事は２，５００万円
以上から抽出

大垣市
一般競争入札
原則として1,000万円以上

H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定していない

無し H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定していない

高山市
一般競争入札
500万円以上

H23 ○ 187 20
特別簡易型
3000万円以上

H23 ○ 120 12

適用基準のうち3,000万円以上を
原則3,000万円以上とし3,000万円
未満についても対応できるものと
した。
工事発注件数については９月末
日時点での値を示す。

H23 ○ 200 20 適用基準変更予定なし

多治見市
一般競争入札
1.5億円以上の土木工事等

H19 △ 200 未定 未定 有り Ｈ１９ △ 245 0

工事件数は9月末現在。
総合評価方式のメリットを生か
すことができる案件について
実施する。

Ｈ１９ △ 250 未定

工事件数は、未定であるため、
推定値を入力。
総合評価方式のメリットを生か
すことができる案件について実
施する。

関市 ほとんどを指名競争で実施 H20 ○ 330 3
指名業者選考委員会での選
定による

無し H20 ○ 172 4
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 ○ 330 3
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記

中津川市 指名競争入札 H19 △ 250 2
試行導入
金額の基準を設定しない

有り Ｈ２２ △ 101 0
適用基準に変更無し。
工事件数については９月末日
時点の値を示す。

Ｈ１９ △ 250 2

500万円以上を原則として対象
とする予定。
総合評価適用件数は、Ｈ２４年
度当初目標と同数を記載。

美濃市
一般競争入札：5億円以上（試
行要綱：5,000万円以上）

H19 △ 100 未定
試行導入
金額基準を設定をしていない

無し H19 △ 45 1
工事発注件数については、9
月末日時点での値。

H19 △ 100 -

瑞浪市
一般競争入札
１億円以上

H19 △ 180 3
試行導入
金額を設定していない

無し H19 △ 81 2
工事発注件数については、9
月末日時点での値。

H19 △ 180 3
工事件数は未定であるため、Ｈ
２４年度と同数を記載。

羽島市

一般競争入札：1.5億円以上
事後審査型一般競争入札　：
1,000万円以上を対象に抽出し
て実施

H19 △ 200 3 金額基準を設定していない 無し Ｈ19 △ 110 3
工事発注件数は9月末日時点
での値を示す。

Ｈ19 △ 200 3
工事件数は未定であるため、Ｈ
２４年度と同数を記載。

恵那市
６千万円以下(建築は６千５百万
円以下)は制限付き一般競争入
札

H19 △ 600 1
試行導入
適用基準無し

あり H19 △ 300 1 全工事件数の訂正 H19 △ 300 1
試行導入
適用基準無し

美濃加茂市

設計金額１．５億円以上は一般
競争入札。設計金額２千万円以
上は一般競争入札又は指名競
争入札。

H22 ○ － 未定
予定価格２千万円以上の工
事を対象に指名委員会におい
て決定

無し Ｈ２２ ○ 50 2 H22 ○ － 未定
予定価格２千万円以上の工事
を対象に指名委員会において
決定

土岐市
原則として
全て指名競争入札

H19 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 86 0 H19 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していない

各務原市

一般競争入札
土木工事、建築工事：
1億5千万円以上
その他の工事：1億以上

H19 △ － 3
試行導入
（金額基準を設定していない）

無し Ｈ19 △ 211 1
工事発注件数は９月末日時点
での値を示す

平成19 △ 211 3
工事件数については未定であ
るため、平成24年度と同数を
記載

可児市
一般競争入札　　　　　1000万以
上

H19 △ 120 2 基準なし H19 △ 120 0 H19 △ 120 2

山県市
土木７億以上・建築１０億以上・
電気設備・機械設備５億以上が
原則一般競争入札

H20 △ 106 1
試行導入
（金額の設定なし）

無し H20 △ 34 0 適用基準変更無し H20 △ 100 3 実施検討を行う

瑞穂市
一般競争入札
２，０００万円以上

H19 △ 168 1 金額基準を設定していない 無し H19 △ 91 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 168 1

適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

飛騨市
一般競争入札
８００万円以上

H19 △ 150 5
800万円以上の補助事業かつ
工種が舗装工事

有り H24 ■ 161 0
平成24年度は総合評価を導
入しておりません H24 ■ 150 0

工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

本巣市
一般競争入札
1,000万円以上

H19 △ 170 4 H19 △ 104 0 H19 △ 170 3

郡上市
５千万円以上
一般競争入札

H19 △ 300 5
試行導入
金額基準を設定していない

無し H22 △ 154 3
適用基準に変更無し。
工事発注件数については9月
末日時点での値である。

H22 △ 300 5

適用基準に変更無し。
工事発注件数についは未定で
あるため、H２４年度と同数を記
載。

下呂市
一般競争入札　１億円以上　一
般・指名併用５００万円以上指
名競争入札　１３０万円以上

Ｈ19 △ 150 3 試行導入　３件　130万円以上 H19 △ 2 H19 △ 150 3 試行導入　３件　130万円以上

海津市
一般競争入札
1,000万円以上

H19 ○ 100 1 1000万円以上 無 Ｈ１９ ○ 58 0 Ｈ19 ○ 100 1 １０００万円以上

岐南町
一般競争入札
1,000万円以上

H19 △ 37 1
試行導入
金額基準を設定していない

無し H19 △ 17 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
27日時点での値を示す。

H19 △ 37 1

試行導入。金額基準を設定し
ていない。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

笠松町
一般競争入札
設計金額３億円以上
それ以外は指名競争入札

Ｈ19 ○ 70 1
基準なし
特別簡易型を予定

無 Ｈ１９ ○ 56 1 Ｈ１９ ○ 70 1 基準なし

養老町

主に指名競争入札
一般競争入札
　土木工事　1億円以上
　建築工事　3億円以上

H19 △ 110 1
試行導入　金額基準を設定し
ていない

H19 △ 39 0
試行導入　金額基準を設定し
ていない

H19 △ 90 1
試行導入　金額基準を設定し
ていない

垂井町
指名競争入札、
試行にて一般競争入札130万円
以上

H19 △ 75 1 試行導入130万円以上 H19 △ 65 0 H19 △ 80 1 試行導入130万円以上

関ヶ原町 主に指名競争入札 Ｈ19 △ 100 1
金額基準を設定
していない

無し Ｈ19 △ 39 0 Ｈ19 △ 100 1
金額基準を設定
していない

神戸町
5億以上：一般競争入札
5億未満：指名競争入札

H19 △ 50 1 適宜選定 無し H19 △ 40 0 H19 △ 50 1

輪之内町 主に指名競争入札 H19 △ 30 1 試行導入 無し H19 △ 18 0 H19 △ 30 1 試行導入

安八町 指名競争入札 H19 △ 55 未定
試行導入　金額基準を設定を
していない

H19 △ 29 0 H19 △ 50 0

揖斐川町 指名競争入札 H24 △ 100 1
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 120 0 H19 △ 100 1
試行導入
金額基準を設定していない

大野町 指名競争入札 H19 △ 56 1
500万円以上の
町単工事

H19 △ 49 0 H19 △ 56 1

池田町 指名競争入札 H19 △ 60 1
本格導入
２千万円以上

H19 △ 40 1 H19 △ 60 1

北方町 主に指名競争入札 H19 △ 17 0
施行導入
基準の設定なし

無し H19 △ 6 0 H19 △ 未定 未定
施行導入
基準の設定なし

坂祝町
5,000万円以上：一般競争入札
5,000万円以下：原則指名競争
入札

H19 △ 70 2
試行導入
金額を設定していない

無し Ｈ19 △ 18 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ19 △ 25 1 適用基準に変更無し。

富加町
設計金額1,000万円以上
一般競争入札

H19 △ 20 1
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 21 0 H19 △ 20 1

川辺町
2,500万円以上
一般競争入札

H19 ○ 40 2
2,500万円以上
一般競争入札

無し H19 ○ 63 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 ○ 100 2
本格導入。
金額の基準は設定なし。

七宗町
一般競争入札
5,000万円以上

H19 △ 17 1
1000万円以上の工事1件を試
行

無し H19 △ 15 0 H19 △ 17 1

八百津町
500万円以上
事後審査型制限付き一般競争
入札

H19 △ - 1
試行導入
（2,500万円以上）

無し H19 △ 30 0 H19 △ 工事件数については未定

白川町

主に指名競争入札
一般競争入札の対象は、設計
額１億円以上の工事及び設計
額が1000万円以上で効率的な
調達が見込める工事

H19 △ 130 0

試行導入
一般競争入札対象工事で、効
率的な調達が見込めるものを
対象とする。

19 △ 130 0

試行導入
一般競争入札対象工事で、効
率的な調達が見込めるものを
対象とする。

19 △ 80 0

試行導入
一般競争入札対象工事で、効
率的な調達が見込めるものを
対象とする。

東白川村 指名競争入札 H20 △ 20 未定 特別簡易型（試行） 無し H20 △ 10 0 適用基準に変更無し H25 ■ 20 未定 適用基準に変更無し

御嵩町

130万円以上
土木・建築・水道施設・舗装工
事：一般競争入札
その他工事：指名競争入札

H19 △ 27 0 一般競争入札のうち適宜選定 無し Ｈ19 △ 53 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ19 △ 未定 未定 一般競争入札のうち適宜選定

白川村 指名競争入札 H21 △ 未定 未定
施行導入
（金額設定せず、随時対応）

Ｈ21 △ 21 0 Ｈ21 △ 未定 未定
施行導入
（金額設定せず、随時対応）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の変
更、目標設定の

変更等

平成25年度
目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

組織名

平成24年度　目標

平成24年度
目標段階
導入状況

平成24年度
現段階

導入状況

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

平成24年度　実績（中間報告） 平成25年度　目標

備考

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在） 平成24年度総合評価落札方

式の適用基準
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

下田市
指名競争入札及び制限付一般
競争入札

H21 △ 50 1
選考委員会にて抽出（基準な
し）

Ｈ24 △ 16 0 Ｈ24 △ 50 1
選考委員会にて抽出（基準な
し）

東伊豆町 指名競争入札 H19 △ 16 1
試行導入
（１３０万円以上の工事から抽
出）

H１９ △ 23 0 H19 △ 20 1
試行導入
（１３０万円以上の工事から抽
出）

南伊豆町
指名競争と条件付一般競争入
札の併用

H19 △ 70 1
未導入
該当する工事の抽出

なし H19 △ 35 1 H19 △ 60 1 なし

河津町 H19 △ 17 1 適宜選定 無し H19 △ 17 1 H19 △ 20 1 適宜選定

松崎町 指名競争入札 H21 △ 16 0 適宜選定 無 H21 △ 16 0 Ｈ２１ △ 未定 未定

西伊豆町 H19 △ 66 1 適宜選定 △ 66 1 適宜選定 △ 66 1 適宜選定

熱海市 一般競争入札　１３０万円以上 H20 △ 93 2 ３００万円以上 H20 △ 44 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 90 2

伊東市 Ｈ１９ △ 160 1
試行導入　金額基準は設定し
ていない

変更なし Ｈ19 △ 160 1 Ｈ１９ △ 160 1 適宜選定

沼津市 Ｈ19 △ 255 12

入札者が提示する性能、機
能、技術等と入札価格を総合
的に評価することがふさわし
いもの

H1９ △ Ｈ１９ △

三島市
130万以上制限付一般競争入
札

H19 △ 103 2 適宜選定 H19 △ 68 0
総合評価競争入札は10月に1
件実施予定

H19 △ 100 2 適宜選定

御殿場市 H20 △ 119 1 適宜選定 無し H20 △ 126 1
工事件数については、９月末
日時点での件数を記載。

H20 △ 119 1
適宜選定。工事件数について
は、未定であるため平成24年
度と同数を記載。

裾野市 指名競争入札 H19 △ 120 1 1000万円以上 H１９ △ 53 0 H19 △ 120 1 1000万円以上

伊豆市 H19 △ 100 1 1,000万円以上 H19 △ 51 0 H19 △ 100 1 1,000万円以上

伊豆の国市

１３０万円以上５，０００万円未
満：指名競争入札，
５，０００万円以上：一般競争入
札

H19 △ 106 1
5,000万円以上で高度な技術
が必要な工事

H19 △ 60 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 106 1

5,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

函南町
130万円以上、制限付き一般競
争入札、若しくは指名競争入札

H19 △ 100 2
500万円を越える制限付き一
般競争入札から適宜

る制限付き一般競 H19 △ 62 1

適用基準を300万円を超える
工事に変更。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 100 2
500万円を越える制限付き一般
競争入札から適宜

清水町

１３０万円以上５，０００万円未
満：指名競争入札，
５，０００万円以上：一般競争入
札

H19 △ 50 1 適宜選定 19 △ 45 0 11月に1件予定 19 △ 50 1 適宜選定

長泉町
指名競争と条件付一般競争入
札の併用

H19 △ 100 1
試行導入のため、年１回程度
字実施

H19 △ 51 1
上半期（4月～9月）までの工
事契約実績

H19 △ 100 1 簡易Ⅱ型

小山町 指名競争入札 H21 △ 60 0 無し H21 △ 31 1 H21 △ 60 1
試行導入のため、年１回程度
実施

富士宮市 H19 △ 5 200
平成23年度と同じ(原則3,000
万円以上の土木一式）

無 H19 △ 111 2
適用基準に変更なし。工事発
注件数については、9月末日
時点の値

H19 △ 200 7
原則3,000万円以上の土木一
式

富士市
指名競争入札
制限付き一般競争入札
総合評価落札方式

H18 ○ 452

土木工
事を中
心に全
体で20
件程度

原則2,000万円以上の建設工
事

なし H18 ○ 320 16 ｈ24.10.10現在 H18 ○ 450 20
原則3,000万円以上の建設工
事

焼津市 H19 △ 260 5 概ね1000万円以上の案件 H19 △ 260 5 H19 △ 250 5 概ね1,000万円以上の案件

藤枝市
等級指定型一般競争入札の場
合５０％以上

H19 △ 180 12 ５００万円以上 H19 △ 180 12 H19 △ 180 12 ５００万円以上

島田市
一般競争入札（130万円以上）
一部指名競争入札

H19 △ 200 5
試行導入　金額基準を設定し
ていない

△ 200 5 △ 200 5
試行導入　金額基準を設定し
ていない

川根本町 指名競争入札、130万円以上 H20 △ 40 1 施行導入　１件実施 H20 △ 20 1 H20 △ 40 1 指名競争入札、130万円以上

御前崎市 H19 △ 80 1 19 △ 31 0 19 △ 80 1

牧之原市

１３０万円未満：指名競争入札
１３０万円以上５，０００万円未
満：格付公募型一般競争入札
５，０００万円以上：制限付き一
般競争入札

H19 △ 60 1 130万円以上 H19 △ 60 1 130万円以上 H19 △ 60 1 130万円以上

吉田町 H19 △ 57 3
本格導入　設計金額１３０万
円以上

無し H19 ○ 33 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 ○ 57 1

本格導入 設計金額１３０万円
以上
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

磐田市 H19 ○ 200 15 適宜選定 H19 ○ 172 15 H19 ○ 200 15 適宜選定

掛川市
制限付き一般競争入札　１，００
０万円以上

H19 △ 200 1 H19 △ 63 1 H19 △ 200 1

袋井市
1.5億円以上制限付き一般競争
入札、1.5億円未満指名競争入
札

H19 ○ 190 10 適合工事を抽出 H19 ○ 130 5 H19 ○ 200 10 適合工事を抽出

菊川市
指名競争入札
制限付き一般競争入札
総合評価落札方式

H19 △ 250 1 1,000万円以上で１件以上 H19 △ 69 0 Ｈ19 △ 150 1 1,000万円以上で１件以上

森町

制限付き一般競争入札　5,000
万円以上
指名競争入札　130万円以上
5,000万円未満

H19 ○ 45 1 建設工事から１件 H19 ○ 39 1 H19 ○ 50 1

湖西市 H21 △ 100 6
試行導入、概ね3000万円以上
の土木工事

H21 △ 100 4
試行導入、概ね3000万円以上
の土木工事

H21 △ 100 4
試行導入、概ね3000万円以上
の土木工事

適用基準の変
更、目標設定の

変更等

組織名
公共工事の入札方式

（平成23年4月1日現在）

平成24年度　目標

平成24年度
目標段階
導入状況 全

工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　実績（中間報告） 平成25年度　目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

備考

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成24年度総合評価落札方
式の適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
現段階

導入状況

平成25年度
目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

豊橋市 事後審査型一般競争入札 H19 ○ 460 62

設計金額が4,000万円以上の
工事の中から妥当と認められ
るものを建設工事審査会部会
で選定

無し H23 ○ 318 44

適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での落札決定済の
値を示す。

H23 ○ 460 62

基準等は現状を継続予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度予定と同数
を記載。

岡崎市 H18 ○ 未設定
全件数
の10％
以上

予定価格4,000万円以上 H18 ○ 264 57 H18 ○ 未設定
全件数
の10％
以上

予定価格4,000万円以上

一宮市
一般競争入札
１０００万円以上

H19 △ 1200 31 工事担当部長が決定 H19 △ 540 11 H19 △ 1200 35 工事担当部長が決定

瀬戸市 原則として、全て一般競争入札 H19 △ 170 2 適宜選定 H19 △ 105 1 H19 △ 200 2 適宜選定

半田市 H20 △ 130 2
施行導入（５，０００万円以上
の一般競争入札から抽出）

Ｈ20 △ 89 2
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ２０ △ 130 3

5,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

春日井市
制限付き一般競争入札又は指
名競争入札

H20 △ 300 2 Ｈ２３年度同様 無し Ｈ20 △ 177 3
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ20 △ 180 2 Ｈ24年度同様

豊川市 制限付き一般競争入札 H20 △ 235 5 適宜選定 無し Ｈ20 △ 230 5 Ｈ20 △ 230 5 適宜設定

津島市
制限付き一般競争入札又は指
名競争入札

H20 △ 120 1～2件
適用基準無し
（試行段階）

H22 △ 45 0
適用基準無し
（試行段階）

H25 △ 100 1～2件
適用基準無し
（試行段階

碧南市 条件付一般競争入札 H19 △ 130 2 １億円以上の工事 無し H19 △ 130 2 １億円以上の工事 H19 △ 130 1 １億円以上の工事

刈谷市 一般競争入札　130万円超え H19 △ 164 15 2,500万円以上から15件 無し Ｈ19 △ 121 13 H19 △ 200 15 2,500万円以上から15件

豊田市 H18 ○ 333 123

（土木一式）
設計金額4,000万円以上
（土木一式以外）
設計金額2,000万円以上

変更なし H18 ○ 273 126 H18 ○

（土木一式）
設計金額4,000万円以上
（土木一式以外）
設計金額2,000万円以上

安城市 条件付一般競争入札 H19 △ 500 25
設計金額が
2,500万円以上

無し H19 △ 215 21 H19 △ 500 25

2,500万円以上の工事から抽出
して対象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

西尾市 原則として、全て一般競争入札 H20 △ 300 6
1,000万以上の中から適宜選
定

なし H20 △ 185 6
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 300 6 1,000万以上の中から適宜選定

蒲郡市 条件付一般競争入札 H20 △ 200 2 資格審査会にて決定 H20 △ 74 1 8月末現在 Ｈ20 △ 200 3 資格審査会により決定

犬山市 H21 △ 70 2 500万円以上 Ｈ２１ △ 70 2 Ｈ２１ △ 70 2
工事件数は未定であるためＨ
２４と同数を記載

常滑市 H20 △ 62 1 金額基準の設定無し 無し H20 △ 62 1 金額基準の設定無しのまま H20 △ 60 1
適用する金額基準を設定する
予定

江南市
指名競争入札１３０万円超、一
般競争入札5000万円以上

H21 △ 180 1 適宜選定 無し H21 △ 120 1 適宜選定 H21 △ 180 1 適宜選定

小牧市
指名競争入札１３０万円以上一
般競争入札3000万円以上

H19 △ 400 5 試行導入5件　金額設定なし H19 △ 204 1 試行導入1件　金額設定なし H19 △ 400 5 試行導入5件　金額設定なし

稲沢市
一般競争入札4,000万円以上
（建築一式9,000万円以上）

H19 △ 414 5 一般競争入札該当工事 無し Ｈ19 △ 159 5 Ｈ19 △ 410 5
一般競争入札該当工事
　※一般競争入札を拡大する

新城市 一般競争入札　1000万円以上 H20 △ 120 6 入札審査会で決定した案件 無し H20 △ 55 6 入札審査会で決定した案件 H20 △ 110 6 入札審査会で決定した案件

東海市
一般競争入札（設計金額）
15,000万円以上

H19 △ 159 9
設計金額5,000万円以上の土
木一式工事又は建築一式工
事の一部

無し H24 △ 97 8
設計金額5,000万円以上の土
木一式工事又は建築一式工
事の一部

H24 △ 未定 未定
設計金額5,000万円以上の土
木一式工事又は建築一式工事
の一部

大府市 一般競争入札　5億円以上 Ｈ19 △ 130 2 金額基準の設定なし 無し H19 △ 92 2
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 130 2 金額基準の設定なし

知多市

建設工事のうち土木一式工事、
建築一式工事又は清掃施設工
事（いずれも設計額５億円以上）
が制限付き一般競争入札

H19 △ 71 0
試行実施　原則として補助事
業を対象

H19 △ 89 0 19 △ 76 1
試行実施　原則として補助事
業を対象

知立市 H20 △ 140 4 1,000万円以上 無し H20 △ 75 4 1,000万円以上 H20 △ 140 5 1,000万円以上

尾張旭市 H20 △ 100 2
試行導入
４,０００万円以上

無し H20 △ 54 2 H20 △ 100 2

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成23年4月1日現在）

平成24年度　目標

左
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数
の
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、
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合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成25年度　目標

平成25年度
目標

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準

平成24年度　実績（中間報告）

適用基準の変
更、目標設定の

変更等

平成24年度総合評価落札方
式の適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成24年度
現段階

導入状況

備考
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目標段階
導入状況 全

工
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数
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）

全
工
事
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数

（
件

）

左
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数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

高浜市 H20 △ 52 1
２，５００万円以上で、委員会
が認めたもの

H20 △ 33 0 適用基準に該当する案件なし Ｈ２０ △ 52 1
２，５００万円以上で委員会が
認めたもの

岩倉市 H23 △ 75 1 試行的に１工事 無し H23 △ 52 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H23 △ 80 1 試行的に１工事

豊明市 H19 △ 43 1 H19 △ 34 0 H19 △ 43 1

日進市 H19 △ 70 8 一般競争入札1,000万円以上対象とし、年間８件 H19 △ 34 7
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 70 5
130万円以上を対象とし、年間
５件程度を試行実施

田原市
設計金額130万円超の工事　一
般競争入札

H20 △ 161 6 試行導入 無し H20 △ 60 5 H25 ○ 150 6

設計金額が5,000万円以上の
工事の中から妥当と認められ
るものを選定
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

愛西市 H19 △ 80 2
一般競争入札　1億円以上、
公募型指名競争入札、１３０
万円以上１億５千万円未満

無し H19 △ 80 2
一般競争入札　1億円以上、
公募型指名競争入札、１３０万
円以上１億５千万円未満

H19 △ 80 2
一般競争入札1億円以上
公募型指名競争入札130万円
以上1億5千万円未満

清須市
予定価格１億円以上：一般競争
入札
上記以外：指名競争入札

H19 △ 80 1 建設工事より市長が決定 無し H19 △ 35 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 80 1 建設工事より市長が決定

北名古屋市 一般競争入札　８０００万円以上 H20 △ 81 2 案件ごとに定めている 無し Ｈ２０ △ 79 2
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H25 △ 80 2

運用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、平成２４年度の目標件
数と同様を記載。

弥富市
一般競争入札　８，０００万円以
上

H20 △ 74 1
一般競争入札　５，０００万円
以上

H20 △ 42 0 H20 △ 74 1
一般競争入札及び指名競争入
札に該当する工事

東郷町
事後審査型一般競争入札（土
木：３，０００万円以上、建築：５，
０００万円以上）

H19 ○ 40 1 工事より町長が決定 H19 ○ 40 0 H19 ○ 40 1 工事より町長が決定

長久手市 一般競争入札　3,000万円以上 H20 △ 60 2 有 H20 △ 41 0
総合評価方式実施目標件数
を１件に変更

H20 △ 60 1 一般競争入札案件から選定

豊山町 ■ 18 0 無し ― ■ 11 0
工事発注件数は９月末日時点
での値を示す。

― ■ 18 ―
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度目標と同数
を記載。

大口町 一般競争入札 H20 △ 70 1 試行導入 H20 △ 44 1 H20 △ 70 1 試行導入

扶桑町
予定価格5000万円以上：一般
競争入札
上記以外：指名競争入札

H23 △ 50 1 未定 無し H23 △ 32 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H23 △ 50 1
適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記

あま市 一般競争入札　１３０万以上 H22 △ 101 1
一般競争入札に該当する工
事

22 △ 65 0 22 △ 103 0 一般競争入札に該当する工事

大治町 一般競争入札　3,000万円以上 ■ 138 0 無し ■ 90 0 ■ 138 0

蟹江町 ■ 60 0 ■ 27 0 ■ 60 0

飛島村 一般競争入札　5,000万円以上 H20 △ 20 0 適宜選定 無し H20 △ 21 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 60 0 適宜選定

阿久比町 ■ 50 0 ■ 54 0 ■ 50 0

東浦町
事後審査型制限付一般競争入
札

H19 △ 70 10 500万円以上の工事 H19 △ 27 10 500万円以上の工事 H19 △ 50 15 500万円以上の工事

南知多町 原則　指名競争入札 ■ 0 0 予定なし ■ 31 0 ■ 60 0

美浜町
制限付き一般競争入札（３億円
以上）事後審査型一般競争入
札試行（5,000万円以上）

■ 80 実施予定実施予定なし ■ 80 0 実施予定なし ■ 80 0 実施予定なし

武豊町

制限付一般競争入札（１億５
千万円以上）
事後審査型一般競争入札
（130万円以上１億５千万円
未満）

H23 ○ 47 2
2500万円以上の一般競争入
札に該当する建設工事で審
査会が必要と認めたもの

有 H23 ○ 47 1
適用工事件数に変更有
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す

H23 ○ 50 2
2500万円以上の一般競争入札
に該当する建設工事で審査会
が必要と認めたもの

幸田町
指名競争入札・一般競争入札
１３０万円以上

H19 △ 110 0 Ｈ19 △ 57 0 Ｈ19 △ 110 0

みよし市 H19 △ 56 5 試行導入　１３０万円以上 H19 △ 59 4 試行導入　１３０万円以上 H19 △ 60 5 試行導入　１３０万円以上

設楽町 ■ 160 0 ■ ■

東栄町 ■ 60 0 なし ■ 30 0
工事発注件数については9月
末日時点での値を示す。

■ 60 0
工事件数については未定であ
るため、平成24年度と同数を
記載。

豊根村 指名競争入札 ■ 32 0 実施予定無し 無し ■ 21 0
実施予定無しに変更無し。
全工事件数は９月末時点の値
を示す。

■ 32 0

実施予定無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成24年度
目標段階
導入状況

組織名
公共工事の入札方式

（平成23年4月1日現在）

平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

備考

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成24年度総合評価落札方
式の適用基準

平成25年度　目標平成24年度　実績（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成25年度
目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

適用基準の変
更、目標設定の

変更等

平成24年度
現段階

導入状況
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目標の変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入（■）
から選択

桑名市
一般競争入札
50万円以上

H19 △ 150 3
試行導入
金額基準を設定しない

無し H19 △ 86 1 H19 △ 150 3
試行導入
金額基準を設定しない

木曽岬町 H20 △ 10 1
試行導入
金額基準を設定していない

無し H20 △ 4 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 10 1
試行導入
金額基準を設定していない

いなべ市 H19 △ 150 設定なし 三重県準拠 無し H19 △ 59 設定なし 三重県準拠 H19 △ 150 設定なし 三重県準拠

東員町 H19 △ 30 0 案件により検討 無し H19 ○ 26 0 案件により検討 H19 ○ 65 0 案件により検討

四日市市 H20 △ 600 13

試行導入
原則土木一式は予定価格
5,000万円以上、その他の工
事は１億円以上の工事を対象
とする。

無し Ｈ20 △ 265 4
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 500 10

菰野町
設計金額130万円超は一般競
争入札

■ 未定 0 導入予定なし 無し ■ 58 0 導入予定なし ■ 未定 0 導入予定なし

朝日町

主に指名競争入札により執行
（設計金額5000万円以上の工
事に関しては。公募型指名競争
入札を適用）

■ 未定 0 予定なし 無し 未定 ■ 51 0 未定 ■ 未定 0 －

川越町
一般競争入札
130万円以上

H20 ■ 30 0 なし なし H20 ■ 20 0 H20 ■ 30 0 なし

鈴鹿市
130万円以上
一般競争入札

H19 △ 380 27
試行導入
設計金額５千万円以上の土
木一式と舗装工事とします。

試行導入
設計金額6千万
円以上の土木一
式と舗装工事と
します。

H19 △ 380 13
適用基準を6月1日から変更。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 380 20

設計金額6千万円以上の土木
一式と舗装工事を対象とする。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度の見込み数
を記載。

亀山市 H19 △

96
（4/1時
点発注
見込み）

0 予定なし 無し H19 △ 119 0 H19 △ 未定

津市 H20 △ 400 1
土木一式　5,000万円以上
舗装 1,500万円以上
建築について導入検討

無し H20 △ 400 0 H20 △ 400 1
土木一式　5,000万円以上
舗装 1,500万円以上
建築について導入検討

松阪市 条件付き一般競争入札 H19 △ 438 1
試行導入
金額基準を設定していない

無し H19 △ 400 0
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 400 1
試行導入
金額基準を設定していない

多気町 H20 ○ 60 3
試行導入
5,000万円以上の一部工事

無し H20 ○ 47 1 H20 ○ 60 3
試行導入
5,000万円以上の一部工事

明和町
指名競争入札及び条件付一般
競争入札
（予定価格5,000万円以上）

H19 △ 110 3
130万円以上を条件付一般競
争入札にするため、そのうち３
件

無し H19 △ 46 0 H19 △ 100 3
工事件数は未定であるため、
H24年度と同数を記載

大台町
指名競争入札
ただし、5,000万円以上は原則と
して一般競争入札

H19 △ 58 4
原則、予定価格5,000万円以
上

無し H19 △ 52 2
変更なし
９月発注実績

H19 △ 60 4 原則、予定価格5,000万円以上

伊勢市
要件付一般競争入札
130万円超

H21 △ 250 1 試行導入、１件程度 無し H21 △ 250 0 試行導入、１件程度 H21 △ 250 1 試行導入、１件程度

玉城町 Ｈ19 △ 70 2
試行導入
原則5,000万円以上

無し Ｈ19 △ 33 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

Ｈ19 △ 70 2

5,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

大紀町 Ｈ20 △ 100 0 金額設定していない 無し H20 △ 100 0 H20 △ 100 0 金額設定していない

南伊勢町 指名競争入札 H20 △
試行導入
1,000万円以上

無し H20 △ 78 0 H20 △
試行導入
1,000万円以上

度会町 H21 △ 未定 1 23年度と変更なし 無し H21 △ 16 0

試行1件予定であったが
1件あたりの入札事務に手間
がかかることと、人員不足の
理由により未実施

H21 △ 未定 1
これまで同様
試行1件とする

鳥羽市
130万円以上
条件付一般競争入札

H20 △ 79 0
試行導入
3,000万円以上

無し H20 △ 32 0
工事件数は平成24年９月30日
時点

H20 △ 未定 未定
試行導入
3,000万円以上

志摩市 条件付一般競争入札 H19 △ 160 2
試行実施
金額基準を設定していない。

無し H19 △ 76 2

試行実施
金額基準を設定していない。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 130 2
試行実施
金額基準を設定していない。

伊賀市 H21 △ 未定 18
試行導入
6,000万円以上の土木工事

有り H21 △ 500 4

審査会で承認を得た
土木工事（6000万円以上）
舗装工事（2000万円以上）
建築工事（7000万円以上）

H21 △ 未定 5

審査会で承認を得た
土木工事（6000万円以上）
舗装工事（2000万円以上）
建築工事（7000万円以上）

名張市
130万円以上
条件付一般競争入札

H22 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していない

無し H22 △ 36 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H22 △ 100 1

金額基準を設定しない。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載

尾鷲市 H19 △ 50 0
試行導入
7,000万以上の土木工事かつ
審査会で認められた物件

無し H19 △ 28 0 H19 △ 50 0

紀北町 H19 △ 適用基準の改正予定なし 無し H19 △ 60 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H19 △ 100 0 適用基準の改正予定なし

熊野市 H19 △ － 1
未定
（試行導入：内容により決定）

無し H19 △ 未定 1
未定
（試行導入ではあるが適用基
準未設定）

H25 △ 未定 1
未定
（試行導入ではあるが適用基
準未設定）

御浜町 H20 △ 90 0 2,000万円以上の土木工事 有り H20 △ 43 0
工事発注件数については９月
末日時点での値を示す。

H20 △ 50 0 2,000万円以上の土木工事

紀宝町 指名競争 H19 △ 80 1

予定価格3,000万円以上の建
設工事
（舗装工事については2,000万
円以上）

無し H19 △ 36 1 改正予定なし H19 △ 80 1

予定価格3,000万円以上の建
設工事
（舗装工事については2,000万
円以上）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

平成25年度
目標

適用基準の変
更、目標設定の

変更等

組織名

平成25年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成24年度総合評価落札方
式の適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

平成25年度総合評価落札方式
の適用基準

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成24年度　目標 平成24年度　実績（中間報告）

平成24年度
目標段階
導入状況 全

工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度
現段階

導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総

合
評
価
適
用
工
事
件

数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）
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記載例 ◎
1,000万円以上の工事
国交省方式に準拠

無し ◎
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

警察庁中部管区警察局 ◎ 500万円以上の工事 ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

警察庁中部管区警察学校 ◎
５００万円以上の工事
国交通省方式に準拠

無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 無し ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ - 無し ■ 実施予定無しに変更無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 無し ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ５００万円／件以上の工事 ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎ ５００万円／件以上の工事 無し ○ ◎ 継続して実施

岐阜県 ◎ 最終契約金額500万円 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

静岡県 ◎
250万円以上
国土交通省方式を参考

無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 ◎ 250万円以上 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

三重県 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

静岡市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し
◎ 継続して実施予定。

浜松市 ◎ ○

名古屋市 ◎
500万円以上の工事

（一部100万円以上の工事）
無し ○ ◎

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ◎ 一部を除く ○ ◎ 一部を除く

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 2億円／件以上の工事 無し ■ Ｈ24は対象案件無し ●

（独）水資源機構中部支社 ◎ ５００万円／件以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ◎
250万円以上の工事
静岡県に準拠

無し ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

三重県道路公社 ◎ 三重県準拠 ○ ◎

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ５００万円／件以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団
東海総合事務所

◎
契約金額200万円以上、国土

交通方式に準拠
無し ○

既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄
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岐阜市 ◎ 無し ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

大垣市 ◎ 契約金額５０万円以上 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

高山市 ◎
130万円以上の工事
国交省方式に準拠

無し ○
平成24年6月から国交省方式

に準拠した評定へ改正
◎ 継続して実施予定

多治見市 ◎
契約金額１００万円以上、市
独自方式

無し ◎ ◎
国交省方式に準拠した方
式の導入を検討

関市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

中津川市 ◎
契約金額１３０万円以上の工

事
国交省方式に準拠

無し ●
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

美濃市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

瑞浪市 ○ 無し ○ ○

羽島市 ◎ 無し ○ ◎

恵那市 ◎ 無し ○ ◎

美濃加茂市 ◎ 250万円以上 無し ○ ◎

土岐市 ◎ 無し ○ ◎

各務原市 ○
国交省方式に準拠した方式
の導入を検討

無し ●
国交省方式に準拠した方式
の導入を検討

○
継続して国交省方式に準
拠した方式を導入を検討

可児市 ◎ 無し ◎
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

山県市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し
◎ 継続して実施予定

瑞穂市 ● 無し ● ●

飛騨市 ◎
130万円以上の工事
国交省方式に準拠

無し ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

本巣市 ● ● ●

郡上市 ○ 請負工事価格が50万円以上 無し ○ 試行 ○ 試行

下呂市 ● ● ●

海津市 ◎ 無 ○ ◎

岐南町 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ◎ ５００万円以上の工事 ○ ５００万円以上の工事 ◎ ５００万円以上の工事

垂井町 ◎ 130万円以上の工事 ○ 130万円以上の工事 ◎ 130万円以上の工事

関ヶ原町 ● ● ●

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ◎ ○ ◎

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

坂祝町 ◎ 無し ◎
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ◎ 無し ◎
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

七宗町 ○ 50０万円以上 無し ○ 50０万円以上 ○ 50０万円以上

八百津町 ◎ 岐阜県に準拠 無し ■ ◎

白川町 ◎ 130万円以上の工事 無し ○ 130万円以上の工事 ◎ 継続して実施予定。

東白川村 ■ 無し ■ ■ 未定

御嵩町 ◎ 無し ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）
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下田市 ◎ ○ 既に実施済み ◎ 継続実施

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ○
評価点サンプル抽出してから
実施予定

○ ◎

河津町 ◎ 無し ○ ◎

松崎町 ■ 有 ○ ◎

西伊豆町 ◎ ○ ◎

熱海市 ◎ 無し ◎
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

伊東市 ● ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ 無し ◎ ◎

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ◎ ○ ◎

伊豆の国市 ◎ 変更なし ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

函南町 ◎ 独自の簡易方法 無し ◎
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ◎ ○ ◎

小山町 ◎ 250万以上の工事 無し ◎
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ◎
１３０万円／件以上の建設工

事
○ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ◎ ● ◎

御前崎市 ◎ なし ○ ◎

牧之原市 ◎ 250万円/件以上の工事 ○ 250万円/件以上の工事 ◎ 250万円/件以上の工事

吉田町 ◎
130万円以上の工事

静岡県に準拠
無し ○

既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

磐田市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎

掛川市 ◎ ○ ◎

袋井市 ◎ 130万円以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

菊川市 ◎ 200万円以上の工事 ○ 200万円以上の工事 ◎ 200万円以上の工事

森町 ◎ ■ ○ ◎

湖西市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

備考欄組織名
平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
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豊橋市 ○ 無し ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

岡崎市 ◎ 当初請負金額200万円以上 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更なし
◎ 継続して実施予定

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

半田市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し
◎ 継続して実施予定

津島市 ◎ 130万円超の工事 無し ○ ◎

碧南市 ◎ 無し ○ ◎

刈谷市 ◎ 130万円超の工事 無し ○ ◎

豊田市 ◎ 130万円以上の工事 なし ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎

安城市 ◎ 130万円超の工事 無し ● ○ 継続して実施予定

西尾市 ◎ 130万円超の工事 なし ○ ◎

蒲郡市 ◎ 愛知県に準拠 ○ ◎ 継続

犬山市 ◎ ○ ◎ 継続して実施予定。

常滑市 ◎ 300万円以上の工事 無し ○
既に実施済のため、目標に

変更無し
◎ 継続して実施する予定

江南市 ◎ 130万円超の工事 無し ○ ◎ 継続して実施予定

小牧市 ◎ ３００万円以上の工事 ○ ◎

稲沢市 ◎ 130万円超の工事 無し ○ 130万円超の工事 ◎ 130万円超の工事

新城市 ◎ 全ての工事 ○ 全ての工事 ◎ 全ての工事

東海市 ◎ 無し ○ ◎

大府市 ◎ 500万円超の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

知多市 ◎ ○ ◎

知立市 ◎ 無し ○ ◎

尾張旭市 ◎ ３００万円／件以上の工事 無し ○ ◎

高浜市 ◎ １３０万円超の工事 ○ ◎ １３０万円超の工事

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ◎ 無し ○ ◎

日進市 ◎ 130万円超の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

田原市 ◎ 130万円超の工事 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

愛西市 ◎ 無し ○ ◎ 継続して実施予定

平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
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清須市 ◎ 250万円以上の工事 無 ○ ◎

北名古屋市 ● 無し ● ●

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ◎ 130万円以上の工事 ○ ◎

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ◎ 130万円超の工事全て ○ ◎

東浦町 ◎ 200万円を超える工事 ○ ◎

南知多町 ◎
１３０万円を超える工事で実

施
○ 130万円を超える工事で実施 ◎

130万円を超える工事で実
施

美浜町 ◎ ○ ◎
１３０万円を超える工事で

実施

武豊町 ◎
１３０万円を超える工事で実

施
無 ○

既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

幸田町 ◎ ○ ◎

みよし市 ◎ 130万円を超える工事で実施 ○ 130万円を超える工事で実施 ◎
130万円を超える工事で実

施

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ ■

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄組織名

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞
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桑名市 ◎ 無し ○ ◎

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施予定無しに変わり無
し

いなべ市 － 無し － －

東員町 ◎ １３０万円以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

四日市市 ◎ 無し ○ 実施済 ◎ 継続して実施予定

菰野町 ◎ 実施済 無し ○ 実施済 ◎ 継続して実施

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ◎ なし ○ ◎

鈴鹿市 ◎ １３０万円以上の工事 無し ○ 当初目標通りに実施 ◎ 継続して実施予定

亀山市 ◎ 無し ○ ◎

津市 ◎ １３０万円／件以上の工事 無し ○ ◎

松阪市 ◎ 無し ○ ◎

多気町 ◎ 無し ○ １３０万円／件以上の工事 ◎ １３０万円／件以上の工事

明和町 ◎ 無し ○ ◎

大台町 ● 無し ● ●

伊勢市 ◎ 無し ○ ◎

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ◎ 無し ○ ◎

志摩市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

伊賀市 ◎ ５００万円/件以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

名張市 ◎ １３０万円/件以上の工事 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

紀北町 ◎ １００万円以上の工事 無し ○ ◎

熊野市 ◎ １３０万円以上の工事が対象 無し ○ ◎

御浜町 ◎ 無し ○ ◎

紀宝町 ◎ 無し ○ ◎

組織名
平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

平成24年度工事成績
評定に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度工事成績
評定に関する実施目

標
備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ●

1,000万円以上の工事につい
ては特記仕様書にて国交省
準拠とするよう示している。
独自のマニュアルは整備す
る予定はない。

◎ ◎ 適用を全ての工事に変更。 ◎

原則として全ての工事に適
用する。
基準は国交省に準拠とす
る。

警察庁中部管区警察局 ◎
「様式１記載方針について」
に基づき、■から◎へ修正。

○ 既に実施済み。 ◎
「様式１記載方針について」
に基づき、■から◎へ修
正

警察庁中部管区警察学校 ■
独自のマニュアルは整備する
予定はない。

無し ■ ■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ - ■ ■ - ■

国税庁名古屋国税局 ■ - 無し － 実施予定無しに変更無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ◎ ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 無し ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

経済産業省中部経済産業局 ■
該当工事なし。（国土交通省
に準拠）

無し ■ 該当工事なし ■
該当工事なし。（国土交通
省に準拠）

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 無し ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県 ◎

現場必携に「工事安全衛生
管理点検表」を整備済

HPにより事故情報、事故原
因の情報提供を継続

無 ◎ 事故情報の提供を継続 ◎ 事故情報の提供を継続

静岡県 ◎

工事共通仕様書に国交省準
拠とするよう示している。独自
のマニュアルは整備する予定

はない。

○ ◎

愛知県 ◎

250万円以上の工事について
は特記仕様書にて国交省準
拠とするよう示している。

独自のマニュアルは整備する
予定はない。

○
既に実施済みのため目標に

変更無し。
◎ 継続して実施予定

三重県 ◎ 無し ○ ◎

静岡市 ◎

静岡市土木工事共通仕様書
にて国交省、各種協会等の
指針を参考にするよう示して

いる。

◎ ○

静岡市土木工事共通仕様書
にて国交省、各種協会等の
指針を参考にするよう示して

いる。

◎

静岡市土木工事共通仕様
書にて国交省、各種協会等
の指針を参考にするよう示

している。

浜松市 ■ ○ ■

名古屋市 ● 無し ● 一部の発注局で実施。

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ 無し ■ ■

（独）都市再生機構中部支社 ■
一部工事において、総括監
督員による安全パトロールの

実施
無し ■ ■

現時点で、本社からの予定
等の情報は、無し

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■
国交省に準拠した指導を行

なっている。
無し ■ ■

基準は国交省に準拠とす
る。

（独）水資源機構中部支社 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ■ ◎ ○ 静岡県に準拠し実施している ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 ◎ ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県道路公社 ◎ 三重県準拠 ○ 三重県準拠 ◎ 三重県準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎
仕様書に記載。独自のマニュ
アルの整備予定はない

無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更無し

◎ 継続して実施予定

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団
東海総合事務所

○ 独自基準 ◎ ○ 全ての工事に適用する。 ◎
全ての工事に適用する予

定。

備考欄

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標

組織名
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岐阜市 ◎ (県の現場必携を利用) 無し ○ ◎

大垣市 ● 無し ● ●

高山市 ■
独自マニュアルを整備する予

定はない。
■

独自マニュアルを整備する予
定なしに変更なし

■ 変更予定なし

多治見市 ■ 無し ■ ■

関市 ■ 無し ■ ■
独自のマニュアルは整備す

る予定はない。

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ 無し ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 無し ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ■ 無し ■ 変更無し。 ■

山県市 ■ ■ 実施予定無しに変わりなし。 ■
実施予定無しに変わりな

し。

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ● ● ●

郡上市 ■
独自のマニュアル整備予定

なし
■ ■

下呂市 ■ 無 ■ ■

海津市 ■ 無 ■ ■

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ● ● ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ●

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ● 無し ● ●

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ◎ ○ 静岡県に準拠 ◎

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ●
建設現場における安全衛生

管理は情報として公開
●

施工プロセスチェックにより、
安全対策実施状況を確認

●
建設現場における安全衛
生管理は情報として公開を

継続
焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ● ○

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ● ● ●

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施
検討のための情報収集は

行う
菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

組織名

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標

備考欄

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞
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豊橋市 ○ 無し ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ 国の指針を参考としている。 ■
国の指針を参考として行っ

ていく予定

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ● 無し ■ ●

豊田市 ■

特記仕様書にて事故防止重
点対策を実施するよう示して

いる。
なし ■

独自のマニュアルは整備する
予定はないため、目標に変

更無し。
■

独自のマニュアルは整備す
る予定はないため、目標に

変更無し。

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 無し ■ ■

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ◎
用する。基準は国交省に準

拠とする。

知多市 ● ● ●

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

組織名

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標

備考欄

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞
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豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 予定無し 無し ■ 予定無し ■ 予定無し

田原市 ■
独自のマニュアルは整備する

予定はない。
無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

愛西市 ■ 無し ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し。 ■ ■ 実施予定無し。 ■
町独自の指針作成の実施
予定なし。当面は愛知県に

準拠。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

備考欄組織名

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ■ 無し ■ 整備予定なし ■ 整備予定なし

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ■
特記仕様書にて三重県に準
拠するよう示しており、マニュ
アル整備の予定は無し。

無し ■ 変更無し ■ 変更無し

四日市市
営繕工務課（建築）

■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

全ての工事に対し国交省
準拠するよう示している。
独自のマニュアルは整備す
る予定はない。

四日市市
道路整備課（土木）

◎ ○ ◎

菰野町 ■ 整備予定なし 無し ■ 整備予定なし ■ 整備予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ ◎ ○ ◎

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■ ■

志摩市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ■ 無し ■ ■

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

紀北町 ■
独自のマニュアルは整備する
予定なし。

無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルにに関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度公共工事
施工の安全指針・マ
ニュアルに関する実

施目標

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

組織名

平成24年度公共工事
施工の安全指針・マ

ニュアルに関する実施
目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ●
総合評価方式実施工事につ
いて試行

無し ●
実施予定無しに変わり無し。
次年度より本格運用を行う
要検討中。

○ 本格運用を開始予定。

警察庁中部管区警察局 ◎ ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

警察庁中部管区警察学校 ◎ 無し ○ ◎

財務省東海財務局 ◎ 無し ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎

国税庁名古屋国税局 ◎ 無し ○ ◎

厚生労働省東海北陸厚生局 ◎ － 該当工事なし ◎

厚生労働省岐阜労働局 ◎ 100万円／件以上の工事 ○ ◎

厚生労働省静岡労働局 ◎ 無し ○ ◎

厚生労働省愛知労働局 ○ 無 ○
１００万円以上の工事。

本年度より実施。
◎

厚生労働省三重労働局 ■ ◎ ■ 工事に関する入札なし ◎

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 無し ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

経済産業省中部経済産業局 ◎ 250万円/件以上の工事 無し ■ 該当工事なし ◎

国土交通省中部地方整備局
(港湾空港部）

◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

海上保安庁
第四管区海上保安本部

◎ ○ ◎

環境省中部地方環境事務所 ◎ 無し ○ ◎ 継続して実施

岐阜県 ●
農政部、林政部及び県土整
備部の、予定価格８千万円
以上で試行

無し ○
当初目標どおりに実施中。
次年度の試行内容について

検討中。
● 継続して試行を実施予定。

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ■ 事前公表 ■ 事前公表 ■ 事前公表

三重県 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ● 実施検討中

静岡市 ●
総合評価方式（標準型）で実
施するもののうちの一部を対
象に試行

無し ○ 9月末日時点で、9件実施 ● 試行対象の拡大を検討中

浜松市 ◎ ○

名古屋市 ■ 無し ■

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ◎
一部を除く（２５０万円以下、
随意契約除く）

無し ○ ◎ 一部を除く

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

● 無し ■ 対象案件無し ●

（独）水資源機構中部支社 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ◎ 無し ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

愛知県道路公社 ■ 随契工事を除き設計額250万円以
上の工事は予定価格を事前公表

無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定なし

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■
予定価格1000万円以上の工
事は予定価格を事前公表

無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団
東海総合事務所

◎
全ての工事において事後公

表を実施
無し ○

全ての工事において事後公
表を実施

◎
全ての工事において事後公

表を継続して実施予定

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄
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岐阜市 ■ 無し ■ 実施していない ■
事後公表の移行については

検討を行う

大垣市 ■ 無し ■ ■

高山市 ◎
130万円以上全ての工事で

実施
無し ○ 変更予定なし ◎ 変更予定なし

多治見市 ◎ 無し ○ ◎

関市 ■ 無し ■ ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

中津川市 ●
2000万円以上事前公表
2000万円未満事後公表

無し ● 現状と変わり無し ● 現状と変わり無し

美濃市 ■ 無し ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ●
１３０万円以下
事後公表

無し ●
１３０万円以下
事後公表

●
１３０万円以下
事後公表

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ◎ 無し ○ ◎

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ● ● ●

山県市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施予定はないが、検討を

行う。

瑞穂市 ◎ 無し ○ ◎

飛騨市 ◎ 無し ○ ◎

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ○ 一部試行実施 ● ●

海津市 ● 無 ● ●

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 － － －

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ◎ 無し ○ ◎

揖斐川町 ● 予定価格は事前公表 ■ 予定価格は事前公表 ●

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ●
一般競争入札・電子入札に
ついては事前公表

無し ● ●

富加町 ● ■ ●

川辺町 ● １３０万円以下事後公表 無し ● ●

七宗町 ■ 予定価格は事前公表 無し ■ ■

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ 無し ■ ■

東白川村 ◎ ○ ◎

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ● ● ●

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄
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下田市 ◎ ○ 既に実施済み ◎ 継続実施

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ◎ ○ ◎

河津町 ◎ 無し ○ ◎

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ◎ ○ ◎

熱海市 ■ ● ○
原則、一般競争は事前・指
名競争は事後と併用してい

る
●

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ○ ○ Ｈ２４から事後公表 ◎

三島市 ○ ● 68件中62件は事後公表 ○

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ◎ ○ ◎

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ◎ ◎ ◎

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ◎ ○ ◎

小山町 ◎ 無し ○ ◎

富士宮市 ●
予定価格が2,500万円未満
の入札で導入

無 ●
予定価格2,500万円未満の

入札で導入
●

予定価格2,500万円未満の
入札で導入

富士市 ◎ ◎ ◎

焼津市 ■ ■ ■
25年度中に事前公表につい

ての検証を行う予定

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ◎ 全て事後公表 ○ ◎

御前崎市 ◎ なし ○ ◎

牧之原市 ◎ 全ての入札案件 ○ 全ての入札案件 ◎ 全ての入札案件

吉田町 ◎ 無し ○ ◎

磐田市 ● 3000万円未満の工事 ○ 3000万円未満の工事 ● 3000万円未満の工事

掛川市 ● 事前・事後の併用 ○ ● 事前・事後の併用

袋井市 ◎
130万以上の工事は事後公

表
無し ○

既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎ ○ ●

湖西市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄
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豊橋市 ◎
1000万円以上の工事につい

て事後公表
無し ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■
設計金額130万円を超える工

事について事後公表
○ ○ Ｈ２４の７月から実施 ◎

引き続き事後公表実施予
定。

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ◎ ○ ◎

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ● 一部案件に適用 無し ○ ● 一部案件に適用

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■
設計金額130万円以上を超
える建設工事は事前公表

無し ■ 実施予定無しに変わり無し ●
基準金額以上の案件につい

て事後公表の試行予定

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ● 2,000万円以下は事後公表 無し ○ 2,000万円以下は事後公表 ● 2,000万円以下は事後公表

新城市 ■ 予定価格を事前公表 ■ ■

東海市 ■ 予定価格を事前公表 無し ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ●
概ね500万円以上の工事は

事前公表
○

500万円未満の工事を事後
公表

●
500万円未満の工事を事後

公表

豊明市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）
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日進市 ○ 全面実施を検討中 無し ○ 整備でき次第、実施予定 ○ 全面実施予定

田原市 ◎ 実施済み 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎

既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

愛西市 ○
基本的に事後公表だが、事

前公表も行う。
無し ○

基本的に事後公表だが、事
前公表も行う。

○
基本的に事後公表だが、事

前公表も行う。

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 予定価格を事前公表 無し ■ ■ 予定価格を事前公表

弥富市 ○
ただし、電子入札については

事前公表
● ○

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 予定価格を事前公表 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ● ● ●

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■ 予定価格を事前公表

東浦町 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

南知多町 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 予定価格を事前公表 無 ■ 予定価格を事前公表 ■
H24年度に事後公表の検討
はするが、実施まで至る予定

はない。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ◎ ○ ◎

東栄町 ●
予定価格1,000万円以上は

事後公表
なし ● ●

豊根村 ◎ 実施済 無し ○
既に実施済みであるため目

標に変更なし
◎ 継続して実施予定

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ●
一般競争入札においては
事前公表

無し ○ 予定に変更なし ● 前年度と変更なし

いなべ市 ◎ 無し ○ ◎

東員町 ■ 実施予定無し 無し ■ 変更無し ■ 変更無し

四日市市 ■ 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

菰野町 ■ 実施予定なし 無し ■ ● 検討中

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ■ 実施予定無し 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

亀山市 ◎ 無し ○ ◎

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ◎ 無し ○ ◎

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ◎ 無し ○ ◎

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ● 無し ● ●

玉城町 ◎ 無し ○ ◎

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ◎ 無し ○ ◎

鳥羽市 ● 無し ○
要領案を検討したが運用ま
でならなかった。

●
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

伊賀市 ●
総合評価方式実施工事につ
いて試行

無し ○ 実施目標を達成 ●
総合評価方式実施工事につ
いて試行予定

名張市 ■ 無し ■
設計価格のみ事前公表し、
予定価格は入札日のくじに
よって決まる。

● 一部検討中

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

紀北町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ◎ 無し ○ ◎

御浜町 ◎ 無し ○ ◎

紀宝町 ■ 無し ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成24年度予定価格
の事後公表への移行

に関する実施目標
備考欄

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年度予定価格
の事後公表への移行
に関する実施目標の

達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度予定価
格の事後公表への

移行に関する実施目
標

備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。

■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ 実施予定無し ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 無し ■ ■ 実施予定なし

農林水産省東海農政局 ●
情報収集した資料をもとに活
用方法検討

情報収集に留める ■ 情報収集 ■
記載方針により見直し。
情報収集を継続予定。

林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎
導入することが有効な工事
全て

○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 無し ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定なし

岐阜県 ◎
電子メールを活用した情報

共有を実施
無し ○ 目標を達成 ◎

引き続き、電子メールを活用
した情報共有を実施

静岡県 ■ ■ ■

愛知県 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

三重県 ● 30件の工事で実証実験予定 無し ● 実証実験実施に変更無し ● 引き続き実証実験を行う

静岡市 ● 実証実験結果の検証 ■ ■ 実証実験の結果、実施なし。 ■ 実施予定無し

浜松市 ■ ■

名古屋市 ■
記載方針に基づき２４年度

目標を訂正。
無し ■

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変更なし ■
現時点で、本社からの予定
等の情報は、無し

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

（独）水資源機構中部支社 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

静岡県道路公社 ■ 無し ■ ■

愛知県道路公社 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄組織名
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岐阜市 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施の予定無し ■ 現時点で実施の予定無し

大垣市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

高山市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

多治見市 ■ 無し ■ ■

関市 ■ なし ■ ■

中津川市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無しに変わり無し

美濃市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 無し ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。

■
試行にまで至る予定は無

い。

山県市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ 無 ■ ■

海津市 ■ 無 ■ ■

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ 実施予定無し。 無し ■ ■

七宗町 ● 無し ● ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

組織名 備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検
討のための情報収集は行

う
菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ○ ○ ◎

湖西市 ■ ■ ■

備考欄
平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

組織名

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）
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豊橋市 ○ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ● ● ●

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ■ 無し ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

愛西市 ■ 無し ■ ■

組織名 備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

29



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ■ 実施予定無し 無し ■ 変更なし ■ 変更なし

四日市市 ■ 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

菰野町 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ■ 実施予定無し 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■
要領案を検討したが運用ま
でならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ■ 無し ■ ■

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

紀北町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

備考欄組織名 備考欄
平成25年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

平成24年度受発注者
間の工事情報の共有
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度工受発注
者間の工事情報の共
有に関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞
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様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ 実施予定無し ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 無し ■ ■ 実施予定無し

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局
(港湾空港部）

◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県 ◎ 資材価格のみ ● ○ 資材価格は達成 ● 資材価格のみ

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ● 資材単価のみ 無し ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

三重県 ● 資材価格のみ情報共有 無し ○
資材価格のみ情報共有に変
更なし

● 資材価格のみ情報共有

静岡市 ● 資材単価のみ 無し ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

浜松市 ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

名古屋市 ● 無し ● 一部の発注局で実施。

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
現時点で、本社からの予定
等の情報は、無し

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

（独）水資源機構中部支社 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

静岡県道路公社 ◎ 無し ○ ◎

愛知県道路公社 ●
資材価格のみ愛知県より情
報を受けている

無し ○ 目標に変更無し ● 目標に変更無し

三重県道路公社 ●
資材価格のみ三重県より情
報を受けている

● ●

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ●
他官公庁より情報提供を受
けている

無し ○ 現状に変わりなし。 ●
引き続き他官公庁より情報提
供を受ける予定。

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

備考欄組織名

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

備考欄
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岐阜市 ○ 岐阜県のシステムを利用 無し ○ ◎

大垣市 ◎ 無し ○ ◎

高山市 ◎ 岐阜県のシステムを利用 無し ○ 実施状況に変更なし ◎ 引続き実施

多治見市 ■ あり ○
従前から岐阜県のシステムを
利用しているので、今年度か

ら達成とする
◎ 岐阜県のシステムを利用

関市 ■ 無し ■ ●

中津川市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定に変わり無し ■ 実施予定に変わり無し

美濃市 ■ ● ●
岐阜県の積算システムを利

用している。
●

岐阜県の積算システムを利
用している。

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ◎ 岐阜県のシステムを利用 無し ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ◎ ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

可児市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

山県市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ 県システムを利用 ◎ ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

下呂市 ■ 無し ■ ■

海津市 ◎ 県システムを利用 無 ○ 県システムを利用 ◎ 県システムを利用

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ● 無し ● ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定なし

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

備考欄 備考欄

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ● ● 資材単価のみ ●

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ● 資材単価のみ ● ●

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検

討のための情報収集は行う。

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ■ ■ ■

湖西市 ◎ ○ ◎

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄 備考欄

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）
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豊橋市 ○ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ● 愛知県に準拠 ◎
愛知県に準拠したシステム等

を使用することにより達成

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定は無い。

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ■ 無し ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ 愛知県単価使用 ○ ◎ 愛知県に準拠

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ ◎ ○ 愛知県に準拠 ◎ 愛知県に準拠

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ◎ ■ 項目の解釈誤り ■ 項目の解釈誤り

岩倉市 ■ 愛知県に準拠 ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

愛西市 ■ 無し ■ ■

組織名

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

備考欄

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
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清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ● 資材価格のみ情報共有 ● 資材価格のみ情報共有 ● 資材価格のみ情報共有

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

組織名 備考欄
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ■ 実施予定無し 無し ■ 変更無し ■ 変更無し

四日市市 ■ 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

菰野町 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ● 無し ● ●

鈴鹿市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■
要領案を検討したが運用まで
ならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

紀北町 ■
資材価格のみ三重県と
情報共有

無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ●
資材単価は県と
情報共有

無し ●
資材単価は県と
情報共有

●

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

平成24年度資材単
価、需給動向に関す
る情報共有に関する

実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実
施目標の達成状況

（中間報告）

備考欄

平成25年度資材単
価、需給動向に関する
情報共有に関する実

施目標

備考欄

37



様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ 実施予定無し ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局
(港湾空港部）

◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎ 無し ○ ◎ 継続して実施

岐阜県 ◎ 建設工事変更事務処理要領 無し ○ 要領整備済み ◎ 建設工事変更事務処理要領

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ 設計変更事務取扱要領 無し ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

三重県 ◎
設計変更ガイドラインの作成
を検討

無し ○ ◎

静岡市 ◎
静岡市設計変更事務取扱要

領
無し ○

静岡市設計変更事務取扱要
領

◎
静岡市設計変更事務取扱要

領

浜松市 ◎ ○

名古屋市 ● 無し ● 一部の発注局で実施。

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎
設計変更手続きに関する要

領をHPに掲載
無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定に変更なし ■
現時点で、本社からの予定
等の情報は、無し

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 国交省に準拠 無し ■ 国交省に準拠 ■ 国交省に準拠

（独）水資源機構中部支社 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ◎ 静岡県に準拠 無し ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 無し ○
既に実施済みであるため目
標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県道路公社 ◎ 三重県に準拠 ○ ◎

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ■ 検討の継続 無し ■ 検討の継続 ■ 検討の継続

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
備考欄組織名

平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

備考欄
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岐阜市 ◎ 無し ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

大垣市 ◎ 無し ○ ◎

高山市 ■
独自ガイドライン・指針の整

備予定無し
無し ■

独自ガイドライン・指針の整
備予定無しに変わり無し。

■
必要に応じて検討を行うが、
作成等についての予定はな

い
多治見市 ■ 無し ■ ■

関市 ■ 無し ■ ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

中津川市 ■ 実施予定無し 無し ■
実施予定無しに変わり無し

岐阜県の要領を準拠
■

実施予定無しに変わり無し
岐阜県の要領を準拠

美濃市 ■ ● ●
岐阜県の建設工事事務処理

要綱要に準拠
●

岐阜県の建設工事事務処理
要綱要に準拠

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ◎ 岐阜県に準拠 無し ○ 岐阜県の要領を準拠 ◎ 岐阜県の要領を準拠

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ◎ 無し ○ 実施予定に変わり無し。 ◎

山県市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ 実施予定なし ■ ■

下呂市 ■ 無 ■ ■

海津市 ■ 無 ■ ■

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ■ ■ ■

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
組織名

平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

備考欄

39



　

下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ■ ◎ ○ 静岡県に準拠 ◎

伊豆の国市 ◎ 変更なし ○ ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ◎
富士宮市建設工事設計変更

事務取扱要領による
無 ○ ◎

富士市 ●
設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案(土木工
事）の運用

●
（案）のため、事務処理の参
考に留まる

●
設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案(土木工
事）の運用継続

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ● ● ●

吉田町 ◎ 設計変更事務取扱要領 無し ○ ◎

磐田市 ◎ ○ ◎

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ◎
建設工事設計変更事務処理

要領を運用
無し ○ 実施済み。 ◎ 要領を引き続き運用

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
備考欄組織名

平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞
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豊橋市 ○ 無し ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ●
設計変更事務取扱要領につ

いては策定済
●

国県の指針に基づき、事務
取扱要領にて対応

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ◎ 無し ○ ◎

豊田市 ●
設計変更事務取扱要領あ

り。
なし ● 変更予定なし ● 変更予定なし

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ ○ ◎

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

江南市 ◎ 無し ○ ◎

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ 無し ○ ◎

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ ◎ ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

知多市 ○ ■ ○

知立市 ● ● ●

尾張旭市 ◎ 無し ○ ◎

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ● ● ●

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ◎ 実施済み 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎

既に実施済みであるため、目
標に変更無し。

愛西市 ○ 有り ■ 実施検討であったが実施無し ○ 実施検討を行なう予定

平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄
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清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ◎ ○ ◎

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ◎ 愛知県に準拠 無し ○ ◎

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ○ ● ○

東浦町 ◎ 設計変更事務取扱要領 ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ◎ ◎

武豊町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
町独自の指針作成の実施予
定なし。当面は愛知県に準

拠
幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄組織名
平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
備考欄備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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桑名市 ◎
設計変更ガイドラインを作成
して施行・運用（H23より）

無し ○ ◎

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

東員町 ■ 実施予定無し 無し ■ 変更無し ■ 変更無し

東員町 ■

四日市市 ● 無し ■
設計変更ガイドラインの検討
を予定

○
設計変更ガイドラインを実施
予定

菰野町 ■ 実施予定なし 無し ■ ● 検討中

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ◎ 無し ○ ◎

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ◎ 無し ○ ◎

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ◎

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ◎
「鳥羽市建設工事設計変更
要領」の運用開始

■ ■
要領案を検討したが運用まで
ならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ○ 無し ○ ○
設計変更ガイドラインの作成
を検討

伊賀市 ◎
「伊賀市建設工事等設計変
更取扱マニュアル」を運用中

無し ○
既に実施済みであるため、目
標に変更なし

◎ 継続して実施予定

名張市 ■ 変更指針あり 無し ■ ■

尾鷲市 ● 無し ○

H24.8.1より「尾鷲市工事請負
契約における設計変更ガイド
ライン」及び「尾鷲市建設工
事設計変更要領」施行

◎ 継続して実施予定

紀北町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

組織名
平成24年度設計変
更ガイドライン・指針
に関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度設計変更
ガイドライン・指針に関
する実施目標の達成

状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度設計変更
ガイドライン・指針に関

する実施目標
備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注
が無い。

■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し 無し ■
実施予定無しに変わり無し。

導入出来る工事が無い。
■ 導入出来る工事が無い。

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ 実施予定無し ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ●
情報収集した資料をもとに活
用方法を検討

情報収集に留める ■ 情報収集 ■
記載方針により見直し。
情報収集を継続予定。

林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 無し ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ○
ICT技術を標準的な施工法と
した

○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

静岡県 ■ ■ ■

愛知県 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

三重県 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変更無し ■ 実施予定無し

静岡市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

浜松市 ■ ■

名古屋市 ■ 無し ■

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ 事例収集 無し ■ ■

（独）都市再生機構中部支社 ■ ■ ■
現時点で、本社からの予定
等の情報は、無し

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

（独）水資源機構中部支社 ●
施工の合理化として個別事
業毎に実施

無し ■ ●

静岡県道路公社 ■ 無し ■ ■

愛知県道路公社 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

組織名
平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標
備考欄
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岐阜市 ■ 実施予定なし 無し ■ ■

大垣市 ■ 実施予定無し。 無し ■ ■

高山市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 変わり無し

多治見市 ■ 無し ■ ■

関市 ■ 無し ■ ■

中津川市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無しに変わり無し

美濃市 ■ 無し ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 無し ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変更なし ■

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注

が無い
■

山県市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

下呂市 ■ 無 ■ ■

海津市 ■ 無 ■ ■

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注

が無い
■ 導入予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ■ ■ ■

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ● ■

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標

平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

備考欄備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

組織名
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注

が無い
■

工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検

討のための情報収集は行う。

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

組織名 備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標
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豊橋市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ■ 無し ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ 無し ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

愛西市 ■ 無し ■ ■

平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標
組織名 備考欄備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞
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清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定なし。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標
備考欄

平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ● ■ ■ 実施出来なかった ■
導入出来る規模の工事発注
が無い。

四日市市
営繕工務課（建築）

■ 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
建築工事では導入出来る工
事が無い。

■

四日市市
道路整備課（土木）

■ 無し ■ ■

菰野町 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ■ 実施予定無し。 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注
が無い。

■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■ ■

志摩市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ■ 無し ■ ■

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

紀北町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

組織名 備考欄
平成25年度建設ICTの
導入に関する実施目

標
備考欄

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成24年度建設ICT
の導入に関する実施

目標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度建設ICTの
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）
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様式１

　 　 　

記載例 ○
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

無し ○
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

◎
1,000万円以上の工事は原
則として総合評価方式を導
入する予定。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 無し ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県 ◎ 無し ○
実施目標に変更なし。

評価項目の見直しを検討
中

◎ 継続して実施予定。

静岡県 ●
総合評価の評価項目として
実施

無し ● ●

愛知県 ◎ 総合評価の評価項目 無し ○ 総合評価の評価項目 ◎ 総合評価の評価項目

三重県 ◎ 総合評価評価項目 無し ○ ◎ 総合評価評価項目

静岡市 ◎
工事成績や総合評価落札方

式で評価
無し ○

工事成績や総合評価落札方
式で評価

◎
工事成績や総合評価落札方

式で評価

浜松市 ◎ ○

名古屋市 ◎
総合評価の評価項目として

実施
無し ○ ◎

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ 無し ■ ■

（独）都市再生機構中部支社 ■ 無し ■ ■
現時点で、本社からの予定

等の情報は、無し
（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 実施予定なし。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

（独）水資源機構中部支社 ◎
工事成績や総合評価落札方
式で評価

無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ■ ● ●
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
●

総合評価試行工事の評価項
目として実施。

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 無し ○
既に実施済みであるため目

標に変更無し
◎ 継続して実施予定

三重県道路公社 ◎ 三重県基準準拠 ○ ◎

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎
総合評価の評価項目として
実施

無し ○ ◎
1,000万円以上かつ簡易な工
事以外は原則として総合評

価方式を実施

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
無し ○

総合評価試行工事の評価項
目として実施。

◎
総合評価試行工事の評価項
目として継続して実施予定。

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄組織名

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄
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岐阜市 ◎ 無し ○ 既に実施済み ◎ 継続して実施予定

大垣市 ◎ 無し ○ ◎

高山市 ◎ 総合評価方式のみ 無し ○
総合評価落札方式のみ評価
項目として実施

◎ 変わり無し

多治見市 ◎ 無し ○ ◎

関市 ● ○ 総合評価方式に導入 ○

中津川市 ◎ 総合評価方式のみ 有り ■ 総合評価方式実施無し ● 総合評価方式のみ実施

美濃市 ● ○ ○ 総合評価方式のみ ○

瑞浪市 ◎ ○ ◎

羽島市 ◎ 無し ○
総合評価落札方式の評価項

目
◎

総合評価落札方式の評価項
目

恵那市 ○ ○ ◎ 総合評価方式のみ

美濃加茂市 ◎ ○ ◎

土岐市 ◎ 総合評価落札方式 無し ○ ○

各務原市 ◎ 無し ○ 総合評価落札方式 ◎ 総合評価落札方式

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ◎ ○ ◎

瑞穂市 ◎ 無し ■
まだ、総合評価方式を実施

していないため
◎

飛騨市 ◎ 無し ■ 実績なし ◎

本巣市 ◎ ■ ◎

郡上市 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎

下呂市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

海津市 ○ 総合評価落札方式 無 ■ ○ 総合評価落札方式

岐南町 ◎ 総合評価落札方式 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

笠松町 ○
総合評価の場合に実施
ボランティア活動等

無 ○ ○

養老町 ◎ 総合評価方式の場合に実施 ■
今年度中に、総合評価方式
の場合に実施予定

◎ 総合評価方式の場合に実施

垂井町 ◎ ボランティア活動の状況等 ○ ボランティア活動の状況等 ◎ ボランティア活動の状況等

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ○ 総合評価落札方式 無し ■ ○ 総合評価落札方式

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ◎ ○ ◎

大野町 ■ ■ ■

池田町 ◎ 総合評価落札方式 無し ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ◎ 総合評価落札方式 無し ○ ◎

富加町 ◎ 総合評価落札方式 ■ ◎ 総合評価落札方式

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ●
災害応援協定・
消防団員

● ●

八百津町 ◎ ○ ◎

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 実施予定なし 無し ■ 実施予定なし ■ 総合評価方式導入計画なし

御嵩町 ◎ 無し ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の目

標）

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄組織名

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄
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下田市 ◎ ○
今年度はまだ総合評価を実

施していないため
◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ● 総合評価方式で実施予定 なし ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施予定

河津町 ■ ● ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施予定

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し。 ■ 実施予定無しに変わりなし。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ● ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ 無し ○ ◎

裾野市 ● ● ●

伊豆市 ■ ● ■ 総合評価方式で実施予定 ● 総合評価方式で実施

伊豆の国市 ◎ 変更なし ○ ◎

函南町 ■ 総合評価方式で実 ○ 総合評価方式で実施 ◎ 総合評価方式で実施

清水町 ◎ 総合評価の場合のみ実施 ○ ◎

長泉町 ● 総合評価方式で実施 ○ 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施

小山町 ● 無し ● ●

富士宮市 ● 無 ● ● 総合評価法式で実施

富士市 ◎ ◎ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎ 総合評価の場合のみ実施 ○ 総合評価の場合のみ実施 ◎ 総合評価の場合のみ実施

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ■ 総合評価の場合に実施 ■ 総合評価で実施済み ■ 総合評価の場合に実施

御前崎市 ◎ 総合評価方式で実施 なし ○ 総合評価方式で実施 ◎ 総合評価方式で実施

牧之原市 ◎ 総合評価のみ実施 ○ 総合評価のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

吉田町 ◎ 総合評価のみ実施 無し ■ ◎

磐田市 ◎ 総合評価のみ実施 ○ ◎

掛川市 ◎ ○ 総合評価のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

袋井市 ◎ 総合評価のみ実施 無し ○
総合評価のみ実施するに変
更なし。

◎
総合評価のみ実施を継続す
る。

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎ ○ ◎

湖西市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

組織名
平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）
備考欄

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
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豊橋市 ○ 無し ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

岡崎市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ 無し ○
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
◎

継続的に評価項目として設
定していく予定

半田市 ◎
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
無し ○ 変更なし。 ◎

引き続き総合評価試行工事
の評価項目として実施予

定
春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ◎
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
● ○

碧南市 ◎ 無し ○ ◎

刈谷市 ◎ 総合評価落札方式で評価 無し ○ ◎

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ◎ 総合評価落札方式で評価 無し ○ ○

西尾市 ◎ 災害協定、雇用状況等 ○ 災害協定、雇用状況等 ◎ 災害協定、雇用状況等

蒲郡市 ◎
（総合評価落札方式の評価

項目）
○ ◎ 総合評価落札方式で試行

犬山市 ◎ ○ ◎

常滑市 ◎ 総合評価落札方式で評価 無し ○
既に実施済のため、目標に

変更無し
◎ 継続して実施する予定

江南市 ◎ 総合評価落札方式で評価 無し ○ ◎

小牧市 ◎
総合評価落札方式の評価項

目にて実施
○ ◎

稲沢市 ◎ 無し ○ ◎

新城市 ◎ ○ 総合評価落札方式で評価 ◎ 総合評価落札方式で評価

東海市 ◎ 総合評価落札方式で評価 無し ○ ◎

大府市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ 総合評価落札方式で評価 ◎ 総合評価落札方式で評価

知多市 ◎ 総合評価競争入札で実施 ○ ◎

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ◎
総合評価落札方式で試行実

施
無し ○ ◎

総合評価落札方式で試行実
施する予定

高浜市 ◎ ○ ◎

岩倉市 ● 総合評価方式で実施 ○ 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施

豊明市 ◎ ■ ■
今年度総合評価実施予定な

し
○

日進市 ◎
総合評価試行工事の評価項

目として実施。
無し ○ 継続実施 ◎ 継続実施

田原市 ◎
総合評価落札方式で試行実

施
無し ○

既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。

組織名

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）
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愛西市 ◎ 総合評価落札方式で実施 ○ 総合評価落札方式で実施 ◎ 総合評価落札方式で実施

清須市 ◎ 総合評価方式で実施予定 無 ○ ◎

北名古屋市 ◎ 無し ○ ◎ 総合評価落札方式で実施

弥富市 ○ 総合評価落札方式で実施 ■ ９月末現在総合評価未実施 ○

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手市 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、

目標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ● 総合評価落札方式で実施 ● ● 総合評価落札方式で実施

扶桑町 ●
総合評価落札方式の評価項

目として実施予定
無し ● ●

あま市 ● ● ●

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ● 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ◎ 総合評価落札方式で実施 無し ○ 変更無し。 ◎ 総合評価落札方式で実施

幸田町 ◎ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定なしに変わり無し ■

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄組織名
平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

目標変更
（変更後の目

標）

平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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桑名市 ● 総合評価評価項目 ◎ ○ ◎

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ◎ 無し ○ ◎

東員町 ●
目標を設定したが実施でき
なかった。

■ ■ 次年度導入に向け検討中 ●
総合評価の評価項目として
検討。

四日市市 ◎ 無し ○
総合評価の評価項目として
実施

◎ 継続して実施

菰野町 ○ 町内路線雪氷対策業務特別点 無し ○ 変更なし ○ 変更なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ◎
総合評価試行工事の評価項
目として実施。

無し ○
総合評価試行工事の評価項
目として実施。

◎
総合評価試行工事の評価項
目として実施。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ◎
総合評価試行工事の評価項
目

無し ○ ◎

松阪市 ◎ 無し ○ ◎

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ◎ 無し ○ ◎

大台町 ◎
総合評価試行工事の評価項
目

無し ○ ◎

伊勢市 ● 総合評価 無し ● 総合評価 ● 総合評価

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ○ 無し ■ ○

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■
要領案を検討したが運用ま
でならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ◎ 無し ◎
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

伊賀市 ●
総合評価試行工事の評価項
目として実施

無し ○ 実施目標を達成 ●
総合評価試行工事の評価項
目として実施

名張市 ●
総合評価試行工事の評価項
目として実施

無し ○ ○

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

紀北町 ◎ 総合評価評価項目 無し ○ ◎

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ● 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

目標変更
（変更後の目

標）
組織名

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成24年度地域貢献
の評価に関する実施

目標の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度地域貢献
の評価に関する実施

目標
備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

警察庁中部管区警察局 ■ 無し ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ◎ 無し ○ ○

財務省東海財務局 ■ 無し ■ ■

財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ 実施予定無し ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし 無し ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県
（県土整備部、都市建築部）

◎
「ワンデーレスポンス実施要
領」、「工事着手前協議（三者
協議）の運用方針」により運

無し ◎ 継続実施 ◎ 継続実施

岐阜県農政部 ◎
「ワンデーレスポンス実施要
領」、「工事着手前協議（三者
協議）の運用方針」により運

無し ◎ 継続実施 ◎ 継続実施

岐阜県林政部 ●
「ワンデーレスポンス実施要
領」により運用中

無し ◎ 継続実施 ● 継続実施

静岡県 ○

ワンデーレスポンスは全工事
箇所で試行実施。
３者会議に相当するものとし
て、「工事管理連絡会」の設
置を特記仕様書で定めてい

◎ ○
ワンデーレスポンス実施要領
を策定し、本年度で試行実施
の達成見込み。

◎

ワンデーレスポンスは、H25
年度より本格実施する。３者
会議に相当するものとして工
事管理連絡会を導入済み。

愛知県 ◎
ワンデーレスポンス要領、設
計・施工条件確認会議

無し ○
ワンデーレスポンス要領、設
計・施工条件確認会議

◎
ワンデーレスポンス要領、設
計・施工条件確認会議

三重県 ○

ワンデーレスポンスの手引き
を策定予定。
三者会議においては引き続
き試行を推進。

無し ● ○

ワンデーレスポンスの手引き
を策定予定。
三者会議においては引き続
き試行を推進。

静岡市 ◎

ワンデーレスポンス…全ての
建設工事
三者会議…構造計算を伴う
重要構造物の存在する建設

無し ○
三者会議の対象工事の拡大
を検討中

◎
三者会議の対象工事の拡大
を検討中

浜松市 ● ３者会議 ● ３者会議のみ

名古屋市 ■

記載方針に基づき２４年度目
標を訂正。
制度的なものではないが、迅
速対応している。

無し ■

中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ●
一部職種工事でワンデール
スポンス実施目標

● ●
一部職種工事でワンデール
スポンス実施目標

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

（独）水資源機構中部支社 ● 無し ○
ワンデーレスポンスについて
は、平成24年10月より特記
仕様書に明示することとした

●
ワンデーレスポンスについて
は、継続して実施予定

静岡県道路公社 ■ 無し ■ ■

愛知県道路公社 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ● ●

通知や明文化した要領等は
無いが、受注者からの問い
合わせには速やかに対応し
ており、発注者、受注者間で
施工内容に相違がないよう
連携を密に取る体制を取って

●

名古屋港管理組合 ● 三者会議は実施予定無し 無し ● 三者会議は実施予定無し ● 三者会議は実施予定無し

四日市港管理組合 ●
三者会議を試行的に実施予
定

○ ●
三者会議を試行的に実施予
定

日本下水道事業団
東海総合事務所

○ 三者会議を実施 無し ○ 三者会議を実施 ◎
三者会議だけを実施する予
定

組織名

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄 備考欄

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞
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岐阜市 ● 無し ●
ワンデーレスポンスについて
は試行予定。３者会議は建

築関係で導入済
●

ワンデーレスポンスについて
は試行予定。３者会議は建

築関係で導入済

大垣市 ■ 実施予定無し。 無し ■ ■

高山市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

多治見市 ■ 無し ■ ■

関市 ■ 無し ■ ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

中津川市 ● 一部実施予定 無し ●
一部実施予定に変わり無し

岐阜県の要領を準拠
●

一部実施予定に変わり無し
岐阜県の要領を準拠

美濃市 ● 無し ●
ワンデーレスポンス実施要領

に準拠する。
●

ワンデーレスポンス実施要領
に準拠する。

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 無し ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変更無し。 ■

各務原市 ■ 無し ■ ■

可児市 ● 無し ● 実施予定に変わり無し。 ○ 実施予定に変わり無し。

山県市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し

瑞穂市 ● 無し ● ●

飛騨市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ 実施予定無し ■ ■

下呂市 ● 無し ● ●

海津市 ■ 無 ■ ■

岐南町 ■ 無し ■ ■

笠松町 ■ 無 ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 無し ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ● 無し ● ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ● 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄組織名
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ● ◎

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ 変更なし ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■

ワンデーレスポンスの要領等
は定めていないが、協議や
質問に対し迅速に対応できる
組織体制としている。

■ ■

ワンデーレスポンスの要領等
は定めていないが、協議や
質問に対し迅速に対応できる
組織体制とする。

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ● ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検
討のための情報収集は行

う
菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

組織名

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄
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豊橋市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ●
ワンデーレスポンスについて

は実施済
●

ワンデーレスポンスについて
は継続して実施していく

半田市 ■ 実施予定なし。 無し ■ 実施予定に変わり無し。 ■ 実施予定無し。

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ● 無し ■ ●

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ■ ■ 実施予定無し ■

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

愛西市 ○ 有り ■
当初目標を変更し実施予定

無
■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄組織名

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標
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清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ■ ● ●

大治町 ■ 無し ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄組織名 備考欄

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞
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桑名市 ■ 無し ■ ■

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ■ 実施予定無し 無し ■ 変更無し ■ 変更無し

四日市市
営繕工務課（建築）

■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

速やかに回答をする体制を
とっているが、ワンデーレス
ポンスの手引き等を作成する
予定は無い。

四日市市
道路整備課（土木）

● 無し ● ●

菰野町 ■ 導入予定なし 無し ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ● 無し ● ●

鈴鹿市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

亀山市 ■ 無し ■ ■

津市 ■ 無し ■ ■

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ● 無し ● ●

明和町 ● 無し ■ ●

大台町 ■ 無し ■ ■

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ■ 無し ■ ■

南伊勢町 ■ 無し ■ ■

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■ ■

志摩市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

紀北町 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ● 無し ■ ■

紀宝町 ○ 無し ●
制度として定めていないが、
何かあった場合には、迅速に
対応している。

●

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標の達成状況
（中間報告）

備考欄

平成25年度ワンデーレ
スポンスや３者会議の
導入に関する実施目

標

備考欄
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様式１

　 　 　

記載例 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

無し ◎ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

警察庁中部管区警察局 ◎
1，000万円を超える工事は内閣府所管契約
事務取扱細則26条に基づく最低価格調査を

実施
○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

警察庁中部管区警察学校 ◎
1,000万円超の工事は最低制
限価格制度導入

無し ○ ◎ 継続して実施予定。

財務省東海財務局 ◎ 無し ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎
1，000万円以上の工事は最

低制限価格制度導入
無し ◎ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

国税庁名古屋国税局 ■ 無し ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ 無し ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ 無 ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ 無し ○
既に実施済みであるため、目

標に変更無し。
◎ 継続して実施予定。

林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 無し ◎ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

経済産業省中部経済産業局 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

無し ■ 該当工事なし ◎ 継続して実施予定。

 国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ○ ■ ○

海上保安庁第四管区海上保安本部 ◎ ○ ◎

環境省中部地方環境事務所 ◎ 無し ○ H２３公契連モデルに変更 ■ 実施予定無し

岐阜県 ◎ H２３公契連モデル 無し ○
最低制限価格の見直しを

検討中。
◎ 継続して実施予定。

静岡県 ◎ 公契連モデル 無し ○ ◎

愛知県 ◎ 公契連モデル 無し ○ 公契連モデル ◎ 公契連モデル

三重県 ◎

低入札価格調査対象工事
は、5，000万円以上(建築工
事及び付随する付帯工事に
ついては１億円以上)の工
事、及び5,000万円未満の工
事で制度の適用が必要と認
められる工事。これら以外
は、最低制限価格対象工事。

無し ○ ◎ 継続して実施予定。

静岡市 ○
H21公契連モデルから最新版
公契連モデルへの移行を検

討
無し ○ 検討中 ◎ 最新版公契連モデル

浜松市 ◎ ○

名古屋市 ◎
記載方針に基づき２４年度目標を訂正。

WTO・総合評価以外は最低制限価格制度。
WTO・総合評価は低入札価格調査制度。

無し ○ ◎

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ 無し ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ◎
予定価格1，000万円以上の

競争入札工事
○ ◎

予定価格1，000万円以上の
競争入札工事

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

◎ Ｈ23公契連モデル 無し ■ ○ 継続して実施予定

（独）水資源機構中部支社 ◎ 無し ○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

静岡県道路公社 ◎ 無し ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県準拠 無し ○
既に実施済みであるため目
標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県道路公社 ◎ 三重県に準拠 ○ ◎

名古屋高速道路公社 ◎ ○
H23.4.7付け要請
（中央公契連モデル）

◎

名古屋港管理組合 ◎ 公契連モデル 無し ○ ◎ 継続して実施

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎
1，000万円以上の工事は最

低制限価格制度導入
無し ○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

備考欄

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

組織名

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標
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岐阜市 ◎
低入札価格調査制度におい

て失格判断基準あり。
予定価格１３０万円以上２ ５

無し ○ 実施済み ◎
平成２４年度の状況をみて継

続して実施予定

大垣市 ◎ 無し ○ ◎

高山市 ◎ 3,000万円未満最低制限価格 無し ○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定

多治見市 ○ 無し ■ ○

関市 ◎ 無し ○ ◎

中津川市 ■ 市独自方式で実施 無し ■ 市独自方式に変更なし ■ 市独自方式に変更なし

美濃市 ■ 無し ■ ■

瑞浪市 ○ ● ●

羽島市 ■ 無し ■ ■

恵那市 ○ ● ●
1億5千万円以下
最低制限価格

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変更なし ■

各務原市 ● 見直し検討 無し ● ●

可児市 ◎ － ◎

山県市 ● 無し ● 当初目標どおり実施 ◎ 一部見直しを実施

瑞穂市 ■ 無し ■ ■

飛騨市 ● 見直し検討 無し ■ ■

本巣市 ○ ○ ○

郡上市 ○ 無し ○ 当初目標とおり実施 ◎ 継続実施

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ 最低制限価格制度あり 無 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

岐南町 ● 無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

●

笠松町 ● 基準価格の算出方法 無 ● ●

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ 無し ■ ■

輪之内町 ■ 無し ■ ■

安八町 ■ 最低制限価格制度あり 無し ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ○ ○ ○

池田町 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

北方町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

坂祝町 ■ 最低制限価格制度あり 無し ■ ■

富加町 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

川辺町 ◎ ○ ◎

七宗町 ■ ■ ■

八百津町 ● ○ ◎

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ 最低制限価格制度あり 無し ■ ■

御嵩町 ■ 無し ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞
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下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ 無し ■ ■

松崎町 ■ 無し ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ○ ◎ ○
５千万円以上で実施している
が「現場管理費」見直し済み

◎

伊東市 ■ ■ ○

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ● ■ ●

御殿場市 ■ 無し ■ ■

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ■ ■ ● 導入を検討

伊豆の国市 ○ 変更なし ● 見直し作業中 ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ○ ○ 公契連モデル（H23.4)に改正 ◎

小山町 ■ 無し ■ ■

富士宮市 ◎ H23.7公契連のモデルに改正 無 ○ 当初目標どおり実施 ◎ 継続して実施予定

富士市 ◎ ◎ ◎

焼津市 ● あり ○
H24.11から公契連のモデル

に改正
◎

藤枝市 ○ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ○
公契連の最新モデルに改正

予定

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ● 実施予定無し ■ ■

磐田市 ◎ ○ ◎

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ○
基準価格の算出方法の見直

し
無し ○

調査基準価格の算出方法見
直しを行った

○ 最低制限価格導入を検討

菊川市 ■ ■ ○

森町 ◎ ○ ◎

湖西市 ◎ ○ ◎

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄
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豊橋市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ○
設計金額が5，000万円以上

の工事
無し ○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ● ■ ●

碧南市 ■ 無し ■ ■

刈谷市 ○ 無し ■ ○

豊田市 ○ ○ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ 失格基準を追加 ○ 失格基準を追加 ◎ 失格基準を追加

蒲郡市 ■  ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ● 有り ■ 現在、制度導入を検討中 ●
基準金額以上の案件につい

て試行予定

江南市 ■ 無し ■ ■

小牧市 ■ ■ ●
総合評価落札方式での実施

を検討

稲沢市 ■ 無し ■ ■

新城市 ● ● 試行要領作成 ● 実施予定

東海市 ■ 無し ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ■ 無し ■ ■

高浜市 ◎ ○ ◎

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。

田原市 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にま

で至る予定では無い。

愛西市 ■ 無し ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄
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清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ 無し ■ ■

弥富市 ○ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 未定

豊山町 ■ 無し ■ ■

大口町 ■ ■ ●
全工種の最低制限価格制度

を検討

扶桑町 ■ 無し ■ ■

あま市 ● ● ●

大治町 ◎ 無し ○ ◎

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ● 導入を検討 実施予定 ○ ◎

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ 実施予定無し。 無し ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■ 実施予定無し。

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ なし ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

豊根村 ■ 実施予定無し 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄
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桑名市 ● 無し ■ ●

木曽岬町 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

いなべ市 ■ 無し ■ ■

東員町 ■ 無し ■ 変更無し ■ 変更無し

四日市市 ◎ 無し ○ 継続して実施 ◎ 継続して実施予定

菰野町 ■ 導入予定なし 無し ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし

朝日町 ■ 無し ■ ■

川越町 ■ 無し ■ ■

鈴鹿市 ◎

総合評価方式以外の1億円
以上の工事は低入札価格調
査基準価格導入
平成23年11月1日H23.4モデ
ルに見直し

無し ○ 当初目標通りに実施 ◎ 継続して実施予定

亀山市 ■
先ずは、最低制限価格の運
用検討を行う。

無し ■ ■

津市 ■ ◎ ○
最低制限価格をH23.4モデル
に変更

■

松阪市 ■ 無し ■ ■

多気町 ■ 無し ■ ■

明和町 ■ 無し ■ ■

大台町 ◎ 無し ○ ◎

伊勢市 ■ 無し ■ ■

玉城町 ■ 無し ■ ■

大紀町 ● 無し ○ ●

南伊勢町 ○ 無し ■ ○

度会町 ■ 無し ■ ■

鳥羽市 ■ 無し ■
要領案を検討したが運用まで
ならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

志摩市 ○ 無し ○ ○

伊賀市 ■ 予定なし 無し ■ 実施なし ■ 予定なし

名張市 ● 総合評価試行により 無し ○ 継続して実施予定 ○ 継続して実施予定

尾鷲市 ■ 無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

紀北町 ◎ H23.4モデル 無し ○ ◎

熊野市 ■ 無し ■ ■

御浜町 ■ 無し ■ ■

紀宝町 ■ 無し ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目

標

備考欄
目標変更

（変更後の目
標）

平成24年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

の達成状況
（中間報告）

備考欄
平成25年度低入札価
格調査基準価格の見
直しに関する実施目標

備考欄
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記載例 総合評価導入を本格化させ、未実施の１１項目内容については、いつまでに実施すべきか検討を行う。

警察庁中部管区警察局 導入済みの取り組みについては目標を達成できており、今後も引き続き実施を図る。

警察庁中部管区警察学校 特になし

財務省東海財務局 導入済みの取り組みについては目標を達成することができた。平成25年度も引き続き実施していく。

財務省名古屋税関 総合評価方式等の導入はしないものの、工事の規模に応じた適切な発注ができた。

国税庁名古屋国税局 地方局単独での実施済み項目の変更や、未実施項目の実施は出来ない。

厚生労働省東海北陸厚生局 総合評価落札方式の実施は予定していない。　予定価格は事後公表を行う。

厚生労働省岐阜労働局 特になし（該当工事が無いため）

厚生労働省静岡労働局 100万円以上の工事の予定価格の事後公表を実施した。

厚生労働省愛知労働局
100万円以上の工事の予定価格について事後公表を実施した。
総合評価落札方式は実施していない。

厚生労働省三重労働局 予定価格の事後公表を実施した。

農林水産省東海農政局
取組み全般について概ね目標を達成できた。情報化施工関係（工事情報の共有化、建設ＩＣＴの導入）については、情
報収集を行っていく。

林野庁中部森林管理局
国有林野事業としては、国の発注機関として求められている建設生産システムの適正化等の取組については現段階
においては達成できているものと考えている。

経済産業省中部経済産業局 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 H24に掲げた目標については中間報告時点で全て達成。H25も引き続き各取組みを確実に実施していく。（Ｐ）

国土交通省中部運輸局
予定価格の事後公表・３者会議については実施しているが、その他の項目については実施できていないため、低入札
価格調査基準価格の見直しを実施したい。

海上保安庁
第四管区海上保安本部

実施目標を設定した項目は達成したが、その他の項目については、実施予定は無い。

環境省中部地方環境事務所 特になし

岐阜県 取組みについて概ね目標を達成できた。建設ＩＣＴの導入については、実施の予定は無い。

静岡県
ワンデーレスポンスは、平成19年度より取り組みを開始し、平成24年度には実施要領を策定して土木工事及び業務委
託の全箇所で試行実施した。平成25年度からは全ての箇所を対象として本格実施の予定。

愛知県 １１項目の内、未実施の内容については実施の可能性について検討を進めていきたい。

三重県 取り組み項目全般について概ね目標を達成している。

静岡市 重点施策のうち、予定価格の事後公表への移行と低入札価格調査基準価格の見直しについて検討、推進をする。

浜松市 概ね達成できている。

名古屋市 未定

中日本高速道路株式会
名古屋支社

平成24年度より調査業務において「総合評価方式」の試行を行っている。

（独）都市再生機構中部支社 項目毎及び部門間で、ばらつきがあるが、本社指示事項については、実施する。

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

工事案件数が少ない中、総合評価方式などの重点項目については、計画通りの実施と基準の見直しや未導入項目
の検討を行なった。

（独）水資源機構中部支社
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。なお、工事情報や資材の単価、需給動向に関する情報共有について
は、現状で業務に支障なく対応出来ている状況である。

静岡県道路公社
H24年度は一般競争入札の実施に加え1件の総合評価方式を試行実施し、概ね目標を達成できた。
H25年度は2件程度の総合評価方式を実施し、その他の未実施項目についても検討していく。

愛知県道路公社 取組み全般については概ね目標を達成できた

三重県道路公社 三重県に準じ、できることから実施していきたい。

名古屋高速道路公社 取り組みについて概ね目標を達成できた。

名古屋港管理組合 取り組み全般について目標を概ね達成できた。

四日市港管理組合 取組み全般について概ね目標を達成できそうである。

日本下水道事業団
東海総合事務所

取組み全般について概ね目標を達成できた。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価
　

組織名 平成25年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの目標
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岐阜市
一般競争入札について本格実施の額を２千５百万円以上（１千万円以上２千５百万円未満は抽出にて試行）で実施し
ている。一般競争入札を本格実施する下限額について検討を行う。また、総合評価落札方式はその効果について検
証を行い引き続き試行実施する。

大垣市 総合評価落札方式の目標件数を達成する。未実施項目については今後も検討していく。

高山市
総合評価落札方式については上半期において年間20件の目標に対し12件の実施ができている。また、これまで高山
市独自の工事成績評定を使用していたが、6月20日をもって国交省に準拠した評定の導入を行った。今後はｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
業務等の成績評定の導入を課題として検討していく。

多治見市 総合評価入札方式の試行中であるが、総合評価による効果もふまえ、今後も検討を行う予定。

関市 －

中津川市 工事成績評定の平準化が必要がある。

美濃市 未実施項目については、今後も検討していく。

瑞浪市 Ｈ２４年度より工事成績評定を実施することができた。

羽島市 ・新たな取組みについては検討していく。

恵那市 未実施項目については、今後も検討していく。

美濃加茂市 －

土岐市
総合評価落札方式については、平成19年度に試行導入して以来、毎年1件の工事で実施しているが、案件があれば
積極的に実施していく。

各務原市 －

可児市 －

山県市 総合評価落札方式による入札を増加し、低入札価格調査基準価格を本格導入する。

瑞穂市 平成23年10月から一部工種で、一般競争入札の下限値を拡大して実施している。

飛騨市 －

本巣市 最低制限価格制度の最低制限価格の改正・適用工種の拡大を平成２４年9月に実施した。

郡上市
平成24年7月1日低入札価格調査制度改正を行う。（調査基準価格の見直し、基準額に満たない失格判断基準（土木
工事のみ）を新たに設定した。）

下呂市  -

海津市 目標達成できなかった項目について、実施できるよう取り組む。未実施項目は検討していく。

岐南町 未実施項目については今後検討していく。

笠松町
平成２４年度から一般競争入札の下限金額を５千万円へと変更し、本格実施している。今後も、基準価格の検討等、
実施に向けて検討

養老町 未実施の項目について、今後も検討を行う。

垂井町 －

関ヶ原町  実施予定なしの項目について、今後の実施に向け検討していきたい。

神戸町 特に取り組みは実施していない

輪之内町 －

安八町
総合評価の導入については、平成２３年度は発注できなかったが、平成２４年度においては、施行導入にて１件程度
実施したい。

揖斐川町 －

大野町 －

池田町 実施予定なしの項目については、実施に向けて検討していきたい。

北方町 特に取り組みは実施していない。

坂祝町 実施予定なしの項目について検討する。

富加町 －

川辺町 －

七宗町 －

八百津町 －

白川町 －

東白川村 未実施項目については、今後検討していく。

御嵩町 －

白川村 －

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（岐阜県）
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下田市 特になし

東伊豆町 平成２４年度の目標（中間）は概ね達成できた。平成２５年度の実施予定なしについてもできる限り検討していきたい。

南伊豆町 特になし

河津町 特になし

松崎町 特になし

西伊豆町 特になし

熱海市
取り組みについて概ね目標を達成。24年度において低入札価格調査基準価格の見直し完了。また、来年度以降に向
けて予定価格の事後公表について研究したい。

伊東市 特になし

沼津市 特になし

三島市
H24年度現在までは総合評価落札方式の導入状況（工事）、工事成績評定の実施状況、予定価格の事後公表への移
行状況、地域貢献の評価状況以外の項目の取組みについては実施なし。またH25年度は上記に加えて低入札価格調
査基準価格の見直しについて一部実施予定。

御殿場市 総合評価方式入札について計画どおり実施することができた。今後も継続的に実施する予定。

裾野市 総合評価落札方式の実施件数は1件だったが、今後も継続実施していきたい。

伊豆市 低入札価格調査制度及び最低制限価格制度について、平成25年度中に導入の検討予定。

伊豆の国市 総合評価落札方式については前年度と同様に実施予定。

函南町
平成22年度より電子入札を導入し24年度には９月末までに33件実施した。25年度にはさらに対象を広げ実施件数を
増やしていく予定。総合評価落札方式の入札において地域貢献を評価した。今後は低入札価格調査制度の整備を検
討する

清水町 特になし

長泉町
総合評価落札方式については前年同様に実施した。
また、低入札調査制度に関しては公契連に合わせた改正を行った。
なお、全ての工事、コンサル業務を電子入札にて対応している。

小山町
平成24年度と同様、総合評価落札方式の導入について工事のみならず建設コンサルタント業務を含め積極的に導入
していきたい。

富士宮市 引き続き未実施の項目については、再検討を行い実施の方向で取り組みたい。

富士市 特になし

焼津市 全ての項目をクリアしていないが、地方の状況に即した形での改善を模索している。

藤枝市 低入札調査基準価格の改正については引き続き検討していく

島田市
工事成績評定、予定価格の事後公表、地域貢献の評価状況については、平成23年度は実施目標どおり達成すること
ができた。しかしながら、今年度以降それ以外の取り組み項目については、現在のところ実施する予定がない。

川根本町 未実施の項目について、今後の導入を検討したい。

御前崎市 H25年度に低入札調査基準価格を改正予定。

牧之原市 平成24年度の実施目標は概ね達成できた。平成25年度も実施達成に向けて取り組みたい。

吉田町 特になし

磐田市 平成24年度の目標（予定価格事後公表、総合評価落札方式の本数）については概ね達成できる予定である。

掛川市
平成25年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みについては、現時点で検討中の案件や今後検討見込の
案件もあるため、現時点での見込で入力しました。

袋井市 特になし

菊川市 低入札価格調査制度の調査検討

森町 特になし

湖西市
H24に総合評価方式の評価内容を一部改正したので、H25は更に評価評価値算定価格（調査基準価格を下回った場
合）の改正検討をしたい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（静岡県）
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豊橋市 現在取り組みが遅れているものは、他市や受注業者の動向を踏まえて検討していきたい。

岡崎市 総合評価を導入して７年目となり、現在までの実施した上での課題を検証し、評価項目やその他の見直しを行う。

一宮市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。ただし、実施予定なしとしていた項目については、ひきつづき今後も、
実施について検討を行いたい。

瀬戸市 未実施の項目については、今後検討を行っていく

半田市 －

春日井市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

豊川市 取り組み全般について、概ね目標を達成することができた。

津島市
低入札調査基準価格を適用した入札において、県算定式による失格判断基準価格を試行的に導入。その結果等を踏
まえ、最低制限価格や低入札調査基準価格の算定式等見直しに向けた検討を今後も行う。

碧南市 －

刈谷市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

豊田市
平成24年度は、予定価格の事後公表の全面的に実施を引き続き継続した。また、施工体制確認型総合評価方式を引
き続き実施し、低入札での落札件数は0件であった。

安城市 現在取り組みが遅れているものは、近隣市や受注業者の動向を踏まえて対応していきたい。

西尾市 取り組みに全般について概ね達成できた。ただし、予定価格（事後公表）等については、今後の検討課題としたい。

蒲郡市
取り組みについて概ね目標を達成出来たが、実施予定無としていたものについては、実施できるように検討を行なっ
て行きたい。

犬山市 実施予定のものについて、概ね目標を達成できた。

常滑市
最低制限価格と同額で入札し、くじによって落札者を決定する案件が増加しているため、予定価格の事前公表及び最
低制限価格制度の見直し、低入札価格調査制度導入の検討を行う。

江南市 未実施項目について近隣市や受注業者の動向を踏まえて検討していきたい。

小牧市 総合評価落札方式案件に低入札調査制度の導入を検討する。

稲沢市
取り組み全般（実施予定のもの）について概ね目標を達成できている。平成25年度については総合評価落札方式の
適用基準としている一般競争入札の拡大をしていきたい。

新城市
総合評価落札方式４件実施した。
入札価格調査制度の整備を検討した。

東海市 概ね目標を達成できている。

大府市 未実施の項目については、国、県、近隣自治体の動向をふまえて検討を進めていく。

知多市 総合評価落札方式について、２年続けて０件でしたので、２５年度は１件は実施するようにしたい。

知立市
平成２０年度から総合評価落札方式を、毎年１案件実施してきました。公共工事の品質確保対策の為、平成２４年度
より実施案件を増やしていきたい。

尾張旭市 －

高浜市 実施予定のものについては実施でき、概ね目標を達成できた。

岩倉市 －

豊明市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

日進市 総合評価適用工事を、平成23年度は8件、24年度は7件実施した。平成25年度以降についても継続的に実施していく。

田原市 総合評価落札方式は試行導入から５年が経過したため、結果について分析を行い、本格導入に移行したい。

愛西市 未実施の項目について、今後、実施検討を行う。

清須市
実施予定としたものについては、概ね目標達成できたが、多くの項目については、未導入であり、引き続き実施検討し
ていきたい。

北名古屋市 取り組み全般について未実施が多いので、今後実施できるように検討を行っていきたい。

弥富市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

東郷町 －

長久手市 建設生産システムの適正化に向けては、人員配置の問題も含め今後の改善を検討していきたい。

豊山町 未実施の項目について、受注業者からの要望・近隣自治体の動向を踏まえ、実施検討を行う。

大口町 施工業者の技術力向上のための具体的な方策の検討が必要

扶桑町 －

あま市 近隣自治体の動向を踏まえ、実施検討を行います。

大治町 －

蟹江町 －

飛島村 －

阿久比町 近隣自治体の動向を踏まえ、実施に向けて検討したい。

東浦町 未実施項目が多数見受けられたため、平成25年度については実施するよう検討する。

南知多町 取り組み可能なものを検討していきたい。

美浜町 －

武豊町 次年度以降の検討も含め、実施可能な項目は積極的に取り組んでいきたい。

幸田町 現在取り組みが遅れているものは、他自治体や受注業者の動向を踏まえて対応していきたい。

みよし市 －

設楽町 予定価格の事後公表は、達成している。他については、特に取り組みしていない。

東栄町 特に取り組みしていない。

豊根村 実施可能な項目を検討していきたい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（愛知県）
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様式２

　

桑名市 実施予定なしの項目については、近隣市町の動向を参考にしながら検討していきたい。

木曽岬町 未達成となったが今後は他市町の動向を見ながら取り組んでいきたい。

いなべ市 －

東員町 未実施項目について検討する。

四日市市 目標を概ね達成できた。実施していない項目については、他市町の取組を参考に検討していきたい。

菰野町 －

朝日町 概ね達成できた。

川越町
平成24年度実施予定のものについては概ね達成できている。未実施の項目については、近隣市町の動向を踏まえて
検討する。

鈴鹿市
総合評価方式については、一定の効果が認められ，現状の問題に所要の修正を加えて引き続き取り組んでいきた
い。
実施予定なしとしている事柄については状況をみながら実施検討を行っていきたい。

亀山市 地域事情もあり、充分な取り組みとなっていない。

津市 概ね目標を達成できた。実施していない取組みについては、他市等の取組みを参考に研究、検討していきたい。

松阪市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。実施予定なしとしている事柄については状況をみながら実施検討を
行っていきたい。

多気町 －

明和町 －

大台町 未実施の項目については、他市町の状況を見ながら検討する。

伊勢市 －

玉城町 目標どおり達成できたが、実施予定なしの項目についても検討していきたい。

大紀町 実施に向け検討を行う。

南伊勢町 平成25年度は実施について検討していく。

度会町
総合評価の導入は難しく平成23年度は実施できませんでした。24年度についても現在のところ実施は難しく、目標に
関しては
変更なく1件の試行と死体ところです。

鳥羽市 予定していた設計変更ガイドラインの要領作成には至らなかったため、要領案の作成を検討する。

志摩市
設計変更ガイドラインや低入札価格調査については、導入に向けての素案を作成した段階であるが、導入は今後検
討する。

伊賀市 目標は達成しているが、実施予定なしの項目が多い状況である。

名張市
平成２４年度において、総合評価落札方式のマニュアル改正予定。案件選定し試行予定。低入札価格調査や地域貢
献の評価などを活用する。

尾鷲市
工事成績評定の充実と地域貢献評価の導入を検討していかなければならない。総合評価の導入については、本市の
発注規模（工事金額）から施行は難しい状況にある。

紀北町 －

熊野市 前年度と比較し特に変更点はありません。

御浜町 未実施の項目について、引き続き調査研究を行うこととしている。

紀宝町 実施できていない項目については、今後検討していきたい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（三重県）
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入札契約適正化法に基づく
実施状況調査の結果について

平成24年6月25日

国土交通省

総務省

財務省

参考資料ー２

1

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基づき、公共工事の発注
者による入札契約の適正化の取組状況について、毎年度１回調査（総務省・財務省連名）

また、平成17年度調査から「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づく「公共

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」について
の取組状況を合わせて調査



中部管内4県
・一般競争入札の導入・拡大
・総合評価方式の導入
・低入札価格調査制度・最低制限価格制度の導入
・低入札調査基準価格の事後公表への移行
・最低制限価格制度を採用している場合の最低制限価格の事後公表への移行
など

制度は平成23年9月1日現在

予定価格250万を超える工事を対象

平均落札率は単純平均で算出

同一工事で設計価格事前公表、予定価格事後公表の場合は「事前公表」と記載

努力義務事項:
「入札契約適正化指針」(H18.5.23閣議決定）において必要な措置を講ずるよう努めなければならない事項

2



3

努力義務事項

努力義務事項

・中部4県の総合評

価方式の導入は
全国平均に比べ高
い。

一般競争入札の導入状況

自治
体数

率
(%)

自治
体数

率
(%)

自治
体数

率
(%)

自治
体数

率
(%)

岐阜県 39 90.7% 37 86.0% 4 9.3% 6 14.0% 43 43
静岡県 30 83.3% 32 88.9% 6 16.7% 4 11.1% 36 36
愛知県 54 93.1% 52 94.5% 4 6.9% 3 5.5% 58 55
三重県 24 80.0% 25 83.3% 6 20.0% 5 16.7% 30 30
中部計 147 88.0% 146 89.0% 20 12.0% 18 11.0% 167 164
全国地方
公共団体

1,238 68.9% 1,262 70.6% 559 31.1% 526 29.4% 1,797 1,788

計

Ｈ２２ Ｈ２３

未導入
Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

導入

・中部4県の一般競

争入札の導入は全
国平均に比べ高い。

総合評価方式の導入状況

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 3 7.0% 8 18.6% 40 93.0% 34 79.1% 0 0.0% 1 2.3% 43 43
静岡県 6 16.7% 7 19.4% 30 83.3% 29 80.6% 0 0.0% 0 0.0% 36 36
愛知県 3 5.2% 5 9.1% 43 74.1% 42 76.4% 12 20.7% 8 14.5% 58 55
三重県 1 3.3% 2 6.7% 27 90.0% 24 80.0% 2 6.7% 4 13.3% 30 30
中部計 13 7.8% 22 13.4% 140 83.8% 129 78.7% 14 8.4% 13 7.9% 167 164
全国地方
公共団体

154 8.6% 202 11.3% 980 54.5% 936 52.3% 663 36.9% 650 36.4% 1,797 1,788

合計

Ｈ２２ Ｈ２３

導入 未導入
Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

試行導入
Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

一般競争入札に導入ついて

総合評価落札方式に導入について



4

低入札価格調査制度・最低制限価格制度導入について

努力義務事項

・中部4県の低入札調査制度・最低制限価格制度導入の率は全国平均に比べ高い

ダンピング対策(低入札価格調査基準価格導入 及び 最低制限価格導入)導入状況

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 14 32.6% 14 32.6% 11 25.6% 13 30.2% 10 23.3% 8 18.6% 8 18.6% 8 18.6% 43 43
静岡県 11 30.6% 11 30.6% 12 33.3% 12 33.3% 9 25.0% 9 25.0% 4 11.1% 4 11.1% 36 36
愛知県 5 8.6% 4 7.3% 12 20.7% 16 29.1% 39 67.2% 31 56.4% 2 3.4% 4 7.3% 58 55
三重県 0 0.0% 0 0.0% 7 23.3% 7 23.3% 22 73.3% 21 70.0% 1 3.3% 2 6.7% 30 30
中部計 30 18.0% 29 17.7% 42 25.1% 48 29.3% 80 47.9% 69 42.1% 15 9.0% 18 11.0% 167 164
全国地方
公共団体

189 10.5% 168 9.4% 477 26.5% 501 28.0% 859 47.8% 865 48.4% 272 15.1% 254 14.2% 1,797 1,788

いずれも未導入

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

最低制限価格のみ導入 合計

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度
Ｈ２２ Ｈ２３

低入札価格調査基準価格のみ導入
低入札価格調査基準価格導入

かつ　最低制限価格導入

最低制限価格導入状況

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 21 48.8% 21 48.8% 22 51.2% 22 51.2%
静岡県 21 58.3% 21 58.3% 15 41.7% 15 41.7%
愛知県 51 87.9% 47 85.5% 7 12.1% 8 14.5%
三重県 29 96.7% 28 93.3% 1 3.3% 2 6.7%
中部計 122 73.1% 117 71.3% 45 26.9% 47 28.7%
全国地方
公共団体

1,336 74.3% 1,366 76.4% 461 25.7% 422 23.6%

最低制限価格導入 未導入

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

低入札価格調査基準価格導入状況

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 25 58.1% 27 62.8% 18 41.9% 16 37.2%
静岡県 23 63.9% 23 63.9% 13 36.1% 13 36.1%
愛知県 17 29.3% 20 36.4% 41 70.7% 35 63.6%
三重県 7 23.3% 7 23.3% 23 76.7% 23 76.7%
中部計 72 43.1% 77 47.0% 95 56.9% 87 53.0%
全国地方
公共団体

666 37.1% 669 37.4% 1,131 62.9% 1,119 62.6%

低入札価格調査基準価格導入 未導入

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度
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努力義務事項

努力義務事項

低入札価格調査制度・調査基準価格の事後公表への移行について

最低制限価格制度・最低制限価格の事後公表への移行について

・中部4県の低入札調査基準価格・最低制限価格の事後公表率は全国平均に比べ高い

低入札価格調査調査基準価格の事後公表への移行状況

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 10 40.0% 11 40.7% 1 4.0% 0 0.0% 3 12.0% 3 11.1% 11 44.0% 13 48.1% 25 27
静岡県 22 95.7% 22 95.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.3% 1 4.3% 23 23
愛知県 7 41.2% 11 55.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 11.8% 1 5.0% 8 47.1% 8 40.0% 17 20
三重県 5 71.4% 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 28.6% 2 28.6% 0 0.0% 1 14.3% 7 7
中部計 44 61.1% 48 62.3% 1 1.4% 0 0.0% 7 9.7% 6 7.8% 20 27.8% 23 29.9% 72 77
全国地方
公共団体

349 53.3% 364 55.2% 13 2.0% 12 1.8% 70 10.7% 62 9.4% 223 34.0% 221 33.5% 655 659

Ｈ２３

非公表事後公表
事前公表・

事後公表の併用
事前公表

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

導入自治体数

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度
Ｈ２２

最低制限価格の事後公表への移行について

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 6 28.6% 6 28.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 14.3% 2 9.5% 12 57.1% 13 61.9% 21 21
静岡県 17 81.0% 17 81.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 19.0% 4 19.0% 21 21
愛知県 12 23.5% 13 27.7% 4 7.8% 4 8.5% 9 17.6% 8 17.0% 26 51.0% 22 46.8% 51 47
三重県 22 75.9% 21 75.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 10.3% 2 7.1% 4 13.8% 5 17.9% 29 28
中部計 57 46.7% 57 48.7% 4 3.3% 4 3.4% 15 12.3% 12 10.3% 46 37.7% 44 37.6% 122 117
全国地方
公共団体

633 48.3% 666 49.9% 32 2.4% 37 2.8% 189 14.4% 183 13.7% 456 34.8% 448 33.6% 1,310 1,334

事後公表

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

事前公表・
事後公表の併用

事前公表 非公表 導入自治体数

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度
Ｈ２２ Ｈ２３
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低入札価格調査基準価格の算定式について

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 総計 (ｼｪｱｰ) 全国 (ｼｪｱｰ)
独自モデルを採用（平成２３年４月公契連モデル以上の水準） (0.0%) 28 (1.6%)
平成２３年４月中央公契連モデルを採用 2 4 2 1 9 (5.5%) 113 (6.3%)
平成２３年４月中央公契連モデルに準拠 1 1 2 (1.2%) 35 (2.0%)
独自モデルを採用（平成２１年４月公契連モデル以上
平成２３年４月公契連モデル未満の水準）

2 1 2 5 (3.0%) 24 (1.3%)

平成２１年４月中央公契連モデルを採用 2 7 3 2 14 (8.5%) 135 (7.6%)
平成２１年４月中央公契連モデルに準拠 1 2 1 4 (2.4%) 43 (2.4%)
独自モデルを採用（平成２１年４月公契連モデル未満の水準） 14 4 5 23 (14.0%) 79 (4.4%)
平成２０年６月中央公契連モデルを採用 3 1 2 6 (3.7%) 55 (3.1%)
平成２０年６月中央公契連モデルに準拠 1 1 2 (1.2%) 17 (1.0%)
昭和６１年６月中央公契連モデルを採用 2 1 3 (1.8%) 48 (2.7%)
昭和６１年６月中央公契連モデルに準拠 2 1 3 (1.8%) 19 (1.1%)
算定式は非公表 3 1 2 6 (3.7%) 73 (4.1%)
制度未導入又は未回答 16 13 35 23 87 (53.0%) 1,119 (62.6%)

計 43 36 55 30 164 (100%) 1,788 (100%)

モデル別集計

平成２３年４月中央公契連モデル同等以上 2 5 3 1 11 (6.7%) 176 (9.8%)
平成２１年４月中央公契連モデル同等以上 5 8 7 3 23 (14.0%) 202 (11.3%)
平成２０年４月中央公契連モデル同等以上 15 7 6 3 31 (18.9%) 151 (8.4%)
昭和６１年６月中央公契連モデル同等以上 2 2 2 0 6 (3.7%) 67 (3.7%)
算定式は非公表 3 1 2 0 6 (3.7%) 73 (4.1%)
小計 27 23 20 7 77 (47.0%) 669 (37.4%)
(導入率) (62.8%) (63.9%) (36.4%) (23.3%) (47.0%) (37.4%)
制度未導入 16 13 35 23 87 (53.0%) 1,119 (62.6%)

計 43 36 55 30 164 (100%) 1,788 (100%)

低入札価格調査基準価格の算定式について
H23年度の状況
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最低制限価格制度・最低制限価格の算定式について

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 合計 (ｼｪｱｰ) 全国 (ｼｪｱｰ)
独自モデルを採用（平成２３年４月公契連モデル以上の水準） 1 1 (0.6%) 68 (3.8%)
平成２３年４月中央公契連モデルに準拠 1 2 3 (1.8%) 49 (2.7%)
平成２３年４月中央公契連モデルを準用 1 4 1 2 8 (4.9%) 171 (9.6%)
独自モデルを採用（平成２１年４月公契連モデル以上
平成２３年４月公契連モデル未満の水準）

1 6 3 10 (6.1%) 77 (4.3%)

平成２１年４月中央公契連モデルに準拠 1 1 3 5 (3.0%) 71 (4.0%)
平成２１年４月中央公契連モデルを準用 5 1 4 10 (6.1%) 199 (11.1%)
独自モデルを採用（平成２１年４月公契連モデルより低い水準） 6 3 19 4 32 (19.5%) 161 (9.0%)
平成２０年６月中央公契連モデルに準拠 1 1 2 (1.2%) 22 (1.2%)
平成２０年６月中央公契連モデルを準用 1 6 7 (4.3%) 77 (4.3%)
昭和６１年６月中央公契連モデルに準拠 1 2 3 (1.8%) 20 (1.1%)
昭和６１年６月中央公契連モデルを準用 1 1 3 1 6 (3.7%) 48 (2.7%)
算定式は非公表 10 5 11 4 30 (18.3%) 403 (22.5%)
制度未導入又は未回答 22 15 8 2 47 (28.7%) 422 (23.6%)
総計 43 36 55 30 164 (100%) 1,788 (100%)

モデル別集計

平成２３年４月中央公契連モデル同等以上 1 6 3 2 12 (7.3%) 288 (16.1%)
平成２１年４月中央公契連モデル同等以上 1 6 8 10 25 (15.2%) 347 (19.4%)
平成２０年４月中央公契連モデル同等以上 7 3 20 11 41 (25.0%) 260 (14.5%)
昭和６１年６月中央公契連モデル同等以上 2 1 5 1 9 (5.5%) 68 (3.8%)
算定式は非公表 10 5 11 4 30 (18.3%) 403 (22.5%)
小計 21 21 47 28 117 (71.3%) 1,366 (76.4%)
(導入率) (48.8%) (58.3%) (85.5%) (93.3%) (71.3%) (76.4%)
制度未導入 22 15 8 2 47 (28.7%) 422 (23.6%)

計 43 36 55 30 164 (100%) 1,788 (100%)

 最低制限価格の算定式について
H23年度の状況
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努力義務事項予定価格の事後公表への移行について

・中部4県の予定価格の事後公表の率は全国平均に比べ低い

予定価格の事後公表への移行について

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

岐阜県 6 14.0% 6 14.0% 9 20.9% 8 18.6% 22 51.2% 24 55.8% 6 14.0% 5 11.6% 43 43

静岡県 19 52.8% 20 55.6% 5 13.9% 4 11.1% 9 25.0% 8 22.2% 3 8.3% 4 11.1% 36 36

愛知県 4 6.9% 4 7.3% 9 15.5% 12 21.8% 42 72.4% 34 61.8% 3 5.2% 5 9.1% 58 55

三重県 6 20.0% 8 26.7% 3 10.0% 2 6.7% 20 66.7% 18 60.0% 1 3.3% 2 6.7% 30 30

中部計 35 21.0% 38 23.2% 26 15.6% 26 15.9% 93 55.7% 84 51.2% 13 7.8% 16 9.8% 167 164

全国地方
公共団体

625 32.7% 667 35.2% 260 13.6% 244 12.9% 856 44.7% 799 42.1% 173 9.0% 186 9.8% 1,914 1,896

事後公表

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

事前公表・
事後公表の併用

事前公表 非公表 導入自治体数

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度
Ｈ２２ Ｈ２３



建設産業の再生と発展のための方策（１）
（２０１１＋２０１２）

建設産業の再生と発展のための方策（１）
（２０１１＋２０１２）

○ 建設投資の減少に伴い受注競争が激化

○ 工事現場を支える技能労働者・技術者の入職者が激減

○ 少なくとも今後１０年程度以内に、技能労働者の不足が恒常化するとの懸念（推計）
出所：国土交通省調べ、総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」

H4年度 H23年度 増減率

建設投資
８４兆円
（ピーク時）

４２兆円 ▲５０％

許可業者 約５３万業者 約４８万業者 ▲９％

特定建設業者
（大規模工事の元請）

３８３１５業者 ４３７５３業者 ＋１４％

就業者 ６１９万人 ４９７万人 ▲２０％

就業者（営業職） ２７万人 ３１万人 ＋１５％

就業者（技能労働者） ４０８万人 ３１６万人 ▲２３％

入職者（新規高卒） ３.４万人 １.４万人 ▲６０％

入職者（新規大卒・院卒等） ２.９万人 １.８万人 ▲３７％

○建設企業の小規模化（地方圏ほど進展）

‐55.0%

‐50.0%

‐45.0%

‐40.0%

‐35.0%

‐30.0%

‐25.0%

‐20.0%

‐15.0%

‐10.0%

‐5.0%

0.0%
1～4人の事業所 5～9人 10～19人 20～29人 30人～

秋田県

富山県

鳥取県

高知県

佐賀県

地方圏の事業所数の減少率（H11→H21）
【H11事業所・企業統計調査、H21経済センサス（総務省）より】

‐50.0%

‐45.0%

‐40.0%

‐35.0%

‐30.0%

‐25.0%

‐20.0%

‐15.0%

‐10.0%

‐5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%
1～4人の事業所 5～9人 10～19人 20～29人 30人～

東京都

大阪府

愛知県

神奈川県

埼玉県

大都市圏の事業所数の減少率（H11→H21）
【H11事業所・企業統計調査、H21経済センサス（総務省）より】

秋田▲19.1％ 富山▲13.9％
鳥取▲16.4％ 高知▲15.3％
佐賀▲18.3％

地方圏の許可業者の減少率

東京▲15.6％ 大阪 ▲23.5％
愛知▲ 7.6％ 神奈川 ▲12.2％
埼玉▲13.1％

大都市圏の許可業者の減少率

全産業（55歳以上）

全産業（29歳以下）

○ 建設就業者は、若年入職者が激減し、高齢化が進行

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割
出所：総務省「労働力調査」

○ 被災地を中心に技能労働者の確保が困難に

○ 被災3県の7割の企業が

技能労働者の確保困難
○ 全国でも同様の傾向

2009
4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6

出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）「建設業景況調査」より国土交通省作成

被災
３県 全国

「容易」と回答した企業割合

「困難」と回答した企業割合

201220112010

○ 海外の受注実績は、過去最高額に迫る勢い

出所：（一社）海外建設協会

初の1兆円突破
（1983年度）

9,072億円
（2010年度）

1兆3,503億円

（2011年度）

過去最高額
1兆6,813億円
（2007年度）アジア通貨危

機
（1997年度）

○ 発注形式が多様化する一方、地方公共団体の土木部門の職員数は減少

し、マンパワー、スキルに懸念

（年度）

（万人） （％）

H4 → H23
▲55％

H4 → H23
▲20％

H4 → H23
▲２５％

0 0

101

18.9万人

619万人

16.3兆円

497万人

7.4兆円

14.2万人

出所：総務省「地方公共団体定員管理調査」等

16.4
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16 .9
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12 .5

13 .0
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14 .8
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15 .8

15 .4

14 .9

15.7
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17 .0
17.0

17 .1

3 .9
4 .0

3 .8

3.2

2.6
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2 .1

1 .7
1.5

1 .4
1 .6

1 .4
1.3

1 .4

1 .7

1 .5

1 .7
1.6

1 .0 1 .1

12

13
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16

17
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19

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

売上高総利益率

売上高販管費率

売上高営業利益率

(%)

(年度)

(%)

売

上

高

総

利

益

率

・

販

管

費

率

売

上

高

営

業

利

益

率

出所：財務省「法人企業統計」

販管費

経費

完
成
工
事
原
価 外注費

労務費

材料費

営業利益

（２０～３０％）
素材、半製品、
材料等

（５～１５％）
直接雇用の作業
員の賃金、給与等

（４０～６０％）
下請契約支払額

（１０～２０％）
その他工事に係る経費
工事に従事した従業員の
給与等売

上
総
利
益

（１０～２０％）
役員、間接部門の給与、
福利厚生費、事務費、広
報宣伝費、賃料、償却費、
租税公課等

（下請企業の労務費を
含む）

その他原価
その他原価

売
上
高

兼業部門の原価

※（ ）内は売上高に占める
各項目の標準的な割合

※資本金10億円以上の企業では、総利益率は13%程度から11%程度
に低下、販管費率は8%前後で安定的に推移

営業利益率は
低下

販管費率
は上昇

○ 販管費の比率は低下せず、売上高営業利益率は下落、低迷

建設業の売上高総利益率、販管費率、営業利益率

○社会保険等の加入状況
（公共事業の現場労働者）

＜雇用保険、健康保険、厚生年金保険＞
・土木71% ・建築64％

○就労形態等の変化
＜常雇の割合＞81%（H9）→64 %（H20）
＜月給制の割合＞58%（H9）→29 % （H20）

国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」（Ｈ20）

出所：国土交通省「公共事業労務費調査」（Ｈ22）

出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」

○ 労務単価は、全体として低下傾向にある。

H9→H24
▲37％

H9→H24
▲37％

H9→H24
▲34％

H9→H24
▲34％

H9→H24
▲29％

H9→H24
▲29％

（円）／日

25,153

25,045

23,318

23,330

16,504

15,896

15,717

15,504

H9→H24
▲37％

H9→H24
▲37％

出所：国土交通省調べ

○地方公共団体の発注工事で、低価格入札の割合が年々増加

※一般競争入札の割合：全契約に占める一般競争入札方式の割合（件数ベース）
※低価格入札：低入札価格調査基準価格や最低制限価格を下回る額で応札される案件
※国土交通省直轄工事：８地方整備局で契約した工事（港湾空港関係除く）

１

ホームページアドレス
http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensa
ngyo13_hh_000168.html

参考資料ー３



建設産業の再生と発展のための方策（２）
（２０１１＋２０１２）

建設産業の再生と発展のための方策（２）
（２０１１＋２０１２）

東日本大震災への
対応を次に活かす

東日本大震災への
対応を次に活かす

総合的な担い手の確保・育成支援総合的な担い手の確保・育成支援

海外展開支援策の強化海外展開支援策の強化時代のニーズに対応した施工技術と品質確保時代のニーズに対応した施工技術と品質確保

将来的にも地域を支え得る足腰の強い建設産業の構築将来的にも地域を支え得る足腰の強い建設産業の構築 建設産業に求められる多様なニーズ・役割への対応建設産業に求められる多様なニーズ・役割への対応
将来の建設産業を見据えて優先的に取り組むべき課題

当面講ずべき対策

国土づくり・地域づくりの担い手として建設産業に期待される姿

過剰供給構造の是正過剰供給構造の是正
現場の施工力の再生

（技術者や技能労働者の確保・
育成）

現場の施工力の再生
（技術者や技能労働者の確保・

育成）

公正な契約・

取引関係の構築
（重層下請構造の是正）

公正な契約・

取引関係の構築
（重層下請構造の是正）

多様な事業領域・

契約形態への展開
（技術力・事業企画力の発揮）

多様な事業領域・

契約形態への展開
（技術力・事業企画力の発揮）

○ 技術者、技能労働者の不
足、発注者のマンパワー不足
等の問題が被災地で顕在化

○ 被災地に特例措置を導入
・復興ＪＶ制度、被災地外からの

労働者確保、資材調達に伴う措
置

・ＣＭ方式を活用した復興まちづ
くり

・直近の実態を反映した労務単価
資材価格等の設定

・さらに必要となる対策の追加拡
充等

○ 特例措置の検証により、同様の
災害への対応や恒久措置としての
制度化

○ 建設産業への就業促進のための戦略的広報

○ 若者のものづくり離れ、建設

業界に対するネガティブなイメー
ジの払拭

○ 施工管理を行える人材の継続的
育成と技術者の適正配置

○ 悪化した技能労働者の処遇の改善

対策

課題

ＵＲ
業務全般（工事・事業計画・換地・補償）の総合調整等

・・
・

・・
・

地
盤
調
査
等

詳
細
設
計

市町村（事業主体）

建
設
業
者

（地
元
活
用
）

建
設
業
者

（地
域
外
と
の
Ｊ
Ｖ
）

Ａ地区 Ｂ地区

（早期整備エリア）

・・
・

・・
・

地
盤
調
査
等

測
量
等

建
設
業
者

（地
域
外
と
の
Ｊ
Ｖ
）

建
設
業
者

Ｄ地区 Ｅ地区

基
本
設
計

詳
細
設
計

建
設
業
者

（地
元
活
用
）

Ｃ地区

計画、事業委託

ＣＭ契約（委託・請負）

（調査・設計） （工事施工）

（次期整備エリア）

（調査・設計）（工事施工）

ＣＭＲ（コンストラクションマネージャー）
工事の施工に係る調整、設計や施工方法の提案、

施工に関するマネジメントを実施

ＣＭＲ（コンストラクションマネージャー）
工事の施工に係る調整、設計や施工方法の提案、

施工に関するマネジメントを実施

○ 社会、経済の変化に対応した建設業許可制度
等の点検が必要

○ 維持更新時代、低炭素・循環型社会に対応する業種
区分の点検・見直し及び技術者資格制度の点検

○ リフォームを中心とする軽微な工事の適正な契約及
び施工の確保

○ アジア等の膨大なインフラ需要への対応と増加し
ている受注から更なるビジネスチャンスの拡大

○ 他業界との連携強化を含む官民一体の体制づくり
・官民一体の協議・推進組織の設置
・外国人技能労働者の育成と帰国技能実習生の活用
○ 専門工事業者を含む地方・中小建設企業の海外展

開を促進するための施策の拡充
○ 「年間２兆円以上」に目標を設定

対策

課題

課題

対策

対策

対策

対策

課題

課題

公共工事の入札契約制度の改革等公共工事の入札契約制度の改革等

○ 災害対応、除雪、維持管理等を担う
企業が不足

○ 地域維持型の契約方式の導入
・地域の実情に応じ包括発注（一括契

約、複数年契約）や地域維持型JVに
よる受注

○ 地域維持事業の適正な評価

○ ダンピング受注防止、専門工事業者や技能労働者等
へのしわ寄せ防止、人材の育成・確保、受発注者の負
担軽減に資する「適正な競争環境の整備」

○ 公共調達の基本理念の明確化
（個々の工事品質に加え、地域社会の担い手確保を発注者責
務に）

○ 人を大切にする施工力のある企業が適正に評価される環境
の整備

（公正な下請契約や、技能労働者の雇用・育成を評価）
○ 専門工事業者等を評価する新たな仕組みの導入
○ 適正な価格による契約の推進（ダンピング対策等）
○ 不良不適格業者の排除

（保険未加入業者の排除、技術者適正配置の徹底等）
○ 下請契約における支払の透明性の確保
○ 段階型選抜方式の活用促進

○ 建設産業への多様なニーズ、役割に応
えるための新たな契約手法等の整備

○ プロジェクトに対応した円滑な契約のため
の支援

・新たな事業ニーズに対応した契約方式

（現行建設生産システム等を踏まえた
日本型CM方式等）

・単価・数量精算契約等の活用
・予定価格の算定など調達に関する課題

への対応

対策

対策

対策

課題

課題課題

課題

【CM方式を活用した復興まちづくりモデル事業の概要】

① 市町村の意向を踏まえ、地元活用条件を設定。承認を得た上で、施工企業を選定。
② ＣＭＲから施工企業への支払い額（コスト）を第三者がチェックのうえ発注者に開示

するオープンブック方式。ＣＭＲは、設計・工事等に要したコスト（業務原価）とコストに
一定割合を乗じたフィー（報酬）を加えた額を支払われる。

③ 設計や施工段階で、ＣＭＲの工夫によりコスト縮減が図られた場合、縮減額の一定
割合をフィー（報酬）として加算。

２




